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序章 シェアビジネスの戦略マネジメントの展開

1. 本研究の背景と目的

1.1研究の背景

本研究で対象とする「シェアビジネスljは， モノやサ ービスを「シェアjする「ビジネスJ

として， 古くから存在している概念である。 一方で， 現在， 注目を集め論じられている「シ

ェアビジネス」や「シェアリング ・ エコノミ ービジネス」「シェアリングビジネス」と呼ばれ

ているビジネスの形態は， 従来の概念で示されたモノを共同で所有するという形態とは異な

り， 提供側がモノを 所有し， 利用者側が一時的に借用するというレンタルビジネスとも異な

るビジネスの特徴を有するものである（奥和田et al., 2015）。

シェアリング・エコノミ ーとは，共有経済とも呼ばれ，近年のソ ーシャル ・ ネットワ ー ク ・

サ ービス2の普及によって登場したモノ， お金， サ ービス等の交換・共有により成り立つ経済

のしくみを指しており，2000年前後から欧米を中心にさまざまなサービスを提供するシェア

ビジネスが展開し， 利用する消費者3も急速に増えてきている（Botsman et al., 2010）。

シェアピジネスには， カ ーシェアリングやシェアハウスなどの企業が消費者に対してサー

ビスを提供する「Business-to-Consumer (B2C) Jのものや個人オー クションのような消費

者間の取引を行う「Consumer-to-Consumer ( C2C）」のものも含まれるが， 現在， 最も注

目を集めて欧米を中心に急速に発展し普及しているのが，企業と消費者という関係ではなく，

個人が商品やサ ービスの提供者となり さらには一 方でその個人がサ ービスの利用者となる

ような個人間シェアによるネットビジネスの「Peer-to・Peer (P2P) Jの形態によるものが

ある（Neal, 2010）。

1 



シェアビジネスがリー マンショック後の景気低迷による危機感などから「所有する」文化

から「シェア （共有 ）する」ことへの転換に対する抵抗がなくなっているなど消費や利用に

対する価値観が変化していることが指摘されており， Botsman(2010）らは， こ のようなコラ

ボレ ーションやコミュニティを中心とした消費をCollaborative（共同）とConsumption（消費）

という単語を組み合わせたコラボ消費（Collaborative Consumption ）と名付け定義している

(Batsman et al., 2010） 。

表1 国内外のシェアビジネス 一 覧表

シェア対象 サービス例 グローバル展開 日本でのサービス

Uber Uber （実証実験中）

交通
しげt Car2Go （進出未定）

不動産
Car2G。 Airbnb 

有形資産
食品

Airbnb Kitch Hike 
衣料品

DeskNearMe 
ポロクル， COGOOj也EatWith 
メル力リT フリル ， キャリーオンHo何回

CAMPFIRE 
READYFOR 

Kickstarter 
Crowd Bank 

無形資産 クラウドファンヂインク
、 lndiegogo SBIソーシャルレンディング

（ファイナンシャル） P2Pレンディング LendingClub maneo 
AQUSH 

Prosper 
クラウドクレジット

ラッキーJ fンク
111ソーシャルレンディング

lancers 
Innocentive Woman&Crowd 

クラウドソーシング 。Desk Viibar 
無形資産 専門技術 TaskRabbit クラウドワークス

（サービス） 個人スキマ時間 Elance SynCro
witmart Yahoo！クラウドソーシング

Freelancer Craudia
Job-Hub

出所：（Fellander et al., 2015; Neal, 2010）より筆者が加筆し作成

表 1 で示したのが， 現段階において全世界， グロ ーパルに展開し普及している代表的なシ

ェアビジネスを資産形態別に分類し一覧にしたものである。有 形資産をシェアするものには，

主に自転車や車， 家庭用品といった個人が所有する資産をリサイクノレしてシェアする所有物

リサイクノレユ ー スモデ
、

ノレと不動産の空きスペー スや未使用時間帯の利用などのライフスタイ

ルシェア モデルが存在する。 現在 も急激な勢いで新しいサ ービスが開発され， 日本独自のサ

ービスもここ数年でいくつも登場している状況にある。

また， 英国政府は自国を「シェア リング・エコノミーの全世界的なセンタ ーに育ててシリ

2 



コンバレーに対抗していくために強力に支援育成する」と発表し， 調査研究事業を開始， 国

家レベルで、取り組む動きも出てきている（GOV.UK, 2014a）。

英国政府の場合， この調査研究事業の取り組みの結果を踏まえ， ロンドン市内では，従来，

民泊を行うには転用許可が必要だったが，年間90日以内の民泊利用の範囲であるなら転用許

可を不要とする法改正が 2015 年 3 月に行われた。 基本的に規制緩和を進めていくことを前

提としていくつかの政策に取り組んでいるようである。 このほかにも次の表2のような規制

緩和の提言がまとめられ具体的な取り組みが進められている。

表2 英国政府における規制緩和提言内容

0イノベーション育成
民間投資を促進するイノベーション ・ ラボの構築

・シェアビジネスをター ゲットにした資金提供
・シェアビジネスモデノレが公共サーピスの改善に寄与できるかの研究支援
－複数のシェアビジネスサービスを相互に学ぶことでベストプラクティスを共有

．都市と地方が協力して資源をより効率的に活用できるのかを検討
・ イノベーション ・ ラボと国家統計局による経済的インパクトの測定

O信頼とアイデンティティ

ID照合と犯罪記録チェック
－取引の信頼構築のための身元確認システムの民間セクションへの利用解放
・ ディスクロージャ ーと検疫サービスの犯罪記録チェックの完全にデジタノレ化

旅行と宿泊施設
－政府の調達の枠組みを変更しシェアピジネスを用いた調達オプションを採用

公有車
－未使用公有車の一般開放とカ ーシェアサ｝ ピスで相互利用できるようにする

O保険とリスク
－企業が共同で保険のための資源をプールし交渉を行う代表機関を設立

Oデジタル化：新たなユ ー ザーに向けたデジタルコンテンツへの支援
－高齢者の休眠資産の共有やライドシェアの積極利用などができるよう支援

O税金：簡易化
・ シェアビジネスにおける課税ガイドと税額を簡単に調べられる税計算サイト構築

O政府資産の共有
－オフィススペースなど共有化を進めて社会的企業のコスト削減へ寄与

Oシェアリング ・ エコノミ ー業界団体設立
・広報活動やメンバー全体による規模の経済利用や投資誘致活動
· kitemark 《英国規格協会 （BSI）検査証》の認証付与事業

出所： ”Unlocking the sharing economy An independent review吋GOV.UK, 2014b) 

これら提言から行政のコスト削減や効率化といった問題意識を踏まえ， 国家主導でシェア

ビジネスに積極的に取り組み経済を発展させることを期待していることが推察できる。

では， 次に， 具体的にシェアビジネスを展開する企業の最新動向について注目する企業の
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事例を挙げる。 まずは代表的企業として次の Airbnb と Uber の 2 社がある。 移動手段を探す

人と自らが所有する車と空き時間を有する運転手とを携帯アプリを媒介してつなぐ配車サ ー

ビス会社の Uber と空き室や空き部屋を有する人と部屋を一時的に借りたい借り主との聞を

媒介する Airbnb が代表的企業として， さまざまなメディアで取り上げられており， シェア

ビジネスにおいてはその成長性や資金調達規模からも先端企業ともいえる。

Uber は， 2009 年の設立からわずか数年程度で急速に世界的に普及を進め， 2016 年時点

で 60 カ国， 数百都市で事業を展開するまでになり， 現在でも拡大を続けている。 日本国内

では規制の問題もあり普及は諸外国ほど進んでいないものの， 既存タクシー会社との協業と

いう業務形態で東京都内の一部でサ ー ビスは提供し始めているほか， 公共交通網が整備され

ていない地方都市で実証実験が進むなど， 目覚ましい成長を遂げ全世界のタクシー業界はか

なりの影響4を受けている状況にある（Uber Technologies Inc., 2016）。

Uber Funding Growth 

$1,200,000,000 

$200,000 $1,300,000 

8/1/09 10/15/10 2/14/11 12/7/11 8/23/13 6/6/14 

図1 Uber 資金調達規模の推移（Ferenstein, 2014) 

資金調達規模は， 図1のように最初の3年聞はそれほど大きく成長できなかったが， 4年

目から急速に拡大し， この調査時点でのわずか 5 年で 1,300 億ドノレを超えた（Ferenstein,

2014）。 なお， 現在でもさらに資金調達額を拡大し， 成長しているところである。

Airbnb も同様に急速に成長している状況にあり 2008 年 8 月の創業から 2015 年 2 月時点

で全世界 190 カ国， 34,000 を超える都市で展開し 1,000 万件以上の物件が登録されており，
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2015年2月現在の事業価値は412億ドルとなっている（Lieberman,2015）。

資金調達額はわずか 4 年で60倍にも達している（Ferenstein,2014）（図2 ）。

AltBnB funding Growth 

$450ρ00,000 

;1.1/10/10 7/2S/11 11/1/12 4/20/14 

図2 Airbnb 資金調達規模の推移（Ferenstein,2014) 

筆者が2015年 10月に Uber についての現地調査で訪問した ベトナム ・ ホ ー チミンでは，

2014 年7月にベトナム市場に本格参入し1年数ヶ月しか経過していないにもかかわらず世

界ー の利用数にまで成長し， ホ ー チミン市内の主要観光地ではどこの場所で、あっても5分程

度待てばすぐに利用できるまでになっていた。 ベ トナム市場への参入から2年が経過した時

点での調査（VIETJO, 2016）では， 2大タクシー会社， VINASUN, Mai Linh をはじめ， バ

イクタクシー を含めて多数の一般乗用旅客自動車運送事業が営業しているなかで， わずか2

年間で数万の雇用機会を創出し， 10 分以内で乗車できる割合はホ ーチミン市で 92%， ハ ノ

イ市で94%も達するまでに普及している。

また ， Uber のドライパ ー数名にヒアリングした結果からは， その主な顧客層は Uber を使

い慣れた観光客が利用しているのではなく， その利用者の90%以上は， ホ ー チミン市在住の

一般市民であると回答した。

Christensen らは， 破壊的イノベーション理論（Bower et al., 1995）について， 発表後20

年を経た 現在において， その理論や呼称、は広く普及し周知された が， 主な概念についての本
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質的な理解は， 業界再編や往時の成功企業の凋落をすべて「破壊的イノベーション」によっ

て説明しようとするなど多くの誤解が蔓延している（Christensen et al., 2015）として Uber

の事例を示したうえで破壊的イノベーションの本質についての定義を詳細に説明している

( Christensen et al., 2015，邦訳 pp29-32） 。

このなかで Christensen らは， Uber が既存のタクシー業界に大きな経済的なインパクト

を与えているという点だ
、

けで見ると破壊的イノベー ションのひとつとみられているが， 実際

にはそうではないとし， Uber の戦略は， 破壊的イノベーションではなく， 持続的イノベー

ションであると説明している。

また，Christensen らは，破壊的イノベーションによる企業はロ ーエンドの消費者ないし，

既存企業が相手にしない消費者， つまりニッチを見つけ， その消費者の心を捉えて， それを

テコにして主流市場へと進出していくのに対して， Uber の成長をみるとその逆であり， ま

ず主流市場の消費者の心をつかみ， そして， その後にニッチな市場セグメントの消費者をタ

ー ゲットにして成長しているということを指摘している。

つまり， Christensen らは， Uber は中小の事業者も数多く参入しているような成熟市場の

過当競争となっているような地域において急速にサー ビスエリアを拡大し新規の現地在住の

ユ ーザーを獲得し，需要全体を押し上げてきたという点に注目する必要があることを示した。

そして， Uber の戦略は， 既存のタクシーに劣るという評価はほとんどなく， むしろ優れて

いるという評価もあるということが持続的イノベーションであると定義できる理由だと主張

しているのである。

実際に， Uber が創業したサンフランシスコではタクシ一 事業者が多数ひしめく地域であ

る。 さらに， タクシーに乗り慣れた しかも大手数社がほとんどのシェアを占めているよう

な世間的にも信頼されたタクシ一事業者が存在している。 また， 筆者が実際に目にしたベト

ナム ・ ホ ー チミン市の現状においても同様である。 既存の競合企業ひしめく主流市場へと挑

戦し， これまでは近距離移動などでタクシーを利用しなかったような利用者を新規に獲得し

ながらも事業を拡大している。

一方で、， Christensen は実証研究の結果から既存企業が持続的イノベーションに基づく競

争では新規参入企業に勝るが， 破壊的イノベーションに基づく競争では負けることがあると

指摘している。 これがし 1 わゆる「イノベーションのジレンマ J (Christensen, 1997）の重要な

主張の一つで、ある。 しかし， Uber が持続的イノベー ションに基づく企業であるとするなら

ば， Uber が全世界の成熟市場において， わずか数年の短期間の聞に既存の大手競合企業と
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いう存在があるなかで世界中に利用者を獲得し成長してきたのかをこの持続的イノベーショ

ンの議論だけでは説明できているとはいえない。

なぜなら， Christensen は， 持続的イノベーションによる企業が新規参入した後は， 立ち

向かう既存企業は持続的イノベーションへとシフトするという点を指摘しているが Uber の

場合にはそうなっていない， どちらかといえば矛盾する主張となっているからである。 つま

り， 通常であれば新規参入企業がよりよいサー ビスを提供し既存企業との競争になった場合

に，既存事業者はシェアを守るためにイノベーシヨンを加速し対応するのが一般的であるが，

世界のタクシー業界を見る限りは3 ドライパーが Uber の営業活動を阻止するように求める

デモ活動は各地で行われているものの， サー ビスの改善などの持続的イノベーションによる

競争へとシフトするような現状とはなっていない。

Uber の場合について Christensen は， タクシー業界が「業界への参入や料金が厳しく規

制されている」（Christensen et al., 2015，邦訳 p35）ことが既存企業のイノベーションを阻害

していると指摘している。 しかしながら， 実際に現地調査した結果では， ベトナムのタクシ
ー会社大手ではクレジット決済カ ードの導入やドライパーの教育による不正防止などの持続

的なサー ビス向上への取り組みが行われているほか， 規制という面ではバイクタクシーを含

めた白タクドライパーや大手タクシー会社に似せた個人タクシーも多く参入し， あまり規制

が厳しく運用されているわけでもなく， 規制によるイノベーションを阻害しているとは言い

英齢、状況にあった。

Christensen らは，直接には言及はしてはいないものの， Airbnb の成長についても同様の

ことがいえる。 Airbnb Japan が日本法人を設立した 2014 年当時は既にインターネットによ

る宿泊施設予約サイトは， 大手旅行代理店が運営するものや宿泊予約専門サー ビスとして新

興企業が始めたもの， さらにグロ ーパノレにサー ビスを展開し日本に参入したものも含めて，

訪日外国人が利用できる宿泊予約サイトだけに限定しでも， 多数の企業5が参入し過当競争と

もいえる状況にあった。

それら既存の宿泊予約サイトのほとんどが民泊形式の個人が提供する施設も扱っていた。

そして， それぞれの宿泊予約サー ビスサイトは， 取り扱う物件数やそれぞれの得意な取扱物

件で多少の差こそはあったが， 宿泊予約機能については， どの予約サイトもそれほど大きな

差は見られず， 機能面ではどの企業が提供するものもコモデティ化している状況にあった。

しかし， Airbnb は Uber 同様に， わずか数年の聞に特に訪日外国人を中心に利用者を増や

し， 2015 年には， 138 万 3,000 人以上の訪日外国人客が Airbnb のリスティング（部屋）に
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宿泊したとの報告がある（Airbnb Ireland, 2016）。

いずれにしても Uber や Airbnb の 2 つのシェアビジネスの代表企業の成長を見る限りで

は， これらのシェアビジネスが持続的イノベーションであったとしても， 破壊的イノベーシ

ョンであったとしても， 成熟市場ともいえる競合企業がひしめく主流市場へと参入し， 全世

界的に急速に普及し多くの利用者を獲得していったことは事実である。 しかし， 一方で、， な

ぜ全世界的に急速に普及し多くの利用者を獲得できたのかを提供する機能といった技術面や

価格面， サービス内容といった点だけで解明できるわけで、はなく， これらシェアピジネスの

先端企業の成長速度を考察するには不十分であるということである。

「容易に所有権の設定できない経済財や社会財あるいは集合財，そして生命や環境を生産，

流通， 分配， 利用する際には何らかの形でシェアの原理を活かし， そして導入しなくてはな

らない局面に現代は達している」（田中， 2013,p748）という見解もある。 そのなかで， シェア

という特性面を組み込んだビジネス つまり シェアビジネスには これまでのビジネスモ

デルとは異なる特徴ともいえる， それぞれ特有の戦略的要素がシェアビジネスの先端事例に

存在していると考えられる。

急速に注目を集め， さまざまな媒体などでも取り上げられ話題となっているシェアピジネ

スではあるが， これまで議論したように学術的研究蓄積がまだそれほどなされていないのが

現状である。 さらに， シェアリング・エコノミ ーの重要なプレイヤ ーでもある企業側の経営

学分野での考察がまだ十分とはいえない状況にある。

そこで本研究では， シェアビジネスの代表的な先端事例でもある Uber や Airbnb が破壊

的イノベーションではなく，持続的イノベーションであると指捕されながらも急速に発展し，

そして現在も成長しているその要因とは何であるかを理解することが有用であると考え， シ

ェアビジネスの戦略マネジメントという問題にアプロ ー チする。
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1.2本研究におけるシェアビジネスの定義

本研究でフォ ー カスする 「シェアビジネス」は 「シェアリング・エコノミ ーjにおけるビ

ジネスとして， 急速に発展している「シェアビジネスjを対象とする。 具体的には Teubner

et al., (2016）が示した定義をベースとして参考にしたうえで， 従来のモノの所有を前提とし

た取引に対して， 所有を伴わない利用を前提とした共同で利用する取引のものであり， サー

ビスの供給者ど利用者が個人間取引（P2P シェア） のインターネットプラットフォ ー ム6を介

したサ ービス7を「シェアビジネス」と定義し検討を行う。

しかし， なぜ， その分類に定義しフォ ー カスするのかという点で， 背景や問題意識， そし

て先行研究の定義との関連を含めて， 具体的な検討内容について以下に示す。 なぜなら， イ

ンターネットプラットフォ ー ムを介してサービスを提供する多様な形態のインターネットビ

ジネスが存在する中で， 従来から存在するインターネットビジネスやレンタノレビジネスなど

と「シェアピジネスjとの相違点が明確で、はなく， これまでの「シェアリング・エコノミ ー J

とされる議論のなかでも定義が暖味なまま一括りで取り扱われ， 議論する当事者のなかでも

食い違うことがあるからである。

ぇ
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hH
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h

賄業産

省後j定後

務調権務転

y邑孟 no 
サービス

一頭発イー？有稽ー十一 （ i )
i 議鑓 / i イ

I ii ) /> · // P2Pシェア

サービス問輔

有数｝足#t (iv) 

(iii) －町一瞬 主主用

書聖償援｛長 贈与 無4箆 ボランティア
裁｛若

資j原歩イブ
一一一

製品 製品サービス サーピス

図 3 P2P シェアの定義（Teubner et al., 2016) 

図3に示す Teubner et al. (2016）の定義による分類では， 資源タイプとして， 製品， 製品

サー ビス， サー ビス， 商業度として， 民間（個人） 提供， プロフェッショナノレ提供という次

元で分類し， さらに， 民間提供の場合には， 無料による提供と有償による提供で区別してい

る。 ここで， 資源タイプの「製品」とは， プラットフォ ー ム上で製品そのものを直接取引す
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るものであり， 「製品サ ービス」とは， 製品の提供を通じたサ ービス， つまり， Airbnb では

不動産， Uber では車という物理的なモノや製品を通じて， 一時利用というサ ービスを提供

するものが 「製品サ ー ピス」に該当する。 そして， 「サ ービスjという資源タイプは， 物理的

なモノや製品を介さずに人の空き時間をシェアするサ ービスなどが該当する。

次に， それぞれの軸の分類で区分したものがどのようなものかを示す。

(i）の軸で区別されるのはノンプロフェッショナリズムに該当するものかどうかである。

プライベートで所有するもので，個人間において取引が行われるものの区別である。 （この分

類では， 海外では「ZipcarJ 8や国内では 「タイムズカープラスJ 9といった， 企業がすべて

の車両を保有しサ ービスを提供するカーシェアプログラムを除く。）

(ii）の軸で区別されるのは商業主義 （コマ ーシャリズム）に該当するもので， 取引が商

業的であるかどうかで所有権の移転の有無での区別によるものである。（主に商品を販売し所

有権を移転するだけのものを除く。）

(iii）の軸で区別されるのはプライベートかっ有償かどうか， つまり個人所有のモノなど

を有償で提供するのか，それとも無償で提供するかの区別である。 （無償で提供されるものは

贈与やボランティアは， ビジネスではないため除外する。 このほか， 隣人に無償で援助する

場合や， 主にカウチサーフィン10のような理想主義的なコミュニティサービスを除く。）

(iv）の軸で区別されるのは， 形態的な特性によるものである。 商品そのものの取引や商

品を媒介したサービスを対象とするものとしている。（Amazon が運営するMechanical Turk 

(AMT) 11や TaskRabbit12などのクラウドソ ー シングや Uber などのクラウドプラットブオ
ームなどの純粋なサ ービス提供のみのものを除く）

以上の軸で区分した網掛けで強調している部分が，P2Pシェアという個人間で取引し， 製

品そのものをシェア及び製品を通して提供されるサ ービスをシェアするという形態での取引

を中心に検討するもので， 例えば， Airbnb， 合法ヒッチハイクサ ービスの Zimride13,

BlaBla Car14， 旅行者や他者に貸し出す Turo15, Getaround16, Drivy17， または Zilok18のよ

うに車， 道具， イベント用品， 別荘， スタジオといった普段利用していない空き時間を有効

活用するような製品を対象としたプラットフォ ームによるものを対象としたのが， Teubner

et al., (2016）の検討である。

Teubner et al., (2016）は，上記の 4 つの軸による条件のそれぞれを区別した理由としては，

これらの軸により区別されるものは， 非常に異なる特性と潜在的利用動機が異なる正反対の

行動特性のものがシェアビジネスというカテゴリーのなかで， これまでは一括りで議論され
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ており，P2Pシェアという個人間取引の現象を研究するためにはフォ ー カスを絞って検討が

行う必要があると主張している（Teubner et al., 2016）。

さらに， 特性と潜在的利用動機の側面で要約すると次のようなそれぞれの違いがあるため

に区別する必要があるとしている。

(i）の軸で区別される企業の所有物を対象としたレンタルビジネスは，企業から顧客へと

価値を提供するという関係性による消費となる。 したがって， 企業側が長期的関係の維持や

ロイヤリティの向上といった顧客対応をして関係性を維持するが， シェアピジネスによる個

人間の賃貸借の場合には，消費者が貸主であり，借主ともなる。 この場合に，企業の役割は，

個人聞が取引を実施する以前には顧客同士が信頼を確立できる仕組みを提供するものである

が， 個人間の関係性はあくまでも企業が維持するものではなく， 個人のそれぞれが信頼を得

られるように努力しなければならない。 つまり， 取引に関する主体も取引に際して必要な相

手方の信頼性に関する捉え方， そして， 具体的な取引対応も異なる特徴を持つものであるか

ら区別する必要がある。

(ii）の軸で、区別する所有権移転の有無については， 創出する価値が異なる。 なぜなら，

金銭のみを対価として所有移転を伴う販売取引（以下， 所有権移転取引という。）の場合は，

売主と買主との間の交流は， 取引が成立し買い主の手許に商品が届いた時点で終了するのが

一般的である。 インターネット・オー クションのケ ースで考えるとわかりやすい。 個人聞の

所有権移転取引の場合は， 反復継続して， 同じ売主と取引をする場合は専門業者が売り主と

なる場合を除き， ほとんどその関係性は一過性のものであり， 出品した売主と落札した買主

がその取引をきっかけに交流することはほとんどない。

一方で， シェアビジネスによる一時的に個人が所有する荷品や住宅， 空き時間などのサー

ビスを提供する場合には， 所有権移転取引とは異なり個人同士が反復継続して取引する可能

性も高くなる。 それにもまして， 住宅を一時的に提供する場合には， 滞在する時間も長くな

ることから， 必然的に個人間の交流も多くなり， 見知らぬ個人間の新たな交流を促進するな

どの効用も期待できる。

つまり， シェアビジネスでの一時利用の場合には， 所有権移転取引の場合の金銭的な価値

の交換のみの取引とは異なる価値創出が生まれるとし、う特徴を持つ。 実際に合法ヒッチハイ

クサ ービスZimrideでは価値観が合うもの同士の交流という機会も提供する19など， 従来の

販売取引や単なる企業が主体となって貸し出すレンタノレビジネスとは異なる価値を提供して

いるため同じ次元で議論するのは望ましくないため区別が必要で、ある。 本研究の立場におい
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てもこの点についての異論はない。

（温） の軸で区別されるのは， 無償での贈与， 一時的な共同利用， ボランティアとの区別

である。 一時的な共同利用， ボランティアの場合には， あくまでもサ ービスの提供者の善意

に基づき取引が成立するものであり， ビジネス取引ではないためプラットフォ ームを提供す

る企業にとっても， 取引に参加する個人によっても， シェアビジネスのプラットフォ ームと

は， 明らかに異なる動機要因が存在するため， 本研究で一括りに議論することはできない。

一方で， （iv）の軸で区別されるものは， 取引形態が異なるとして， 「 製品jと「製品を通

じたサ ービス」を対象とし， 「サービスのみ」を提供するプラットフォ ームは除外している。

しかし， そもそも「製品を通じてサービスを提供Jするものと， 「サービスのみを提供するJ

という場合との境界を明確にすることは難しい。 なぜなら，G凶nroos(2007）らがサ ー ピス ・

マネジメント分野で検討してきた論点であるが， 製造企業であっても「原理的に何でもサ ー

ビス化ができる」（Gronroos2007，邦訳p377）という側面もあるからであり， その境界を峻別

することが困難で、あるからである。 つまり， 顧客は， 製品を消費しているときで、あっても，

サービス ・ プロセスの結果を消費していると置き換えて考えることができるということであ

る。 したがって， 取引形態による区分はあまり意味がなく， 製品であってもサ ービスのみの

場合で、あっても， サ ー ピス ・ プロセスなかでどのような要因が影響を与えているかという点

にフォ ー カスし検討するならば，（iv）の軸であえて区別し検討することはあまり望ましくな

いともいえるからである。

以上から，本研究も同様にP2P シェアという個人間の取引という現象にフォ ー カスを考え

てはいるが，シェアビジネスが急速に成長したその要因を明らかにするという点では，Uber

などの物理的なモノの移動を伴わないサービスのみを提供するモデルを除外して検討するわ

けにはし、かない。 また， シェアビジネスといってもさまざまなタ ー ゲットに対して， それぞ

れの価値と提供方法が異なるものが混在しており， 必要な組織及び組織内での諸活動といっ

たビジネスシステムが異なることも明らかである。

したがって， 本研究におけるシェアビジネスの定義については， Teubner et al., (2016）の

定義を参考として取り入れたうえで， ビジネスシステムなどの組織構造としての視点を検討

に加えたうえで， 再定義し検討を行うこととする。

Stabell and Fjeldstad, (1998）は， 企業戦略の戦略類型を， バリュ ー チェーン型とバリュ ー

ショップ型とバリュ ーネットワ ー ク型の3つに分類による枠組みを示している。 急速に発展

し成長しているAirbnbやUberとし、った先行事例が当てはまるシェアビジネスの特徴をこ
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の3つの分類のなかに当てはめると， バ リュ ーネットワ ーク型に分類することができる。

したがって， 本研究がフォ ー カスするシェアビジネスの定義は， バ リュ ーネットワ ーク型

の類型を持つもので， その類型のなかでもシェア概念がその主たる活動のなかに含まれてい

るものを「シェアビジネス」と定義する。 さらに具体的には， 個人聞が直接的に結びつきプ

ラットフォ ー ムの提供者が直接取引の現場に関与せず， イン タ ーネットプラットフォ ー ムで

サービスが提供されるものを本研究における「シェアビジネス」と定義し検討を行っていく

(Stabell et al., 1998）。 なお， 戦略類型とその内容については次の表 3 に示す。

価値創造ロジック
主な テ クノロジ ー

主活動力テゴリー

優先的な双方向関係
構築ロジック

主な相互依存活動

コストドライバー

（コスト影響要因）
バリュー ドライバー

（ 価値影響要因）
ビジネス価値
システム構造

表3 企業戦略における3つの類型

バリュ ーチェ ー ン バリュー シ ョップ
入力を製品に転換 顧客の問題解決
長連結型 集中型

E 購買物流（インバウンドロジ －問題発見と獲得
ステックス）
’オペレーション －問題解決案策定
・出荷物流（アウトバウンドロ －解決策の選択
ジステックス）
・マーケティング －解決策の実行
－サービス 前コ ントロールと評価
連鎖的 循環的， スパイラル的

・組織内部蓄積 盲組織内部蓄積
鋼連鎖的 E連鎖的

－相互交換的
－規模
－稼働率

E評判

・連鎖構造 －参照構造

出所： Stabell and 町eldstad (1998) p415参照。 20

バリュ ーネ ッ トワ ー ク
顧客聞を結びつける
媒介型

・ネットワー クプロモーションと
契約管理

・サービス提供機能

・インフラストラ クチャ管理

同時的， 並行的

＝組織内部蓄積
・連鎖的
－相互交換的
－規模
・稼働率
・規模
”稼働率
－相互接続レイヤー構造

しかしながら， この戦略類型だけの概念説明だけで、はわかりづらいこともあるため， 具体

的な事例と図をもとにどのような対象を検討するのかについて次に示す。

はじめに， バ リュ ー チェーン型類型の特徴21となる長連結型（Long-linked）タイプのテクノ

ロジーは， 企業組織のなかでの諸活動の連鎖が中心となっている。 したがって， 個人間の取

引活動のなかでシェアが行われ取引が成立するとし、う本研究の対象から考えると異なる価値

創出の活動となるため基本的に除外して考える。
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次にバリュ ーネットワ ークの類型でシェアビジネスを検討する。 一般的な個人間取引のビ

ジネスモデル221こは， 例えば， 楽天オークションやヤフーオークションなどのフリー マ ー ケ

ットモデルやオークションモデルなどがあるが， Stabell らの定義に従うとこれらのビジネ

スモデルは， バリュ ーネットワ ーク型となる。それは， 顧客が集うプラットフォ ー ムの創造，

維持（Infrastructure operation）を通じて， 多くの顧客等の関係者を結び つ ける（Linking

Customers）ことで、仲介（Meditating）による価値創出を実現しており， 顧客が増えれば増える

ほどネットワ ーク価値が高まり， その活動がビジネスの成功に繋がるというネットワ ーク外

部性の特徴を有しているからである。

一方で， 本研究が想定するシェアビジネスとは， 提供する価値や活動も共通する点が多い

が，これらのオークションモデ
、
ノレなどは所有を前提とした取引のものまである。したがって，

本研究が対象とするシェアビジネスとは異なる価値創出の仕組みのものとなる。 つ まり， 本

研究で、はバリュ ーネットワ ーク型でありながら中核的な活動のなかで個人が持つ有形資産，

無形資産のシェアという行動を伴うものを想定している。

レンタノレショップなどは所有を伴わない利用ではあるが， 企業がモノを所有し， 一時的に

顧客が利用し利用後には返却するというリアル店舗を主体としたものである。 この場合， 所

有するまでもなく一時的な問題を解決するための手段や解決方法を提示するということやレ

ンタノレビデオショップのように多くの品揃えをすることで顧客に選択の自由を提供するとい

うニ ー ズに対応する集中型テクノロジーに基づくともいえる。

しかしながら， さまざまな問題解決手段を提供し問題発見と情報入手としサ活動をするど

いうわけでもないため， Stabell の定義に従うとバリュ ーショップ型よりは， バリュ ー チェ

ーン型の類型といえるのではなし、かと考える。 いずれにしても， バリュ ーショップ型， バリ

ュ ー チェーン型については， あくまでも企業と顧客との相互聞による取引関係を主活動とし

た類型であり， 個人間の取引で成立するP2Pのプラットフォー ムによる類型ではないため，

このような従来型のレンタルモデルは本研究が対象とする「シェアビジネス」としては対象

外とする。

バリュ ーネットワ ーク型の類型に当てはまるもののなかには， 現在の注目を集めるシェア

ビジネスが登場する以前から存在している形態のビジネスも多く該当する。例えば，銀行業，

証券業， 人材紹介サ ービス業など店舗ネットワ ーク網を整備し， 顧客獲得を実現するような

企業と顧客というこ者聞の関係性によるものなど企業の成長や顧客価値の創出のためにネッ

トワ ーク外部性が求められるものはバリュ ーネットワ ークの類型に該当する。

14 



また， 個人間取引のモノ， お金， サ ービスをシェアするモデルとして， 沖縄の「模合jと

いう制度23では， 個人間で相互にお金を出しあい困ったときに助け合う仕組みを銀行などの

金融機関が介在せずに運営されている。 顧客が集うプラットフォ ームを通じて， 仲介という

ι 中核的な価値を提供することで成立するという点では， バリューネットワ ー ク型類型の一つ

ともいえ， 実際にこのようなお金を個人同士がシェアするビジネスは，P2Pレンディングや

クラウドファンディングとも呼ばれる 「シェアビジネス」の一形態ともいえるものであり，

このようなファイナンスビジネスは， ここ数年は国内外でも多くのサ ービスを提供する企業

も登場してきている。

しかしながら， 沖縄の「模合jのように古くから存在する 「シェアピジネスjはこれまで

あまり注目を集めていなかった。 なぜなら， 限れたエリアのなかのみで成立するインターネ

ットを介さないプラットフォ ームであり， 全国的かっ世界的にサ ービスが拡大することはな

かったからである。 また， そのほかの理由には， 取引の相手方がどのような人であるのかと

いった信頼性を判断するのに限られたコミュニティのなかでしか， 確実性のある情報を入手

することができなかったことも理由のひとつとして挙げられる。

したがって， サ ービスの対象範囲を広げれば広げるほど， 相手を信頼するためt.こ必要な情

報を入手するのが難しくなり， 取引の信頼性を担保するのが困難であるがゆえに， 狭いエリ

アのなかでしか成立しなかった。 このような狭い コ ミュニティのなかで成立する「シェアビ

ジネスjは， 共有するという概念と共有することの動機などのインセンティブについて考察

するうえでは関連する点も多く参考になる点もある。 しかし， 本研究で対象とするインター

ネットプラットフォ ームで構築された 「シェアビジネスjについては， これまでの狭い コ ミ

ュニティでしか成立しないモデルとは異なる取引の特徴と戦略的要素があると考えている。

なぜなら， 現在， 注目を集めている Uber や Airbnb など先端的なシェアビジネスの場合

には， 世界中のユ ーザーが国や言語， 文化， 生活習慣の違いを超えて利用しているモデルと

なっている。 グロ ーパノレ化とIT化が進み， さらにソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クが普及した現

代において， 世界中のユ ー ザーが時間と距離を超えて， コ ミュニケ ーションを取れるように

なり， これまでは見知らぬ物同士がリアノレタイムで信頼を構築し取引を実現することが可能

となったことで， 急激なスピー ドでサ ービスエリアを拡大し成長を続けており， あくまでも／

インターネットでサ ービスを提供する類型を対象に検討するべきではなし、かと考えている。

以上から本研究では， 「シェアビジネス」のなかでもインターネット上で構築されたプラッ

トフォ ームのソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クの関係性を利用することで， これまでには実現する
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ことができなかったP2P型の取引が，グロ ーパルな 広範囲のサービスエリアにおいて信頼を

担保する仕組みを実現できているのではないかとい うことに着目している。

以下の， 本研究の対象となる領域の概念について 図4及び図5に示した。まず，はじめに

図 4 では ，本研究で示している「シェアビジネスjの定義を示したものである。 Stabell et al

が 示したバリュ ーネットワ ー ク型の類型のうち， さらにその類型のバリュ ー チェー ン活動の

いずれかの段階で何らかの資源の共同利用を伴うものを本研究では「広義のシェアビジネスj

と 定義した。

以下の図4に「広義のシェアビジネスJの分類を示す 。

バリューショップ型”バリューチェーン型

レンタルビジネス
．レンタカー
・レンタルピデオ

〆
凶

広範の
句

＼
； シェア強盆i ： 

（髄問
共同利用

；義務資在シ:r:r
•l長バイク
’不動産
－衣草H己 ‘
無形資産シヱア（Financ邑｝、
·i誇m絡会 、田園田掴四回国判明四S

•1'2.Pレンディング
ぉ 1薬会｛然主主諸点員ま母子｝
無持品j資産シヱア｛ち告rviιe)
．クラウドソ…シング
省専門f支1司，rシヱア

額品取引
，マイカー
・8己所有不動産
．サービス交換取事i

私的所有

同
町四回刷、～

、、
、、

、

：ネットオークシヨン
1 ・ ヤフオク！
；・楽来オークション

パソューネットワ ータ裂

' ,; 
直樹町四同時脚四回伊同

F

図4 広義のシェアビジネスの定義 出所：三浦（2011,p20）の図を参考に筆者が再構成し作図
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さらに前ページで示した「広義のシェアビジネス」という定義の範囲では， Uber や Airbnb

のようなグロ ーパノレに言語や文化， 生活習慣を超えて急速に発展し普及しているとしづ現象

を捉えるには検討範囲が広がりすぎることから， インタ ーネットプラットフォ ー ムを主体に

サ ービスを提供するモデ
、

ルを本研究がフォ ー カスする「狭義のシェアビジネス」 として図5

に示す。

4集会
綴母子議
伝統的コモンズ
｛入会i銭，蕊j絞i
NPO,ffif晃i活効

P2P 

｛麗人と｛屈人との関係性
で取引が成立

Airbnb 

uむ世r

地域ネットワ ー ク
（ロ ーカルネットワ ーク）

インターネット
｛夕

、

口 一パルネットワ ーヴ）

協持組合
”生協
・農協
・信用金絡
事器用組合

B2C 

企業と類審との顕様性
で取引が成立

：碕泊予約サイト
利楽ヲミトラベル
劣るるぶトラベjレ

図5 本研究の対象（狭義のシェアビジネスの定義）出所：筆者が作成

以上から， 本研究では，「シェアビジネスjを狭義にとらえ， 個人間の信用を前提として取

引が実現するインタ ーネットプラットフォ ー ムにおけるP2P型のシェアピジネスのサービ

スモデノレを対象とする。 さらに， 企業と顧客という関係性のみならず， 企業とは直接取引関

係のない， 消費者間の関係性， つまり， ソ ーシャノレな関係性を取り入れたモデ
、

ノレを研究対象

とする。 なお， ここではソ ーシャルな関係性をソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クど定義し， ソ ーシ

ヤノレ ・ ネットワ ー クには， 企業と顧客の関係性， 顧客間の関係性へ もしくは， 消費者間の

関係性25も含めた概念として捉えるものとする。
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1.3研究の意義

これまでの大量生産・大量消費をもとにしたフロ ー型社会が深刻な環境問題を引き起こし

たのに対して， 蓄積された資本や資源の利用に基づくストック型社会への転換による持続可

能な社会の実現が求められ， このようなモノ中心ではなく情報や文化， サービスを中心とす

る脱物質主義的な消費を第三の消費文化（間々田2011）と位置付ける視点もある。

シェアリング・エコノミ ーは長引く不況と深刻化する環境問題を抱える現代社会において，

所有権を移転させずに資源への負荷も少ないビジネスを実現することができるという点で地

球環境・ 生態系 ・ 人聞社会・社会システムの視点での評価に加え， さらに， 持続可能性とい

うコンテキストでも高く評価されている。

本研究の意義は， 「消費や経済自体がシェア型になり始めている」（三浦，2011,p3）とまで言

われる現代社会， さらに 「すべてのピジネスは＜シェア＞になる」（Gansky,2010,pl）とまで

指摘され， 企業がイノベーションを主導する時代から個人とともに価値を創造する時代へと

転換する現代において， さまざまな諸問題を解決することが期待される無限の可能性を持つ

シェアビジネスの発展に貢献することにある。

具体的に本研究の成果について， 次の2点での貢献を目指す。 一つは既存の所有という枠

組みを超えたシェア型のユニ ークな発想、で， 深刻かっ差し追った社会問題の新たな解決方法

を提示し， それを実行するアントレプレナーを増やすということにある。 もう一つは， 従来

の成熟市場の企業が新たなシェアビジネスの原理を取り入れることで持続的イノベーション

へと発展し， さらなる顧客価値獲得による成長が可能となる戦略マネジメントの枠組みとは

何かを具体的に明らかにすることにある。

1.4問題の所在，

シェアビジネスは自動車，一般居住用住宅， 衣類， アクセサリー， 家具， パソコン等電子機

器， スポー ツ用品， キャンプ用品， さらには専門家の空き時間という目に見えない資産まで

もが共有対象となり， 所有者がサーピス生産者であり， サービス消費者ともなりうる。 一方

で，サービスのプラットフォ ームを提供する企業側は， サービス生産の対象となる所有物を

自ら所有することなく，直接的に個々の顧客間の取引の場であるサービス ・ エンカウンタ ー26

には関与することはない。 つまり， 顧客とサーピス提供企業というこ者間のダイアドの関係

性を主体とするビジネスではなく， 不特定多数の特に個人間のソーシヤノレな関係性が重要と

なるという特徴をシェアビジネスは有している。
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さらに， シェアビジネスの場合は， Facebook や Twitter といったソ ーシヤル ・ ネットワ

ー ク・サ ービスにより個人がインターネットを通じて結びつくネットワ ー クインフラ（以下，

ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クとする）が全世界的に普及したことで， これまで物理的に出会う

ことが難しかった遠距離にいる顧客同士の関係構築が容易になったことがサービスの発展に

寄与したことが指摘されている（Batsman et al., 2010）。 つまり， 企業と顧客という関係から

顧客聞の関係（以下， 顧客間ネットワ ー クとする）， そして， さらには企業との関係を直接持

たない消費者間の結びつきも含めた関係性（以下， 消費者間ネットワ ー クとする）がシェア

ビジネスの場合には影響を及ぼすこととなる。

先に示したようにシェアビジネスの顧客同士の関係， さらにソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クで

つながる消費者聞の関係性は， 二者間のダイアドの関係ではなく多対多間の関係となるのが

一般的である。 多対多聞のそれぞれ顧客同士， もしくは企業とは関係性を持たない消費者同

士が反復継続して情報を交換し， 取引が成立するということは， 顧客及び取引に直接関与し

ない消費者をも含めて， それらを取り巻く情報の質や次元もリアルタイムで変化するという

ことを示しており， さらに， それぞれの顧客や消費者自身が有するネットワ ー クの信頼性が

取引の成立要件に影響を与える。 このようなシェアビジネスにおける多対多の関係性では，

二者間のダイアドの関係性だけを検討するだけではなく， 消費者間ネットワ ー クなどのソ ー

シヤノレな関係性が， シェアビジネスにどう影響を与えるのか， そして， どのようにそのよう

な関係性をマネジメントするのかという点に注目する必要がある。

一方で 3 シェアビジネスの代表的なサー ビ
、

スモデノレである場所やスペースをシェアする不

動産シェアモデルの Airbnb や乗り物などの移動手段をシェアするカーシェアモデルの Uber

は， 先行したサ ービスや類似サービス， そして， 追従する模倣サ ー ピスの存在を乗り越えて

成長を続けている。

Airbnb では 2010 年のサービス開始からわずか数年で全世界の国 192 カ国， 35,00 都市27と

爆発的にサービスエリアを拡大し， 現在でもそのサ ービスエリアは拡大し続けている。 Uber

も同様に 2009 年のサ ービス開始から世界 70 カ国， 500 を超える都市28にサ ー ピスエリアを

拡大している。 そこには， 「先発優位29」という要因だけで片付けられるものではない仕組み

や克服してきた課題への対応などの成長要因が存在していると考えられる。 つまり， シェア

ビジネスが成功するために必要なマネジメントがそれらの先端事例には存在していると考え

られるのである。

本研究では， シェアビジネスの成長の鍵の一つは， 従来の企業と顧客という二者間の関係

19 



性を主体としたマネジメントの限界を踏まえたうえで， シェアという個人と個人どが資源を

共有するシェアビジネスとの相違点を正しく理解することが必要であると考える。 さらに，

グロ ーパノレで、普及しているソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークのプラットフォ ームにおいて， 価値観

が異なる見ず知らずの個人同土が繋がるソ ーシヤルな関係、性を確立するには， 従来型ビジネ

ス以上に，お互いを信頼するための情報（以下， 「信頼性情報30J という）が重要となるとい

うこと，そして， 「信頼性情報jを入手し，取引や利用するうえでの参考にしたうえで関係が

構築されているのではないかということである。

つまり， このような 「信頼性情報jを担保する仕組みがプラットフォ ームに備えているか

らこそ， 価値観の異なる見ず知らずのを利用を促進し， 成長に繋がるのではと考えている。

具体的には， タクシーの不正請求が頻繁に発生しているベトナムでは， 外見上は大手タク

シ一事業者に似せて営業している白タク31も多く， 暴行事件に発展するケ ースも報告されて

いる（ベトナム生活 ・ 観光情報ナピ， 2013）。 しかし， Uber の場合は3 事前に運転手， もしく

は配車した当事者も「信頼性情報」を入手し利用するかどうかを判断することができる。Uber

における 「信頼性情報」 の利用では， 評価コメントとともに写真が地図上に表示され， 取引

の当事者のどちらからも拒否することが可能である。 また， 降車時に現金を受け渡しする必

要もなし、（Uber Technologies Inc., 2016）。

Airbnb の場合も「信頼性情報Jを事前に入手し取引を判断する点では同様である。宿泊先

を提供するホストの立場では， 見知らぬ宿泊者を泊める場合には備品の破損や盗難， 無賃宿

泊の不安が存在する。 宿泊するゲストの立場では， 宿泊先が期待通りの部屋の内容であるか

やホストとのトラブノレが発生しないかなどの不安が存在する。しかし，Airbnb の場合は，事

前にゲストからの予約をホストが受け付けた段階で，「信頼性情報」 を判断したうえで拒否す

ることが可能で、ある。 宿泊を希望するゲストは， 宿泊先候補となる物件を検索する際に， 部

屋の宿泊条件ととともに提供するホストの「信頼性情報Jを参照し，予約を決定するための

判断材料とすることが可能である（Airbnb Ireland, 2016）。

しかし，Airbnb や Uber のどちらにしても初めてサ ービスを利用する場合には， 「信頼性

情報jがサ ービスを提供する側， もしくは， 提供される側の双方において， 取引以前に蓄積

された「信頼性情報jとして存在していない場合がほとんどである。 つまり 3 新たな利用者

を獲得し急速に成長するためには， このような一度も利用したことがない， もしくは， 利用

回数が少ないことにより脆弱な 「信頼性情報」 しか持たない相手方を信頼し， 安全に取引を

成立する仕組みをプラットフォ ームが備えている必要性がある。
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つまり，「信頼性情報」を有しない場合， もしくは脆弱な 「信頼性情報Jしかもたない場合

に，「評価（Reputation)32」という 「信頼性情報」に代替して取引の成立に影響を与える「信

頼性情報」とはどのようなものが存在しているかという問題を検討しなければならない。

これまでも参加動機の影響として 「 信頼j の重要性を検討した研究には， 信頼の意味や構

造という信頼概念そのものについて言及し検討（Mayer et al., 1995；山岸et al., 1995） した

ものや B2C のオンライン取引における信頼性の影響（Gefen et al., 2003）について， さらに，

電子コミュニケ ーション環境における「信頼性情報」として3
「評価」が果たす役割を検討し

た研究（向日，2006）など， 相手との顔が見えない取引における 「信頼性情報jの重要性を検討

したものがある。

しかしながら， これまでの先行研究では， 「信頼性情報」に代替して取引の成立や利用動機

に影響を与える「信頼性情報Jの存在として， ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークとの関係性にまで

踏み込んで、十分に検討しているとはいえない。 また， シェアピジネスという相手方と近い距

離で交流する機会が多いという特性を持つビジネスは， 相手と一度も顔を会わせる機会がな

い関係で取引が成立するオンライン取引とも， 通常の所有権移転取引のように一過性の関係

で終結する取引とも異なる 「信頼性情報Jの性質が存在すると考えられるが， これまでの先

行研究では， シェアというコンテキストでの 「 信頼性情報Jの検討が不足している。

そこで本研究では， 次のリサーチクェスチョンを示したうえで， シェアビジネスを急速に

発展し成功させるための条件変数となるシェアビジネスにおける個人間のソ ーシヤノレな関係

性， つまり， 「SNSの信頼性Jのマネジメントとしづ問題とその因果メカニズムに接近する。

そのために， はじめに優れた革新によって急成長し， さまざまなメディアや論文でも取り上

げられ注目されている Airbnb 社のピジネスモデ
、
ノレを先端事例として事例研究や実証研究を

行い， 先行する代表的なシェアピジネスの先端的モデ
、
ルがこれまで成長するために 「SNSの

信頼性」をどのようにマネジメントしているのか， そして， どのようなソ ーシヤル ・ ネット

ワ ークの性質， つまり， 「SNS の信頼性」がシェアビジネスの個人間の関係性に影響を与え

利用するという行動に至るのかということについて明らかにすることが， 本研究の問題意識

である。

1.5本研究の鍵概念とリサーチクェスチョン

本研究の問題意識を踏まえたうえで， 具体的に分析をしていくうえでの鍵概念どリサ ーチ

クェスチョンを設定する。
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まず本研究のリサ ー チクェスチョンは， 「シェアビジネス成長企業のビジネスモデルが

「SNS の信頼性」を効果的にマネジメントするうえでどのようなマネジメントが必要なのか」

という構造決定的な要因についてである。 このリサ ーチクェスチョンは2つの閉し 1から成り

立っている。

1. 「現在，非常に短時間の間に急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデ

ノレが， 「SNS の信頼性」をマネジメントしているのかどうかjという先端企業がビジネスシ

ステムの要素として， それらのマネジメント要素が組み込まれているのかという点

2. 上記の問いにおける 「SNS の信頼性jをビジネスシステムの要素として， 実際にマネ

ジメントしていて，それが要因とな ぞって成長しているとするならば， 「それらのマネジメント

要素がこれまでの成長と発展に本当に寄与しているのか」 ということを明らかにすることが

必要な点。

インタ ーネットビジネスといっても， それが指し示すものもさまざまであり， タ ー ゲット

に対して， 提供する価値もそれぞれ異なるモデ
、
ノレを含み統一的な見解が確立しているわけで

はない。 したがって， シヱアビジネスも同様にすべての環境条件に共通して適用可能なマネ

ジメントモデルが存在するわけではないというコンティンジェンシー ・アプロ ーチ33の考え

に基づいている。 したがって， 本研究では個人間のソ ーシヤルな関係性が重要となるモデル

を中心に検討することが必要となる。

そこで， 以下ではビジネスモデル研究の論点で、もある， ビジネスモデルの構成要素といっ

た単一の企業のみならずビジネスに関わる関係者をも取り込んだ分析単位での視点を踏まえ

たうえで， シェアビジネスを理解しておくこととする。

シェアビジネスのビジネスモデルがどのような要素で構成されているのかという一般的な

定義が現在のところ明確に明らかにされているわけで、 はないものの， Hamari et al.(2013）は

254 事例のコラボ消費型コミュニティのビジネスモデルを分析したうえで， 共通の特徴とし

て， 情報通信技術活用（ICT”Base）， 協働的（Collaborative）， 社会性（Social)， 分かち合うベー

ス（Sharing-based）， 理念的な動機（Ideologically driven）という 5 つの要素が備えているとし 1

うことを示している。 つまり， 情報通信技術が発展しこれまで出会うことができなかった同

じ理念を持つ遠隔地の顧客同士がリアルタイムで出会うことが可能となり， オンライン上で

その顧客同士がコミュニケ ーションすることができるようになったこと， さらに， ソ ーシャ

ノレメディアの普及によって， 顧客が独自に作成したコンテンツを発信し， さらに顧客同士が

それらのコンテンツをシェアし， さらには顧客同士がサ ービスを提供する企業と直接関わら
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ずに関係を構築し協働する基盤があるということがシェアビジネスの特徴であると主張して

いる。

Amit and Zott (2001）は＇ e ビジネス34における価値創造は単一の理論によって説明するこ

とはできず， 価値の創造の源泉は， 効率性， 相補性， ロックイン， 新奇性の4つに整理で、き

ることを示したうえで価値ネットワ ークの重要性を示した。 しかしながら顧客間が創出する

価値ネットワ ークはプラットフォ ー ム提供だけでは結びつきは生まれない。 つまり， どのよ

うにマネジメントすれば自発的に結びつき， ネットワ ークが形成されるのかとしづ顧客の利

用動機という点までは言及されていない。

ク
、、

ルーバノレ経済の急速な発展や情報通信技術の発展， インタ ーネットを基盤としたソ ーシ

ヤノレ・ネットワ ークなどのコミュニケーション関連インフラの普及など製造業も含む産業全

体の経営環境は大きく変化し， 消費者の価値観も多様化した時代となっている。 サ ービス産

業の分野は特に新業態が急激な勢いで生まれており， 格安なモバイノレ通信サービスなどとい

った情報通信サービス産業分野でも数年前には想像もしなかった商品やサービスがわずかな

期間で急速に普及している事例もいくつか挙げることができる。

外部環境の変化が激しいサービス産業を対象とした研究アプロー チも外部環境の変化に併

せて発展してきた。 しかしながら， 企業を取り巻く内部環境や外部環境を分析するポジショ

ニング派的戦略論や企業がもっ経営資源に着目したRBV理論， ケイパピリティ論など競合

間の関係性を検討するポジショニング的なアフ
。

ロー チや経営資源に着目することは， 企業側

から直接的に消費者間や顧客聞の関係性に働きかけることができないシェアビジネスの特徴

を踏まえるとあまり重要とはいえない。

また， サ ービス産業における顧客間の関係性のマネジメントを重視するアプロー チは

Gronroos ら北欧学派を中心にリレ ーションシップ・マーケティングの分野で多く議論がされ

てきた（G凶nroos, 2007）。 しかし， シェアビジネスにおける複数の顧客間の関係性， さらに

はソ ーシヤノレな消費者間ネットワ ークを含めて， し、かにマネジメントするのかというコンテ

キストで検討した場合に十分とはいえない。 なぜなら， リレ ーションシップ ・ マー ケティン

グでは， 顧客との関係と同等に利害関係者間集団との関係、を重要なものと位置づけてはいる

が， そこで捉える関係性は焦点となる企業と顧客という二者間の関係を当初は分析単位とし

てきたからである（陶山 et al., 2002）。 また， ステ ークホノレダー集団全体どの関係性も重要で

あるという点から， 複数の当事者聞との関係性を検討したスポーク型の枠組みなど三者間以

上の相互作用を分析するネッワ ークアプロー チも検討されているが， 顧客間の自発性やネッ
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トワ ー クへの参加動機をどのようにマネジメントするのか， 顧客間の合意形成がどのような

ものであるか， さらに消費者間ネットワ ー クを含むソ ーシヤルな関係性をどのようにマネジ

メントするのかまでは明らかにされていなし、（陶山 et al., 2002）。

他方， Hamari et al., (2013）はシェアビジネスの利用ユ ー ザーの コ ラボ消費に対する動機

を実証研究した分析結果から， シェアビジネスの利用による経済的便益が直接的に消費行動

にはあまり影響を与えず， コ ラボすること自体を楽しむことといった顧客間の関係性に関連

するものがより消費行動に影響を与えていることを示しているものの， ソ ーシヤノレな関係性

を検討する上での具体的なインセンティブ， つまり， ソ ーシヤルな関係性を築くまでのプロ

セスにおける信頼関係の影響， さらに， 計画的行動論で指摘されている主観的規範や行動統

制における行動意図への影響や共有する場合のインタ ーネット時代における拡張自己の概念

など， 現在， 消費者行動研究で注目されているような検討が十分とはいえない（Belk, 2010;

Hamari et al., 2013） 。

以上の議論から「シェアビジネスJを展開する企業がシェアビジネス事業を持続的かっ短

期間に発展させるために必要なマネジメントとは何かを考察したときに踏まえておかなけれ

ばならない本研究全体としてのキ ーとなる上位概念は， 次の2点にあると考える。

ひとつは消費者の役割が情報を受けるのみの受け身の立場で、あったものが能動的に情報を

発信することが可能となったことにより Prahalad (2004）が指摘するように「企業が中心と

なって価値を創造するという体系は，過去 100 年以上にわたって優れた成果を上げてきたが，

最近の現実は， この伝統的体系に見亘しを迫っているようだ。 価値創造のための新たな枠組

みが求められているJという点である（Prahalad and Ramaswamy, 2004，邦訳 p36）。

つまり， 競争戦略論のフロンティアが， 個別企業開の競争から価値を供給するシステム間

の競争へと移行しているという点が指摘（井上，2010,p193）されているように， 構造決定的な

枠組みで， 消費者聞のネットワ ー クを含めた戦略要素をプラットフォ ームとして埋め込み，

そして， 持続的に発展させることができるよう機能させるためには， どのようにプラットフ

ォ ームを設計することが必要で、あるのかという点である。

二つめとしては， そのプラットフォ ームを機能させるために必要な戦略要素として， どの

ようなソ ーシヤノレ・ネットワ ー クの性質がシェアビジネスの個人間の取引の信頼性に影響を

与え， シェアビジネスの利用の動機へと結びついているのかという行為決定的な点について

である。

要約すると本研究では 企業と消費者間ネットワ ー クの関係 さらには企業が直接取引の
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場に関与しない個人間ネットワ ー クというソ ーシヤノレな関係性， つまり個人間（P2P）の関

係性を構築することがシェアビジネスの成立要件となるシェアビジネスのモデ
、

ルに特に着目

し， これまでに一度も交流したこのない物理的に離れた場所にいる一個人がオンライン上で

構築されたプラットフォ ー ムの上で， どのような情報を参考にして友好的な関係を構築し，

シェアビジネスを利用するのか， つまり， 事前にどのような情報や知識を収集したうえで信

頼関係をもち， 繋がることできるのかというソ ーシャルな関係性が機能する条件について検

討を行う。

さらに， 同じ価値観や理念を持つ個人同士がネットワ ー クを介して自発的に結びつき「価

値ネットワ ー クjを構築することができるのかといったプラットフォ ー ムの利用動機の検討

を行う。
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2. 本稿の構成

本論文では， 大きく3部により構成する。 序章では本研究の問題提起と研究スタンスの明

確化を行う。 第I部は先行研究の文献レピ
、

ュ ーである。 第E部では， 実際のシェアビジネス

を展開する企業の事例研究と概念モデルの検討で、ある。 第皿部では， 第E部で分析した事例

研究結果を基に導出した概念モデルに対して， アンケ ート調査を実施・分析し， シェアビジ

ネスのマネジメントにおける戦略要素について明らかにする。 終章では「まどめ」として本

研究の課題と今後の展望について言及する。
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図6 本論文の構成
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序章では， 問題意識を明らかにするうえで、シェアリング ・ エ コ ノミ ーという経済活動を消

費者側の視点で明らかにした現状や市場設計論， プラットフォ ーム論を概観したうえで， シ

ェアという概念について， さらにシェアという概念を伴う場合の取引を行うための制度論も

しくは組織的なガパナンスのあり方について， 研究の背景として明らかにしたうえで， 問題

提起と研究目的， そして研究スタンスの明確化を行う。

第I部では， 先行研究に関する文献レビュ ーを行う。 シェアビジネスが注目され， 経営学

分野で研究が始められたのはほんの数年前であり， 先行研究として直接的にアプロ ーチして

いるものはほとんど存在していないのが現状である。 したがって本研究で、はシェアビジネス

そのものの経営学分野の先行研究だけをレビュ ーするのではなく， 広く社会科学において，

以前から取り上げられてきた理論や研究をシェアという概念と特徴を関連付け概観する。

第1章では， 本研究の主要なテーマで、あるシェアという概念について考察する。 シェアと

いう点では， 共有資源をどのように管理するのかといった社会学の領域でも引用されるハー

ディンの「 コ モンズの悲劇（The Tragedy of the Commons) J (Hardin, 1968）など社会学領域

による研究について考察を進める。

また， 第1章では「私有」と「公有」そして「共有」という従来の私有を前提とする資本

概念どは異なる「 コ モンズ資本」どもいうべき概念について， コ モンズ理論からコモンズ ・

ガパナンス論について整理する。 そして， シェアビジネスがさまざまなシェア型の取引をす

るうえでの市場プラットフォ ームとしての側面があるというアプロ ー チからは， 経済学領域

における研究で特にインターネットプラットフォ ームの議論で引用されるMcMillan, (2002) 

が示したプラットフォ ームをうまく機能させるために必要な要件について考察する。そして，

取引コストやソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー ク ・ アプロ ー チ 3 埋め込みアプロ ー チといった理論か

らガパナンス ・ システムのあり方について概観する。

第 2 章では，『シェアビジネスにおける消費行動研究の展開』として， 主に古典的な消費

行動論研究領域の先行研究から コ ラボ消費という消費行動の変化とその対応といった側面ま

でのアプロ ー チを検討する。 そして，認知心理学分野による Bettman モデノレ（Peterson et al., 

1979）などの情報処理論的なアプロ ー チから， 社会学アプロ ー チなどに依拠しながら消費者

の主観に焦点を当てたポストモダン消費者行動のアプロ ー チについて考察を進める。そして，

最後に， 本研究の中心的な研究領域であるシェアすることのインセンティプ， つまり， 何が

シェアへと突き動かす要因となるのかという動機について， 特にソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー キ

ング ・ サービスのシェアビジネス利用動機への影響について確認を行う。
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つまり， これまでの「大量消費Jから「コラボ消費」という特にインターネットやソ ーシ

ヤル ・ ネットワ ー クといったインフラが普及したことによる消費行動の変化による所有と共

有の違いやそのことによるモチベーション研究の行動モデ
、

ノレについて考察する。

第 3 章では，『シェアビジネスにおけるサービス ・ マネジメント研究の展開』として， サ

ービス産業を中心として研究が行われているマネジメントの研究アプローチの潮流を検討し

ていく。 そのなかで， 先行研究レビューの結果を踏まえたうえ， マーケティング ・ ネットワ

ー クやプランドネットー クにおける顧客関係性のインセンティブ及びユー ザーイノベーショ

ンによる価値創造システム35の先行研究に着目し検討する。 第3章では， 特にe-businessに

ついての価値創造システムとして取り上げた Amit and Zott, (2001）のビジネスモデル論や

価値創造の理論を中心に検討する。 主に戦略研究分野の先行研究から本研究の中心的な研究

領域である価値ネットワ ークについて戦略資源としての関連性についての確認を行う。 本章

では「価値創造プロセスjに関する先行研究を概観したうえで，e-businessの4つの価値創

造概念（効率性， 相補性， ロックイン， 新奇性）モデノレ（Amitet al., 2001）では， シェアビジ

ネスにおける価値創造概念をうまく説明できないという課題を明らかにしたうえで， 顧客関

係を構築する上で必要な「価値共創J概念が重要な要素となっていることを指摘するもので

ある。

第H部の第4章では， ケーススタディの方法論について触れたうえで， 第5章では， 先端

企業を対象としたケーススタディでの事例分析である。 急速に発展し成長を遂げた代表的な

不動産シェアビジネスモデノレの先端企業であるAirbnbのP2P型の個人間シェアのピジネス

モデルをとりあげケーススタディを行う。

第5章の不動産シェアサ ービスモデルとは， シェアコミュニティプラットフォ ームを介し

て他人の不動産を一棟ごと， もしくは一部を一 時的にレンタノレするもので現在のシェアビジ

ネスの代表的なモデ
、

ルである。 そして， 第6章としてケーススタディを踏まえた構造決定的

な要素の共通項を抽出し， 本研究における概念モデノレとなる理論仮説を導く。

ここでは， ソ ーシャル ・ ネットワ ークの関係性のマネジメントのなかで， 顧客同士がどの

ように情報交換を行い， どのようにして新たな関係を構築しているのか， その際にどのよう

なマネジメントを誰によって行われているのかという点をケーススタディによって考察を進

めてし、く。 その上で各ケースの内部の活動連鎖を理解するとともに， それぞれのケースに共

通する要因を理論的な仮説として抽出を行う。

以上の文献レビューとケーススタディに基づき， 第6章では本研究全体に関わる仮説とし
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ての概念モデルを提示する。 なお， 本研究における概念モデルでキ ーとなる概念は次の3つ

である。

第一の概念は， 顧客間の「ソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー クの信頼情報Jの利用である。 第二は

「ソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー クの外部性」， つまりSNSを有効活用するプラットフォ ー ム設計

ついてである。 そして， 第三はソ ー シヤノレ ・ コミュニティに対する「規範意識Jの醸成とそ

れを実現するガパナンスのあり方についてである。

最後の第E部は実証分析である。 第7章では， シェアビジネスのビジネスモデルにおける

「ソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー クの信頼情報」 の利用と「ソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー クの外部性J

つまり「SNSを活用したプラットフォ ー ムjが利用に対して与える影響について検討し， そ

の上で， シェアビジネスの内部の活動連鎖を理解するとともに， それぞれのケ ースに共通す

る要因を理論的な仮説として抽出を行い， Hamari et al., (2013）の 、ンェアビジネスのコンセ

プトモデル及び Teubner et al., (2016）の利用動機モデノレの適合性と課題を明らかにする。

最後の終章では本研究の発見事項をまとめ理論的・実践的インプリケ ー ションを示す。
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注

1近年の文献では， 「シェアリングビジネスj「シェアリング ・ エコノミーjど定義するものも
あるが， 特に定まった定義はなくその使い分けもさまざまである。 従来のレンタノレビジネス
も含む B2C や C2C 型の広義のシェア概念の場合に「シェアビジネスJ <1:'. し， 個人間の P2P 型
のもののみをと指す場合には「シェアリングピ

、

ジネス」や「シェアリング・エコノミーjと定義
するほうが望ましいとも考えてはいるが， 本研究では「シェア（共有）を伴うビジネス」全般
も含まれた議論もあるため， あえて特に区別せずに本研究では「シェアビジネス」の用語で統
一し表現する。

2 本研究ではソーシャル ・ ネットワ ーク・サービス（SNS）を個人間のコミュニケーションを促
進し， 社会的なネットワ ークの構築を支援するインターネットを利用したサービスとして定義
し， 代表的なものに Facebook や Twitter などがある。

8 本研究では消費者について， シェアビジネスを提供する事業者のサービスを利用する可能性が
ある場合も包含して消費者と定義する。 また， 関係性を示す場合にサービスの利用前を含む関
係性の場合には消費者聞の関係、性とし， サービスを利用した者同士のみで事業者が何らかの形
でその関係に関与している， もしくは関与する可能性がある場合の関係性については顧客間の
関係性とし， それらを区別して検討する。

4 「シェアリング ・ エコノミー」の経済的かっ社会的なインパクトについては， pwc （プライス
ウォ ーターハウスクーパー ス）がまとめたレポートに詳しくまとめられている（Lieberman,
2015）。

5 訪日外国人が主に利用する宿泊予約サイトには，Expedia, Hotels.com, Booking.com, Agoda, 
Trivago などがある。

6 「プラットフォ ームJについて， 本来の意味は「土台j 「基盤」といった意味をなすものであ
るが， 各分野においてさまざまな文脈で使われており， 経営学の用語としては製品構造を階
層的に捉えて表現する場合の基盤部分としている場合もある。 本研究ではeビジネスなどイン
ターネットを介して個人や企業が複数参加し利用する特にインターネット上のサービスを「イ
ンターネットプラットフォ ームjと定義し， インターネットに限定しないサービスを含む場を
利用者に提供する概念の場合には単純に「プラットフォ ーム」としている。

7 トンェアリング・エコノミーjの定義については， Hamari and Ukkonen (2013）を援用する。
s Zipcar は， 2000 年にアメリカのマサチュー セッツチ｜｛ケンブリッジで設立された世界的に有名

なカーシェアリングサービスであり，現在はアメリカをはじめ，カナダ，イギリス，フランス，
スペイン， オーストリア， トルコといった国々の世界 250 都市以上でサービスを展開している
(Zipcar Inc., 2016）。

9 タイムズカープラスは， エコカーや輸入車など多彩な車種を全国のタイムズ駐車場に配備し，
その車両を一 時的に利用できるサー ピスである（Times24 Co Ltd, 2016）。

10 カウチサーフィン （The CouchSurfing Project）は， インターネット上の無料国際ホスピタリ
ティー・コミュニティーであり， 現在世界で最も大きなホスピタリティー・エクスチェンジ・
ネットワ ークである。 英語の「カウチJ (couch， 日本語で言うソファ ー）とサーフィンを併せ
た名称である。 cs <1:'. もいう（Couchsurfing International, 2009）。

11 Amazon Mechanical Turk は， Amazon が運営するクラウドソ ーシングで， グロ ーパルな労働力を通

じて， お客様と様々なスキノレセットおよび能力をつなぎ， お客様が必要な時にいつでもどこでも，

作業を完了するというサービスを提供している（Amazon Web Services, 2017）。
12 TaskRabbit は， 家具を組み立てるのを手伝ったり， 買い物を手伝ったりという， ちょっとし

た仕事を依頼できるいわゆるヘノレパーサービスである（TaskRabbit, 2016）。
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13 Zimride は， Facebook Platform 上でアプリケーションを提供し， Facebook 上のユ ー ザーを
集めて車の相乗りグソレーフ

。

を作る か， Zimride.com の Web サイトから Facebook 接続により
信頼できるユー ザーを見つける。 そして， 現在地と目的地を入力する ことで， Zimride が相乗
りの候補を探すサービスである（Zimride c/o Enterprise Holdings Inc., 2006）。 また， ユーザー

がどこまで行きたいのかを投稿し， 相手が見つかったらメ ールで知らせてもらうことも可能で
ある。 園内でも「NottecoJ https://notteco.jp「Hitch meJ http://hitchme.jp, 「nori司na」
http://www.norina.jp など多くの事業者がサービスを展開し始めている。

14 BlaBlaCar はヨーロッパを中心にサービスを提供しているヒッチハイクサービスである。
15 Turo は， クノレマのオーナーが旅行者に自動車を貸し出す， 旅行者向けのカ ーシェアリングサ

ービスであり， Airbnb の車版のような形態のものである（https://tur・o.com, 2016）。
16 Getaround もサービス内容は， Turo と同じものであり， 近くにある 貸出可能な個人所有の車

を貸し出すサービスである。最近では， トヨタが出資とともに Lexus などの車両を提供する と
いう。 トヨタは， 車の支払を Getaround で得た収益から引き落とすことができる ようにする
としている（www.getaround.com, 2017)(Etherington, 2016）。

17 drivy のサービス内容は， Turo, Getoround のヨーロッパ版で、ある。（www.drivy.com, 2016) 
1s us.zilok.com は， 車のほかにも利用頻度の低い個人所有の製品を中心に 、ンェアする サービス

を提供する P2P 、ンェアのプラットフォ ー ムを提供している（us.zilok.com, 2016）。
19 Zimride などは， このような出会いを前面に出し魅力を伝えている（Zimride c/o Enterprise 

Holdings Inc., 2006）。
20 Stabell and Fjeldstad(1998）の3類型は， Thompson(1967）が提示した集中型テクノロジー

(intensive technology）， 仲介型テクノロ＂／一（mediating technology）， 長連結型テクノロジー

(long-linked technology）とし、う類型を踏まえ拡張した概念である ため表を翻訳する にあたり，
『行為する組織組織と管理の理論についての社会科学的基盤一』（Thompson 1967，大月博司，

広田俊郎訳（2012) 『行為する組織』 同文館出版．）の訳語を参考に作表した。
21 Stabell and Fjelstad(1998）の3類型についての見解は慶田（2014）の解釈を参考に分類してい

る（贋田，2014）。
22 本研究では， ビジネスモデノレの定義について， ビジネスモデ〉レ研究を包括的かっ体系的な整

理を行ったおこなった Amit and Zott (2001） が提案した「ヒ
、、

ジネスモデ
、

ノレとは， 事業機会を活
かすことを通じて， 新たな価値を創造する ための取引内容， ビジネス構造およびガパナンス
を設計する ことjと捉え検討を行った。

23 たとえば， 伊藤（2015）は， シェアリング・エコノミ ーの共有とし、う概念について， 模合を引き
合いに出したうえで， P2P の信頼の重要性を考察している。 また， 模合に似た相互扶助制度で
頼母子講， 無尽講などがある。

24 脚注3と同様に， ここでの消費者とはシェアビジネスを提供する 事業者のサービスを利用する
可能性がある 場合も包含して消費者と定義する。 また， 消費者同士の関係、性を示す場合にサー

ビスの利用前を含む関係性の場合には「消費者間の関係性」とし， サービスを利用した者同士
のみで事業者が何らかの形でその関係に関与している ， もしくは関与する 可能性がある 場合の
関係性については「顧客聞の関係性jとし， それらを区別して検討する。

25 同上。
26 本研究では顧客との相互作用のプロセスと定義する （G凶nroos,2000）。
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21 Airbnb の普及状況は 2016 年 9 月 1 日現在で記載した。
https://www.airbnb.jp/about/about-us(Airb出Ireland, 2016) 

2s Uber の普及状況は 2016 年 9 月 1 日現在で記載した。 https://www.uber.com/(Uber 
Technologies Inc., 2016) 

29 先発優位についての議論では， Urban et al. (1986）らが実証研究したうえでマ ー ケティングに
おける一般的に適用できる数少ない主張の一つで、あることを示しているが，一方で、 Golder and 
Tellis (1993）らは新規市場に参入した企業のほぼ半分は先発優位を発揮できずに失敗している
と分析している。 したがって， 先発優位については， 消費者行動的な側面では先発した企業の
ブランド商品を選択する傾向はあるものの， 先発したブランドを提供した企業が必ずしも継続
的に消費者の支持を受けて成功するわけで、はないこと， つまり， 実際のすべてのビジネスモデ
ノレに先発優位があてはまるわけではないという Golder and Tellis (1993）の主張を本論でも支
持することとする。

30 「信頼」の概念については， さまざまな文脈において検討され， その定義もさまざまである。
本研究では， 相手の顔が見えないような環境下で取引されるプラットフォ ームというシェアピ
ジネスの特性を踏まえたうえで，経営情報分野でも数多く引用される Mayer et al., (1995）が定
義した川The willingness of a party to be vulnerable to the actions of another party based on 
the expectation that the other will perform a particular action important to the trustor, 
irrespective of the ability to monitor or control that other party.(Mayer et al., 1995,p712）” 

「当事者の取引の相手方を監視または制御する能力に影響されず， 信頼する当事者本人が， そ
の相手方が重要な行動を実行するという期待に基づいて， 相手の行動に委ねて弱みを見せるこ
と」と定義する。 また， 本研究では「信頼性」とは， 「信頼」する取引の相手方の特性を示し，
「信頼性情報」とは， 「信頼性jを認識し判断基準とするために必要な「情報」 と定義する。

31 白タクとは営業許可を受けず、 自家用車を使ってタクシー営業している車のことである。
32 「評判（Reputation）」の概念については， マ ー ケティング研究やブランド研究， 管理会計分野

の研究などで， さまざまな文脈で検討が行われているが 3 本研究では， 「サ ービスの利用者が
相互に批評もしくは評価した情報jと定義し， いわゆる， クチコミやeクチコミなどのインタ
ーネットにおける消費者間の評価も含めた概念とする

。
33 コンティンジェンシー理論については代表的なトンプソン Thompson (1967）による組織の

オープン ・ システム観を参考にしている。
34 本研究では， e－ビジネスを「インタ ーネット上でのビジネスを行うことJと定義し， 電子商取

引， 電子市場， インタ ーネット上で行われるビジネスのすべてを包含し， インタ ーネット上で
企業自らがビ

、

ジネスパートナーやバイヤ ーと商業取引を行うことを指す。
35 価値創造システムの定義などの論点については， 井上（2010）を参照されたい。
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第I部 文献レビュ ー
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第1章 シェアリング＠エコノミ ーの発展とシェア

ピジネス研究の展開

1岡 シェアビジネスのマネジメントに関連する研究領域

本研究で対象とする「シェアビジネス」が注目されはじめたのは， 2000 年頃から欧米を中

心にさまざまなサ ー ビスを提供する ビジネスがサ ー ビスを開始し， 2008 年前後からは

Airbnb や Uber が世界的にサービスを展開，爆発的に利用ユ ーザー数を獲得し普及してきた

ことにある。 一方で、， これらのサ ービスが最も注目される 一つのきっかけとなったのには「コ

ラボ消費jという価値観の変化に注目し， 新たなビジネスの潮流として取り上げ， Ted カン

ファレンスなどで「シェアリング・エコノミ ーJにおける 「コラボ消費の登場について」

(Batsman, 2010）をテ ー マに発表したことも， この「シェアリング ・ エコノミ ー」が世界的

にも知られるきっかけとなった。

「シェアリング・エコノミ ーjという言葉が登場したのは 2004 年にまでさかのぼる。 文

献データベースや Google などの検索エンジンを用いて調査した結果から， 最初に登場した

のは， アメリカの環境地理学者である Lorna Gold が発表した『The Sharing Economy: 

Solidarity Networks Transforming GlobalizationJI (Gold, 2004）が最初と考えられる。

Gold(2004）は， 人・モノ ・ カネ ・ 情報が国境を越えて行き交うグロ ーパノレ化の時代におい

て， 一国の統治だけでは解決できないような環境問題や貧困問題などの多くの重要な問題を

どのようにして対処していくのか， としづ問題意識を提示した。 そのうえで， これまでの自

己利益の追求といったグロ ーパル経済の不公平さや問題点を指摘したうえで， イタリアで発

祥したフォコラーレ運動の提唱者であるキアラ・ルー ピックがブラジノレ訪問中に悲劇的な貧
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困を目にしたことがきっかけとして立ち上げた 1Economy of Sharing(EoS）フ。ロジェクトJ

を取り上げ， 世界各地で参加した 1 0 0 を超える企業や起業家による経済行為と富の共有と

いう概念を分析し， その影響についてを検討した。 そして， 思いやりと正義の繁栄の中での

活気のあるグロ ーパルなコミュニティを構築することによる持続可能な経済のあり方を示し

ている（Gold, 2004） 。

「シェアリング・エコノミー」の語源がこの著作によるものなのかは明らかではないが，

一般的にビジネスの場でも使われている 「シェアリング ・ エ コ ノミ ーJという意味と同様に，

ハイパー消費型経済に対して， 富の再配分をコミュニティ内で、シェアするという持続可能な

オルタナティブな経済のあり方を示した内容となっている。

その後， 「シェアリング ・ エコノミーJについてはさまざまな文脈で研究されてきた。 現在

では， 大きく分けると次の3つの文脈により議論が行われている。 一つは， 消費者側の価値

観の変化による「コラボ消費Jについての研究領域であり， これまでの 「ハイパー消費Jか

ら「コラボ消費jへといった消費者の価値観や消費者行動の特に外的要因の変化など社会学

的な面に着目したものである。 2つめに， 「社会経済的なインパクト」に関するものである。

これまでの 「シェアリング・エコノミ ーjの普及による既存ビジネスへの影響や今後の市場

規模， さらなる成長の可能性といった点を考察した経済学的な側面によるものである。 そし

て， 3つめには， 既存のビジネス，特に従来のプラットフォ ーム型のネットビジネスとの相違

点やシェアビジネスの成功モデルの特徴やシェアビジネスの利用動機分析などの消費行動に

関して，主に内的な要因に関する選択行動への影響などマネジメント面での研究領域である。

本章では， 3つめのシェアビジネスのマネジメントの研究領域にフォ ー カスしており， そ

の主な研究目的は3 シェアビジネスの従来のビジネスとの相違点を明確にしたうえで， 必要

となるビジネスモデルの構成要素やマネジメントについて明らかにすることにある。

また， 本章では， 私有と公有， そして共有（総有）の概念について， そして， 現在のよう

にシェアリシグ・エ コ ノミ ーが登場する以前から議論されてきた コ モンズ（共有資源）とい

う概念について考察する。 その上で， コ モンズのガパナンスについて， オストロムの研究

(Ostrom, 1990）を踏まえたうえで， シェアビジネスのマネジメント領域に関連した「コラボ

消費jなど消費者行動に関する研究と市場プラットフォ ームのガパナンスに関する研究の2

つの流れを整理し， それぞれレビューを行う。

2節では コ モンズ研究についてのレビューを行う。 そこでは， コ モンズの悲劇やその後の

批判的研究を踏まえた伝統的コモンズの特徴， そして， コ モンズのガパナンスについての論
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文を簡単に紹介し， さらに， シェアリング ・ エコノミーの萌芽的な研究を取り上げる。

次の3節では， ハイエクが「すべての人々が必要とする要求にできるかぎり貢献するよう

導くことが可能な一連の制度J (F.A.Hayek, 1948）として提示した「巧みに構築された制度j

(F.A.Hayek, 1948）について，具体的に事例研究し考察したマクミランの市場設計の考え方に

ついて参照したうえで， シェアビジネスの信頼関係， 財産権の保護， 第三者への副作用の抑

制， 情報交換の円滑化， 競争原理， そして特に取引を円滑に行うためのガパナンス構造につ

いての考察を行う（McMillan, 2002） 。 なお， シェアビジネスを利用する側の消費行動の研究

については， 第2章で『シェアビジネスにおける消費行動研究の展開』としてレビューを行

フ。

続く4節では， ソ ーシヤル ・ ネットワ ークに注目しシェアビジネスに対して， メッシュと

いう概念を提唱した Gansky(2011）の一般書を紹介しつつ 3 シェアビジネスにおけるガパナ

ンスを考察するうえでの Granovetter(1985）が示した「ソ ーシャル ・ ネットワ ーク」におけ

るガパナンス ・ メカニズムの側面について明らかにしたうえで， 本研究に依拠する構造決定

的な先行研究のモデ
、

ノレを紹介する。 最後に， 第5節では本章でのレビューによる発見事項を

要約する。

次の図2に， 以上の先行研究を検討した流れについて， 研究された年代とともに主要な文

献をフロ ー 図として整理を行った。 なお， この図2における矢印の意味については， 下位に

位置する文献側からみて上位の文献等を引用しているということを示してはいるが， それぞ

れの下位の文献がその図のフロ ーで示す系譜により継承的に研究及び検討が行われてきたと

いうことを厳密に明らかにしたものではない。

また， 線の途中で波線により示しているものは， 議論の内容としては関連していると筆者

自身が判断しているものではあるが， 直接的に文献引用されていないなど， その関連が明確

ではないという意味を示している。 つまり， この図では本研究における文献レピューとして

の検討経緯とシェアビジネスのマネジメントを研究する上で関連する諸研究との関連性を理

解するために筆者自身が整理したものであり， すべての引用文献を図に示すと可読性が悪く

なることから主要な文献のみを配置している。

以降， 文献レビューによりシェアビジネスの先行事例研究に向けた整理を行うため， シェ

アビジネスのサ ー ビスプラットフォ ームの利用者に支持される構造的な要素， つまりどのよ

うに設計されることが必要となるのかという点を先行研究の理論から， まずは明らかにする

こ左で文献レビューを始めることとする。
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2. コ モンズ論研究からみた共有資源のマネジメント

2.1コモンズ論研究の展開

シェアビジネスが従来のビジネスとどのよう な点で異なるのかを明らかにするうえで， ま

ず本節では，「シェアjとし、う概念， つまり， 何らかの資源を共有するという 「共有jの概念

について， コ モンズ論研究の視点から整理する。

そもそも私有（私的所有）という概念は， 近代以降になってから登場したものであり， そ

れ以前では， 農地などの土地は慣習的な土地所有形態の1っとして， 伝統に従って土地を共

有して生活していた。 この所有としづ概念の変化は， 日本だけに限らず世界的にみても同様

であり，資本主義経済が発展する段階で制度として取り入れられたものの一つで、もある（青木，

2012）。 つまり， 「共有」 という概念は， 現代の資本主義もしくは個人主義という 政治的な思

想の最も基本的な概念の一つで、もある「所有jという概念よりも根源的なものであるといえ

るのである。

「共有Jについての議論で、最も頻繁に引用されているのが， ハーデ
、
イン（1968）の「 コ モン

ズの悲劇（TheTragedy of the Commons) J (Hardin, 1968）である。 ハーデ
、
インの コ モンズ論

における コ モンズ概念は， 誰もが侵入できる牧草地があり， それぞ
、
れの農民が飼っている牛

がその牧草地に自由にいつでも入れるならば， 生えている草がいつかは枯渇し， 資源、として

は持続可能な状態とはならない。一方で，それぞれの農民が自制するならば逆の結果となる。

しかし，ここでジレンマという「悲劇」が生じるということになるという のである。 つまり，

自分自身ひとりが自制したとしても， 他の農民が自制しなければ牧草地は自らが自制したに

もかかわらずやはり枯渇してしまい， 結果として自分自身の牛の分すら確保できなくなって

しまうことになるからである。 これが「 コ モンズの悲劇jである。

「 コ モンズの悲劇jは， 人口問題や自然環境， 資源， そして政治学へと議論は広がり， イ

ンタ ーネット上で開発が進められるフリ ー ソフトなどの知的財産のあり方36といった幅広い，

さまざまな事例に適用されてきた。 シェアという概念を改めて考えるうえで、シェアビジネス

にも同様の問題が発生することが想定される。 例えば， 家族関係ではない他人同士が同じ住

居に居住するシェアハウスの場合の共有資源の取扱いについても発生する問題ではある。 つ

まり， 簡単な事例に置き換えるならば， 一定の入会金を払えば自由にいつでも追加料金なし

で無期限に製品をレンタルできるサ ービスがあったと仮定したときに， 独占的に誰かが継続

的にレンタノレされてしまい， いつまで、待っても次に借りたい人は借りられないという 状況が
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発生してしまう。 この場合に一度借りた人は， 次に借りたいときに借りられないことが確実

に予想されるならば，返却せずにレンタノレを継続的に延期してしまうという行動を選択する。

つまり， f共有」する場合における一定の社会的ルールや制度が存在しない場合や存在した

としても， それが不完全で機能しない場合には， 個々人は短期的な私利私欲によって行動し

フリーライダーやモラノレハザー ドという問題を招いてしまうということである。

一方で、， 地域社会において伝統的・歴史的に形成されてきた共有地や入会地といった「伝

統的 コ モンズjといえるものがこれまでに説明したようなフリーライダーやモラルハザー ド

といった問題を発生させずに現代でも引き続き存在し良好に運営がなされている。 コ モンズ

という概念もこのような伝統的なイギリスの共有地（commons）に由来する概念であるが，

近年までの コ モンズ論の成果を整理した結果としては伝統的なコモンズとは表4のような特

徴を持つものであるとしている（上柿，2006） 。

表4 伝統的コモンズの特徴

(1）ある種の地域資源に対して特定の集団による排他的な占有が行われている

(2）地域資源に対する地域住民の日常的な利用が存在する

(3）利用や管理に対して慣習的なノレーノレ、 あるいは厳格なノレーノレが存在する

(4）非貨幣的な相互扶助による社会的なサービスが存在する

(5）持続的な地域資源の利用による、 完全に市場化されていない物質循環が存在する

(6）持続的な人々の働きかけによる、 独自の豊かな生態系が存在する

(7）ある種の地域資源に対して特定の集団による排他的な占有が行われている

(8）地域資源に対する地域住民の日常的な利用が存在する

出所：上柿包006).

これらの特徴をみたときに， シェアビジネスの特徴を考える上での重要な示唆が含まれて

いる。（1）の特定の集団による排他的な占有については， 所有と狭義の意味での共有地を含む

「我々の土地」とし 1う， より包括的な「総有」とし寸概念が示されている。 これは， 「公有J

しか認められなかったものが「私有jという概念が成立し， 財産権が守られることで自由と

自律という概念が醸成され自己実現の手段や富の蓄積を目的として発展してきた側面があり，

一方で， 古代から存在する伝統的な「共有（総有）」という概念が存在し， 地域資源の利用に
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有効に機能してきたという点である。

シェアビジネスが注目される一つの理由に， 世界的にもハイパー消費型の個人主義的な経

済発展が， 地域コミュニティの崩壊や地方経済の衰退を招いているとしづ議論が多くなされ

ている。 このようなマイナスの側面もあるなかで，「共有jという概念により， （4）非貨幣的

な相互扶助による社会的サ ービスや（5）持続的な地域資源の活用といった現代が抱えるさま

ざまな社会問題が存在する現状を解決するひとつのあり方を示しているといえる。

ビジネスで必要なヒト， モノ， カネという資源をバリューチェ ーン活動のいずれかの場面

で 「共有」するという点がシェアビジネスにおける最も基本的な特徴であり必要条件で、ある

とするならば， ただ 「共有Jすることだけでシェアビジネスのマネジメントが機能するわけ

ではない。 また，伝統的なコモンズの特徴でもある， 「一定規模の特定の目的意識を 持つ入会

者が参加し日常的に利用することで一利用者の便益が増加するJというネットワ ー ク外部性

での視点， そして利用や管理に対して 「慣習的なルールや厳格なルールが重要で、あるj規範

や規約の必要性という点では本研究の問題意識に通じる。

次に 「共有Jという概念が伴う運用が行われてきたコミュニティのなかで， どのように管

理が行われてきたのかを次の共有資源のガパナンスの視点でレビューを行う。

2.2 共有資源のガパナンス論研究

共有資源をどのように仕組みで管理すればよいのかとし、う研究の一つに，2009 年に女性で

初めてノーベル経済学賞を受賞したオストロムの研究がある（Ostrom, 1990）。オストロムは，

コモンズを利用する個人が直面する集合行為（collective action） の問題を現実の共有資源を

管理するコミュニティの事例デー タから実証的に議論を展開した。

、オストロムは，コモンズ
、
の既成概念を表すモデ

、
ノレとして「コモンズの悲劇jf囚人のジレン

マj「集合行為の論理」の3つを挙げ， 「コモンズの悲劇Jと 「囚人のジレンマ」についてゲ

ーム理論を用いて説明した（Ostrom, 1990）。

オストロムは， フリー ライドの問題によって破綻する運命にあるとしたハーディンの主張

を否定するとともに， これら 3 つのモデルの根幹にあるのは， 「ただ乗り問題J (free-rider 

problem）であると主張した（Ostrom, 1990）。これまでのコモンズの悲劇をめぐる議論では，

自分以外の誰かが提供した便益を享受することから排除されないというのが明らかな場合3

人は共同でその便益を創出する努力をすることはせずに他人の努力にただ乗りするという主

張するものであり， このような個人のただ乗りの行動の結果， 共有資源を人々の自主性に委
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ねることは不可能で、あるとし， 「 国家による解決」か 「市場による解決jかの2つしかないと

いう二者択一の議論が主流であった。

オストロムは， ゲーム理論のモデルを用いた理論研究や現実の共有資源の事例デー タをも

とにした実証研究を通して，共有資源の保全管理のための有効な方法は， 国家主導か， それ

とも市場主導かといった二元論的なガパナンスの議論ではなく， 第三の方法として，共有資

源に利害関係をもっ当事者が自主的で適切なノレーノレを取り決めて保全するというセルフガバ

ナンスという自主統治の可能性を示した。 さらに， オストロムの研究では，共有資源の自主

管理において利害の対立を克服して協力を実現するための 「信頼やコミュニケ ー ションの重

要性Jはもとより， 「統制に必要な情報共有方法3 交渉の手続き，ノレールの執行方法やガパナ

ンス体制といった制度jが重要で、あるという法則を実証研究の成果から示している。

オストロムは， 何年にもわたり現地調査や研究を行ったうえで，効率的に運営されている

コ モンズが備えている機能，つまり， コ モンズをうまく機能させるために必要な7つの設計

原理（design principles) （表 5 ）と，大きな組織構造の場合にはガパナンス ・ システムとして，

これらの仕組を組み込むことが重要で、あるとした（Ostrom, 2005; Rifkin, 2015）。

表5 コモンズを機能させる7つの設計原理

(1） 明確に定められた境界があること

(2） 地域的な状況に対応し割り当、てや供給ノレーノレを適合させること

(3）集団的な選択（コレクティブ・チョイス）による取り決めができること

(4）監視できること

(5）段階的な制裁ができるようにすること

(6）紛争解決の仕組みがあること

(7）規約の正当性を政府機関が容認すること

出所：（Os廿om 1990,p90) 

第ーは，明確に定められた境界 （ Clearly defined boundaries）が必要であること。 どのよ

うな権限や資格のあるものが コ モンズを利用でき，誰が利用できないかをはっきりと明らか

にすることである。

シェアビジネスの代表的なサービスはすべて， 入会登録をした会員同士しか取引が成立し

ないような仕組みとなっている。 また， シェアビジネスの場合には，なりすましを防ぐため

に免許証やパスポー トまでを Web 上から登録させるようにしており，このようなプロセス

を経て信頼できる会員には認証マ ークを発行するなどの利用資格をより厳密に運用している
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サ ービスが存在している。 つまり， このようにプラットフォ ームを利用できる境界を会員資

格として明確に定められている点もシェアビジネスの特徴と共通する点である。

第二は， 利用できる時間， 場所， 技術， 資源量， 利用制限の規則， そして， 利用するため

に各自が労力， 提供する物資の量， 利用金額など占有するためのルーノレと供給するためのル

ーノレを適合させた規約を定めるということである。

通常のインターネットでのプラットフォ ームの規約では， 取引に際して事前に規約を読ま

せ， その内容を承諾したうえで利用を許可するというのが一般的である。 その規約のほとん

どはプラットフォ ーム側が取引で発生するトラブノレに対して責任を負わない， もしくはプラ

ットフォ ーム側に損失が発生した場合にその損失を利用者が支払うという内容がほとんどで

あり， 各自が定めることができるわけではない。 一方で、，シェアジネスの規約や利用ポリシ

ーは， 通常の提供者側のリスクヘッジとして定められた規約も存在しているが， それとは別

にさらにサ ービス利用者相互が円滑に取引できるルーノレに関して取り決められているのが特

徴である。 そのうえで， シェアビジネスでは各自が自分なりの規約及びノレーノレを定めること

ができるような仕組みとなっているサ ービスがあり，この設計原理もシェアビジネスと共通

する点となっている。

第三は， コ モンズの組合は， 利用するにあたり利害関係者となるものが民主的にその規則

を決定し， 時間の経過によってそれを修正できることを保証するということである。

オストロムは， このような利害調整の仕組みを自己組織的なコ レクティブ ・ チョイスと定

義し， 具体的に 「コ ンスティテュ ーショナノレ37・チョイスJ 「コ レクティブ・チョイスJ 「オ

ベレーショナノレ ・ チョイス」の3層に区分し検討している。 「コ ンスティテュ ーショナノレ ・

チョイス」とは， 意思決定の主体つまり利用の境界に関する利用者の範囲や入会手続き， コ

モンズに関する理念や価値などを規定するための意思決定レベルについてであり， 主に第一

の設計原理に関する意思決定に該当する。 「コ レクティプ ・ チョイスjとは，コ モンズの実務

的な規定であり違反に相当する行為の特定および コ モンズの範囲や運用ルールなどに関する

後述する意思決定レベノレの仕組みで、あり，第一及び第二に関連する。 「オベレーショナノレ ・ チ

ョイス」とは、 コ モンズの管理に関する細則であり監視などのモニタリングおよび罰則の意

思決定についてである。

シェアビジネスにおいても， それぞれコ ンスティテュ ーショナル， コ レクティプ， オベレ

ーショナル ・ チョイス ・ レベルのノレールが存在していることを確認できるが， シェアビジネ

スの場合にプラットフォ ームそのものの規則や規約の決定は 3 プラットフォ ーム設計者側の
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意思決定にすべてが委ねられている。 その点で民主的に原則を決定するという第三の設計原

理はそのままでは当てはまらない。 しかしながら， プラットフォ ー ムの利用に関して問題が

発生した場合や制度的に不都合が発生した場合には， ヘルプデスクやお問合せフォ ー ムで申

告することができる仕組みをどのシェアビジネスも取り入れており， 問題があればプラット

フォ ー ムの利用ポリシーを改訂するなどの対応はしているようである。 また，現代ではSNS

が普及したことにより不満や問題点が数多く発生している場合には SNSを通じて口 コ ミな

どが拡散するようになっており， プラットフォ ー ム提供者側がプラットフォ ー ムで発生する

問題をそのまま放置したならば， 評判を落としてしまうことで運営を維持できなくなること

も想定される。 したがって， 自己組織的というほど完全なる仕組みを実現できているとはい

えないが， 少なからず利害関係を調整する民主的な仕組みがシェアビジネスには備えている

ともいえるのである。

第四には， コ モンズの組織では， コ モンズの活動の監視役を必ず利用者もしくは， 利用者

にとって責任のあるものの中から選任するということであり， その監視役によるモニタリン

グの結果として， 運営上において利用者が利用規則を破るなどの問題が発生した場合には，

第五として， 他の利用者もしくは利用者に対して責任を持つ役員が規則を守らないものに対

して， 段階的な制裁を科すということである。 段階的に制裁を科す理由は， 過酷な刑罰を科

すことがコミュニティ内の反感を助長することとなるのである。

したがって， 第四の監視に関するものと第五の段階的な制裁に関する設計原理は利用者が

頑強でうまく機能するプラットフォ ー ムを構築， もしくは規定を見直すなど再編することを

可能にするために必要となる両輪のようなものである。 つまり， 利用者はそれぞれが利用す

るうえで必要となる実務上の規則（設計原則第三）を実際の現場で利用するユー ザ ー 自身が

規定し， その規定に従って利用を行う。 そして， そこで実際に利用し現場をよく理解した利

用者のなかから， モニタリングする監査責任者を選出（設計原則第四）し， 規約に違反する

ものには制裁（設計原則第五）を発動するということである。

しかし， 制裁が厳しすぎるならば， 仲間意識などから監視者が批判を受ける場合がある。

そのためには初めから厳しい罰則を設けずに段階的に罰則を適用することで， 利用者間の反

感を防ぐことができるということになる。 シェアビジネスにおいては利用者のなかから監視

者が選任されるようなプロセスがあるサ ービスは確認できないが， 一方で、， 悪質なユ ー ザー

やルーノレを守れないユ ー ザーに対して， 運営側に通報する仕組みが用意されており， 軽微な

ものであれば利用に関する注意喚起， 悪質な犯罪まがいのものや何度も違反を繰り返す場合
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には退会処理を行うことがある。

第六は， 関係者間の衝突を解決する仕組みが必要であることで， コ モンズの組合では， 利

用者間の争い， あるいは利用者と役人との争いを素早く解決するための私的で低 コ ストかっ

迅速に利用できる手続きを運営システムとして組み込むことが必要ということである。

シェアビジネスとは異なる従来の取引では， 取引の相手方が信頼できる相手かどうかを担

保する仕組みとして， 個人を確実に特定できるように住所や氏名などを相手方に告知するこ

とが求められた。 このような商取引では， 一旦， トラブツレが発生し， お互いの異なる主張が

収束せずにトラブツレが解決しない場合には， 弁護士に依頼したり裁判所に調停を申し立てた

りするなど煩雑で高コストの手続きが必要となっている。 また， このようなトラブルが発生

したときに， 紛争の相手方の自宅住所まで既知となっている場合に相手の自宅まで押しかけ

感情的な問題でさらなる犯罪を誘発するというリスクも少なからず存在している。

したがって， 紛争の相手方に対して特に自宅住所や携帯電話番号までを個人情報として公

開することなく， 相手方の問題行為を通報し運営者側に客観的に判断してもらうことや複数

の利用者からの評価によって取引に制限を与えるなど低 コ ストかつ迅速に問題解決で、きる仕

組みを実現しているシェアビジネスでは， 第六の設計原理を満たしているといえる。

第七は， コ モンズの規約の正当性を政府機関が容認することが極めて重要である。 つまり，

コモンズの利用者が決めた規約が違法であれば長期的に持続することができないということ

であり， 現在， 何かと話題になる無許可民泊や人種差別による指泊拒否問題， 違法白タクな

どシェアビジネス参加者の法律違反の摘発問題があるが， シェアビジネスの運営側はこのよ

うな問題に対して適切なノレールを決めなければならないということである。

これらの7 つの設計原理は， 世界中のコモンズ制度で頻繁に見られるもので， 現在のよう

なインターネットや衛星回線を通じて， グローパルにコミュニケ ーションが可能となる以前

から， 世界の各地の外界と接触を持たない コ ミュニティにおいても， 類似の設計原理で共有

資源を持続的に管理・運営していることが明らかにされており， そこには普遍的な原理が働

いているという問題がこの コ モンズのガパナンスの議論では示されている。

コモンズという共有地のプラットフォ ームともいえる場において， その場で発生するさま

ざまな事象を管理する側がすべてに関与し， 良好かっ持続的に問題が発生しないように コ ン

トロ ーノレすることは時間制約的にもリソ ースとしても不可能である。 だからこそ， このよう

なガパナンスの仕組みが必要で、あることをオストロムの研究ではわかりやすく示している。

本研究で対象どするシェアビジネスが同様に取引の現場で起こるさまざまな出来事を直接的
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に関与しコントローノレすることができないとうい点で， 制度設計面からの検討が必要である

という点でオストロムの問題意識を引き継いでいる。

2.3インタ ー ネットとグロ ーバル ・ コモンズ

インター ネットが普及したことで， 情報収集の限界費用はインターネットが普及する以前

に比べて限りなくゼロにまで減らすことができるようになった。 例えば， インターネットの

百科事典 Wikipedia の登場によって， フランスの百科事典の売上が70%以上も減ったとい

う指摘（Assouline et al., 2008）もある。

インターネットの普及によって実現するWikipediaのように分散協働型の仕組みを捉えて，

コモンズとの類似点を指摘し， さらに， シェアリング・エコノミ ーまでの発展とを関連づけ

た考察にRifkin(2015）のインターネット ・ コモンズの主張がある。

Rifkinは， コモンズがイギリスの伝統的なコモンズだけに限定された封建的な経済の取り

決めだけではなく， 幅広い多様な現象にも適用されるメタファーであることに着目した。 そ

して， 遺伝子遺産の囲い込みに始まる地球規模のコモンズに対する営利目的の囲い込みがも

たらす弊害を指摘した上で， グロ ーパノレ・コモンズが， 「多様な利害関係者を本質的には， 異

なる領域から共通の目標へど結集させるための要」（Rifkin, 2015,p256）になると主張した。

この主張以降， グロ ーパノレな遺伝子資源を保護し， 一部企業の囲い込みを防ぐことを目的

として多数の遺伝子コモンズの団体や組織が設立された。 このように地球規模の生物学に関

する加速度的に増加する知識を自由にシェアするという動きがある中で， 他方で， 同様にイ

ンターネットの普及によって盛り上がったのが，Linux38をはじめとするオープンソースソフ

トウエアやナップスターをはじめとする音楽ファイノレをシェアするサ ー ビスやユー チュ ー プ

などの個人が動画配信をするサ ー ビスなどのインター ネット ・ コモンズに該当する活動であ

る。

Rifkinは， このようなインターネット ・ コモンズによる活動の台頭は， 市場性を全く排除

するためではなく， また， 政府組織や会社組織によるガパナンスを全く考慮、しないためのも

のではないと指摘する。 そして， これらの新しいインターネット ・ コモンズ活動に参加する

人々に共通するのは， P2Pのコモンズ方式の管理が， 情報収集に関する限界費用が限りなく

ゼロになった社会で、は最良のガパナンスモデノレだと信じていると主張している。 このほかに

もRifkinは，さまざまな社会関係資本の領域でのコモンズによるガパナンス方式の優位性を

示した上で， シェアリングエコノミ ーのガパナンスとしてのコモンズの有用性を示した。
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2.4まとめ

以上のように， 何らかの資源を共有するというシェアピジネスの 「共有Jの概念について

コ モンズ論研究の視点から整理した結果では， 「共有」としづ概念は， これまでの「私有」と

「公有」という現代社会の発展を支えてきた概念の以前には， 「共有」という概念が社会制度

として普遍的に存在していたということが明らかになった。

また， 古くから存在していた伝統的な「共有」という概念， つまり 「伝統的 コ モンズjの

特徴では， シェアビジネスの特徴にも通じる要素が示されており， さらに共有資源を持続的

に管理するためには， 国家が統制的に主導するのでもなく， 利用者側が資源を自由に配分す

るという完全なる自由裁量で行うものでもない3つめの選択肢があり， 利害関係者が自主的

に適切なルーノレや制度というプラットフォ ー ムを取り決めて管理するというシェアビジネス

の構造決定的な仕組みを考えるうえで コ モンズの統治で示された普遍的な原理ともいえる7

つの設計原理を踏まえた考察することが望ましいことが明らかになった。

阻止in (2015）は， グロ ーパノレなインタ ーネット・ コ モンズが形成され， そこで醸成された

相互信頼がインタ ーネット・ コ モンズ参加者の資本ないしは持ち分となるとして， 伝統的な

コ モンズにおける コ ミュニティの役割とグロ ーパノレなインタ ーネットでのシェアビジネスに

おける コ ミュニテイの役割とを関連づけて考察し， コ モンズ資本によるシェアビジネスを取

引 コ ストの面から， インタ ーネットの普及が取引 コ ストを大幅に減少させることで， 限界費

用ゼロ杜会が訪れると主張している。

しかし，リフキンの指摘する主張では，共有することで限界費用を下げることはできても，

商品やサービスの品質を誰がどのように負担するのかといった点までは考察されていない。

また， ビジネスの側面で見た場合に， プラットフォ ー ムに関するインフラの初期投資やプラ

ットフォ ー ムを継続的に機能させるために必要な運用 コ ストをどのように負担するのかとい

った市場取引に関連する投資に対してのリタ ーンといったファイナンス的な視点， さらに取

引 コ ストやりスク軽減の問題やシェアするもの同士がどのような動機に基づき， 信頼関係を

構築しコモンズ資本を蓄積することができるのかなど， 具体的な因果関係までは考察されて

いない

また， コ モンズのガパナンスサイクルともいうべき仕組みを実現するためには， 表5の設

計原理における（4） 監視できることや（5）段階的な制裁ができるようにするといったモニタ

リング， つまり監視の仕組みが重要で、あると指摘しているが， 通常の企業組織の場合には，

組織構造というヒエラノレキーによって， それぞれの部門を責任者が監視し， 統治する仕組み
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を実現することは容易に想像がつき， そのような企業組織を設計することも難しいことでは

ない。 しかし， インタ ーネットのプラットフォ ー ムにおいて， モニタリングの仕組みを実現

するとした場合に， 具体的にどのようなガパナンスの構造を実現すれば良いのかという点は

ここで明らかにされていない。

例えば， 利用者それぞれが取り囲むように監視を行うことを衆人環視39といい， ソ ーシャ

ル ・ ネットワ ー クが普及した現代では衆人環視下のコミュニケ ーションであり， ムラ社会的

な窮屈さを感じるという指摘がある。 なお， 衆人環視に関して直接的に明らかにされた研究

は見つけられずインタ ーネットで調べた投稿記事40しか見つけられなかったが， このような

文脈においては， ソ ーシヤル ・ ネットワ ー クと連携したシェアビジネスには一 定の監視機能

というソ ーシヤル ・ ネットワ ー クによるガパナンス機能が備えてあると考えることもできる。

ここで改めて， 次節の文献レビューでは市場の役割と企業の組織の関係を取引コストアプ

ロ ー チにおける監視コストや市場の信用と安全性を担保するためのガパナンスの視点などか

ら明らかにする。 特にビジネスという商取引を行ううえでの取引コストの節約の視点からの

理論， さらには， ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クによるガパナンスの理論についての文献をレビ

ューする。
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3. 市場設計論研究からみたシェアビジネスのマネジメント

3.1ハイエクの経済秩序と個人主義

前節では， シェアビジネスの 「シェア（共有）Jという側面からコモンズ論を整理すること

で自主的で、適切なノレールや制度， つまり管理者が直接的に関与しなくても良好かっ健全な取

引関係を促す仕組みがシェアビジネスのプラットフォ ー ムには重要で、あることを明らかにし

た。 また， 「 共有資源」を利用者がトラブノレなく持続的に利用できるようにプラットフォ ー ム

を運営することが望ましいということも明らかになった。

次に， シェアビジネスのプラットフォ ー ムとしての側面として， 第三者がシェアビジネス

を行なう上での基盤を提供する「ビジネス（商取引）Jとしてのプラットフォ ー ム設計の整理

を市場設計アプロ ー チ研究の視点から整理する。

企業と市場との研究に関連した洞察は， ハイエクによって提起された。 ハイエクは， 一般

的には新自由主義の旗手となった思想家・経済学者として理解され 3 政府が介入する規制を

排除し， 個人の行動の自由を担保することが自由社会の条件であると主張し社会主義を批判

したと世間一般的に理解されている。 しかしながら， ハイエクが激しく社会主義を非難した

のは， 社会主義を生み出した設計主義的合理主義が大きな問題を抱えていたからであり， ハ

イエクの思想を研究した先行研究によるものには， ハイエクはどちらかといえば制度論的な

立場にあったという主張がある（阪井，2013） 。

ハイエクは， 当時すでに発達していた市場を 「人聞を彼が理解し得る以上に複雑で広範な

過程に参加させる有効な方法であり， また人間が＜彼の目的にはまったく入っていない諸過

程に対して＞貢献するように仕向けることができるj (Hayek 1948:p.15）と主張した。つまり，

市場とは個人と個人が自己の利益を得るために売り手や買い手， もしくは仲介者といったさ

まざま取引過程の役割に参入するために有効な仕組みであり， 市場に参加するプレイヤ ーと

して市場全体を管理し， 市場の運営に貢献する重要なプレイヤ ーとしての側面を持つもので

あり， 市場を統括する側が直接関与しなくても機能するものであると考察している。

また， これら市場においては 「神の見えざる手41」のような 「利害の自然調和」が存在す

ると主張するものではなく， 「巧みに構築された制度」が必要で、あるということを説明してお

り， 「対立する利害を調停するような制度が必要で、ある」 （Hayek 1948:p.13）ということを強

調している。 つまり， ハイエクの市場観は， 「自生的秩序」が機能するような制度設計が必要

であり， 一元的な価値観を押し付けることや多様性や自由を抑圧すべきではないと考えてい
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たようである。

本章においての問題意識と共通するプラットフォ ー ムをうまく機能させるためには， 自然

調和的に自由に取引をさせるような設計ではなく， 機能させるために必要なルーノレや制度を

設計することが極めて重要であるいう点で， 共有資源のガパナンス論研究とは共通の指摘で

あるといえる。

3.2市場設計アプロ ー チによるプラットフオ ーム設計論

シェアビジネスの代表的企業である Uber や Airbnb は， 商品などの物理的資産を持たず

それらの資産に対して直接責任を負わずに， サプライヤ ーとしての個人と顧客となる個人と

の取引を円滑にするという仲介を主たる活動としている類型のビジネスであり， 従来から存

在するインタ ーネットプラットフォ ー ムのビジネスモデルのー形態と捉えることができる。

この形態のモデルの代表的なものには国内では楽天が運営する仮想商店街や海外では

Amazon やアリパパ， イーベイなどがあり， いずれもその業界のなかで支配的な位置を占め

ている企業が多く存在する。

しかし， さまざまな成功企業がインタ ーネットプラットフォ ー ムによるビジネスモデルで

成長し独自の地位を築き大きく成長してきたなかで， その地位を目指してさまざまな企業が

新たなインタ ーネットプラットフォ ー ムの実現に向けて， 新規事業創出に取り組んではいる

もののネットワ ー ク外部性を発揮できるまでに成長できる企業はごく少数である。 そのほと

んどの企業は成長に必要な売り手や買い手といった参加者を十分に獲得できずに早々に撤退

している企業も数多く存在し， Amazon や楽天のようにインタ ーネットプラットフォ ー ムを

構築したからといって成功するのは大変困難であるということに間違いはない。 シェアビジ

ネスのプラットフォ ー ムも同様で、あり， インタ ーネット上にプラットフォ ー ムを実現できる

ウェブサイトを用意しただけで Uber や Airbnb のようにシェアビジネスを成長させること

ができるわけではない。

また， シェアビジネスのプラットフォ ー ムの場合は， オンラインでの企業と顧客の関係性

ではなく， 顧客間の関係性や消費者間の関係性といった個人の価値観や行動特性が取引の成

立に影響を与える。 したがって， プラットフォ ー ムに参加する個人が自らの利益を最大化し

ようと利己主義的な行動を行うことで， 社会的にも望ましくない結果がもたらされる市場の

失敗ともいえるケ ースが Amazon や楽天のようなインタ ーネットプラットフォ ー ム以上に

発生する可能性がある。

49 



つまりp シェアビジネスのプラットフォ ームを設計し， サービスを提供したとしても， そ

の設計がうまくいかなければプラットフォ ームが機能せずに市場の失敗を招いてしまうとい

うことを示している。このようなインタ ーネットプラットフォ ームの市場性について着目し，

市場経済との類似性を指摘したうえで， どのようにすればうまく機能するのかについて考察

したものに， McMillan(2002）の市場設計アプロー チ研究がある。

McMillan(2002）は，市場システムは民主主義のようなものであるとして，市場システムが

成功するのは， それらが多様性を認め， 批判を許容するからであり， 他のどのような形態の

経済組織によっても解決することのできなかった， ほとんど手に負えない問題を解決してい

る（McMillan,2002，邦訳 p328）と指摘し，現在のインタ ーネットプラットフォ ームのサービス

がほとんど備えている相互評価システムのような仕組みの必要性を論じている。

また， 市場設計は市場で起きる事柄をコントローノレするのではなく， 取引プロセスを形づ

くり支えるものであるとしたうえで取引プロセスにおいて発生するさまざまなコストを低減

する機能の重要性を指摘している（McMillan,2002，邦訳 p12） 。

McMillan(2002）は彼の著書のなかで特に市場における取引コストの問題の重要性につい

ては， ウィリアムソン（Williamson, 1981）が市場取引におけるコストの存在とその影響を考

察したように， 探索コスト， 交渉コスト， 監視コストを検討することが重要で、あることを具

体例で示している。

さらに McMillan(2002）が指摘している興味深い点として， 「市場は富を生み出し，貧困を

緩和する」（McMillan, 2002）とし、う財産権に関して指摘している点がコモンズのガパナンス

論と異なる部分であるo Uber が世界一普及しているベトナム ・ ホ ー チミンでは， 多くのド

ライパーが低収入を補う目的で副業として Uber に参加しているという点も含めて， シェア

ビジネスに限らず， オー クションサイトなどインタ ーネット上で構築し一定以上のユ ー ザー

を獲得し成長しているプラットフォ ームには必ず， プラットフォ ーム参加者が正当に金銭的

なインセンティブを得られる仕組みが担保されているということがいえるということである。

McMillan(2002）は，ゲーム理論を前提としたルーノレ設計とその効果というアプロー チによ

り， 世界に存在する様々な市場を事例として分析することで表6のような結論を見出してお

り，市場をうまく機能させるプラットフォ ームとは表6の五つの要素を備えているというこ

とを示した。
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表6 市場を機能させる5要素

1. 情報が円滑に流れること

2. 財産権が保護されていること

3. 人々が約束を守ると信頼して差し支えないこと

4. 第三者に対する副次的影響が抑えられていること（市場の外部性）

5. 競争が促進されていること

出所：McMillan (2002) 

以上などから McMillan(2002）は市場設計とは， 市場で起きる事柄をコントロ ーノレするの

ではなく， 取引プロセスを形づくり支えるものであると指摘している。

シェアビジネスは企業と顧客が直接的に取引するわけではなく， また， 顧客間で起こる現

場でのさまざまな事柄をコントロ ーノレすることはできない。たとえば Airbnb では人種によ

る宿泊拒否42がおこるなど， プラットフォ ーム提供側が意図しないトラブノレも多く発生し問

題となっているなど， すべての取引現場で起こる事柄を制限するのは難しい。 一方で顧客聞

が取引する場合の取引プロセスのルールを取り決め， 顧客聞が円滑にお互いの情報を事前に

入手することで， 情報の非対称性の発生を抑制し， 逆選択の問題を防止するなど相手を信用

したうえで取引が成立するように設計を行っていかなければならないという点で McMillan

が指摘するプラットフォ ームを機能させるための要素は， すべてシェアビジネスのプラット

フォ ームにも存在する共通の問題意識でもある。

では， 具体的にどのようにしてプラットフォ ームでの取引における信頼性を担保し， トラ

ブノレを調停する仕組みを構築すれば良いのか， つまり， 前章と同様にどのようにしてうまく

機能するように監視するのか， そして， 公平な競争が実現できる仕組みをどうするのかとい

うガパナンスの問題をさらに考える必要がある。

また， ここまでの議論では， 監視コストを下げるためのシステム， つまり， ガパナンス・

システムの構造やその構造を維持するのは誰なのかという主体が明確に定義されているわけ

ではない。McMillan(2002）は， 参加者の信頼を担保するための仕組みが必要とし， 情報の非

対称性による逆選択の問題を抑制する必要を示してはいるものの， 市場という視点だけでは

監視コストの負担の問題も含めて， ガパナンス構造に対する具体的な考察は不足している。

したがって， 次に， ガパナンスの問題を取引コストアプロ ー チの面から検討を行う。
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3.3取引コストアプロ ー チによるプラットフオ ー ムのガパナンス

前節までは， どのようにシェアビジネスのプラットフォ ー ムを設計すれば良いのかという

点をシェア（共有）という概念から検討をはじめたうえで， コ モンズのガパナンスや市場設

計アプロ ー チを概観した。 しかし， いくら素晴らしい設計図を描いたとしても， その設計図

どおりに機能するように仕組みを構築しなければならないのは当然である。 つまり， 設計図

面を描いたとしても， 具体的に建築する大工がいて設計図通りに建築しなければならないの

は当然で、あり， さらに施工を適宜，監理する施工監理者も必要で、ある。

このような問題意識についてはかなり古くから検討が行われており， 組織研究の分野の特

に取引コストアプロ ー チに依拠する研究などで取り上げられてきた。 ここでの重要な問題意

識は， 企業が存在しない場合の取引現場だけの検討で 3 うまく機能する市場の機能条件を見

つけたしたとしても， 「市場J取引は良好に機能することは当初は可能であるかもしれないが，

その取引の参加者が増加し， さまざまな価値観を持った取引の相手方が登場した場合に従来

の プラットフォ ー ム全体 （ 「企業」）が持続的に機能し成長するという証左になるとはいえな

いという問題が存在する。

企業を継続的に機能させるための仕組みがその企業の 「 ヒエラノレキ ー」として， 内在し埋

め込まれているからこそ， 効率の良い取引という 「市場j が機能することができる。 このよ

うな組織研究に関する内部組織の重要性を意識し， 取引 コ ストの節約を目的とし， ガパナン

ス構造として割り当てることによりその目的を達成することができると提唱したのが，

Williamson (1981）の取引 コ ストアプロ ー チ43である。

本節では， 取引 コ ストアプロ ー チの理論的な考え方を中心に組織構造に関する研究を概観

したうえで， シェアビジネスのマネジメントと関連づけて考察する。 取引 コ ストアプロ ー チ

では， コ スト削減や効率性といつた視点だけで

けで、はなく， 取引コストを節約する能力左いう点に着目している。 さらに， 商品そのものを

分析単位とするのではなく，取引を分析の基本単位としてとらえ， 「企業」という指揮命令系

統のヒエラノレキ ーを持つガパナンス構造によるものと，「市場jとし、う指揮命令系統によるガ

パナンス構造を持たないものそれぞれをオルタナティブなガパナンス構造として制度比較し

たうえでの統合的な理論を検討した（Williamson, 1981） 。

取引コストアプロ ー チは， その後の研究44により 「取引費用の経済学」と呼ばれ「市場j

と 「企業j との関係を体系化し企業の取引 コ スト生成の原理を明らかにした。 Williamson

は， 取引 コ ストの発生メカニズ
、
ムの前提を以下の二点としている（Williamson, 1981） 。
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一つ目は， 「限定合理性（bounded rationality)Jの問題についてである。 限定合理性とは，

情報に対しての人間の処理速度または認知能力の限界， そして情報伝達能力の不完全さから

生ずるものである。 ある程度の規模の企業であれば一人の経営者が合理的な意思決定を行う

ことは可能であるが， 企業が成長し大きくなれば会社内の業務も多様化し， 情報処理能力や

認知能力を超えた場合に不完全な情報による間違った意思決定を行うこと， つまり， 合理性

を欠く事態が発生してしまうという人間的な諸要因に関する問題である。

また， この限定合理性に関する諸要因として， 「不確実性， 複雑性」の問題がある。 複雑性

の問題とは， 複雑な問題では代替案の数が非常に多くなること， その代替案についてすべて

挙げるための規則が存在しないこと， そして， 決定後の結果を見積もることが難しくなると

いうことにある。 これらの条件が取引をするうえでの不確実性として限定合理性に関連し，

意思決定に影響を及ぼす。 つまり， 限定合理性の点から， 将来において想定するすべての状

況を予測し， さまざまな状況の変化に応じたすべての選択肢を網羅した完全で間違いのない

意思決定をすることは不可能である。 したがって， 認知能力を超えた予測で、きなかった事態

で， 間違った意思決定を下し， 問題が発生した場合には， その都度， 発生した問題に対応し

た臨機応変な意志決定を行うことが可能な組織能力を内部に持つ方が， 組織内部に能力を持

たないような競合企業に対して， 差異優位性を持つことになる。

二つ目は， 「機会主義的行動jの問題についてで、ある。 機会主義的行動とは， 「校狩さを伴

う私利私欲の追求」をする行動から生じるもので， 自己利益追求により不正を行ったり， 情

報の非対称性を利用し， 意図を偽って相手方に伝えたりとするような行動が見られるという

問題である。

この機会主義的行動の人間的な諸要因に関連する環境要因として， 少数性の問題がある。

市場の参加者が少数である場合に， 自己利益を最大化するために談合的な行動をとることが

あり， 公正な条件との事離が生じることとなる。 そして， その帰結として， 経済的で効率的

な規律ある良好な取引が行われなくなることが恒常化するということである。

企業組織の場合は， 監視と統制によるコストを最小化することで， この機会主義的行動を

弱めることができるため市場取引に対する優位性を持つことができるということになる。 こ

の2つの取引コストの発生メカニズムの前提から， 組織のヒエラルキ ーによる指揮命令を使

うことで， 監視コストを最小イ七させることができるということをWilliamsonは主張してい

る（Williamson,1978）。

また， Williamsonは市場における取引とは， 取引する度に毎回成立するもので， 参加者
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は価格のみに反応して生産量を決定し， 購買の意思決定を行うとしている。 そして， 利益が

見込めない場合には市場から自由に撤退する。 つまり， 市場の参加や退場は自由で意思決定

は参加者に委ねられていると定義した。 しかし， 実際の市場的な関係はこのような完全競争

モデノレとは異なることを Williamson は指摘したうえで， 市場が非効率であるからこそ， ヒ

エラノレキ ーが必要で、あり， 取引コストを節約するためのガパナンスとしてヒエラノレキ ーが必

要だと主張している。

「取引費用の経済学Jは， ヒエラノレキ ーという企業組織と市場との境界を明らかにしたう

えで，それらの関係を統合する理論として，特に大きな組織へと成長した企業のガパナンス ・

メカニズムの問題を複数事業部制が監視コストを下げるニとが可能なことなどを取引コスト

の視点から一貫した枠組みで理論的に統合し説明したことで， 広く受け入れられた。

しかし， 「取引費用の経済学」の考え方では， ヒエラノレキ ーの監視の下で取引の監視を行う

べきであるど主張しているのに対して， シェアビジネスのプラットフォ ームでは， 一般的な

インタ ｝ネットピジネスにも共通する点もあるが「取引費用の経済学」 が検討したようなフ

ォ ーマノレな組織構造によるヒエラノレキーを消費者聞のネットワ ー クや遠隔地聞でのネット上

での取引する構造に埋め込むことはできない。 なぜなら， 地理的に限定し「ヒエラノレキ ー」

を当てはめることやいわゆる見ず知らずの不特定の相手という動的に変化する取引関係を対

象とした場合に， 明確な利用できる範囲とともに， その責任範囲や監視範囲を特定できない

ことからヒエラルキ ーによる監視は事実上， 不可能であるからである。

この点については， Williamson が， ヒエラルキ ーにおける人的資産の管理を単に内部の

ガパナンス構造を設計する手段， つまり， 役務規定や業務分掌規程という内部の設計だけで

はなく， 外部の雇用関係も適切に設定すること， つまり自社以外の人的資源のマネジメント

が必要と指摘しているが，あくまでもこの説明の前提として，「取引が地理的特性の下で（To

Assume that the transactions in question are site specific)J (Williamson 1981, p562）とあ

えて取引コストの地理的な制限を付け加えて説明していることなどからも， 雇用関係には全

く依存しないような「取引費用の経済学Jが想定するヒエラノレキ ーでは， シェアビジネスの

ガパナンス構造を設計することは眼界があるといえる。

3.4まとめ

本節では， 主に経済学デ
、
イシプリンといわれる経済学に依拠するプラットフォ ー ムにおけ

るガパナンスの設計についての先行研究を概観し， それぞれのシェアビジネスのプラットフ

54 



オ ームにおける問題意識を整理した。

以上のレビュ ーから， 個人と個人とがプラットフォ ームに参加し共有資源を利用するよう

なシェアピジネスの場合には， 市場設計アフ
o

ロ ーチで指摘するように， 利害関係者が自主的

に適切なノレ ー ルを決められる制度や共通のノレ ー ルが必要であり p さらに具体的に は

McMillan (2002）が整理した5つの要素を備えていることが必要で、あるということを指摘し

た。

また， コ モンズのガパナンス論の視点から明らかにしたように， シェアするという行為が

伴う場合のプラットフォ ームを管理する場合に， 利用できる範囲を明確に定めるなどのノレー

ノレや取引をモニタリングする仕組みが必要であること3 そして， そのモニタリングにかかる

取引 コ ストを下げる継続的な仕組みがプラットフォ ームに埋め込まれていることが必要で、あ

るということである。 換言すると， シェアビジネスに限らず通常のビジネスのプラットフオ

ームにおいてもp 参加するプレイヤ ーが一定のノレールに基づき取引することがプラットブオ

ームの頑強かっ健全な仕組みを持続的に機能させるためには必要で、あり， 取引の相手方を信

頼できるように監視する仕組みが必要で、あるということ， そして， コ ンスティテュ ーショナ

ル， コ レクティブ， オベレーショナノレ ・ チョイス ・ レベルの3段階のルールを定め， 適切に

そのルーノレを機能するようにガパナンス構造を設計することが必要で、あることがわかった。

市場設計アプロ ーチ論の視点からは， 利用者相互の信頼を担保するための情報を円滑に入

手でき， それぞれの財産権を担保する仕組みと財産を形成するにあたり健全なる競争が促さ

れる仕組みを実現することが必要で、ある。 そして， 共通する点として， プラットフォ ームに

直接的及び間接的に参加している利用者が不利益など悪影響を受けることなく， 社会的にも

法的にも批判を浴びるようなことがないように， 取引の相手方相互の信頼性を担保するため

の仕組み， つまり監視というモニタリングの仕組みとそれを適切に運用可能なマネジメl ント

サイクル機能が埋め込まれたプラットフォ ームの設計が必要ということである。

しかし一方で， シェアビジネスの場合に企業側が個々の取引の現場で、モニタリングし， さ

らに不正を発見した場合に処罰を適用した場合の処罰感情の副作用を抑えながら運用するこ

とは， 限定合理性の点からも難しいこともわかった。 さらに， 組織内部のヒエラノレキ ー だけ

で、マネジ
、

メントできない未知の不特定多数の取引当事者同士が， 偶然に出会い取引を実現す

る市場のような取引でのガパナンス ・ システムでもなく， さらに， 企業のヒエラルキ ーを使

うことで内部組織と取引を監視するヒエラノレキ ーによるガパナンス ・ システムでもない， 3 

つめのソ ーシヤノレな関係性によるガパナンス ・ システムについて検討が必要である。 したが
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って， 次に， ソ ーシヤノレな関係性を含めたガパナンスの視点でのレビューを行う。

4. ソ ーシャルネットワ ｝ ク研究からみたシェアビジネス

4.1シェアビジネスにおけるソ ーシャル ・ ネットワ ー クの利用と先行研究の展開

シリコンバレーで多くのインターネット企業を創業したリサ・ ガンスキ ーは，『The Mesh

- Why the Future of Business is Sharing』（Gansky, 2010）のなかで， シェアビジネスを 「メ

ッシュ」と名づけ 「なぜ， 将来のビジネスはシェアになるのか」という副題をつけた著作を

発表した。 その著作のなかで， すべてのビジネスはシェアの原理を取り入れて成長すると主

張し， 従来のビジネスとの違いや優位性に関するさまざまな事例を紹介し， ソ ーシヤノレ・ネ

ットワ ークをメッシュというメタファ ー で表現したうえで， メッシュを取り入れたビジネス

の可能性について言及している。 ガンスキ ーの著作は， 一般書であることもあり主張の客観

的な論拠を先行研究や理論により提示しているわけで、はないものの， 網の目の結び目からさ

まざまな方向に糸が伸びていくようなソ ーシヤノレ・ネットワ ークの繋がりが， これからのさ

まざまなビジネスには重要で、あるとことを具体的な事例により提示している。

このようなソ ーシヤノレの関係性のビジネスにおける影響と可能性について注目した研究は

ここ数年に限らず，1970年頃からさまざまな理論的な研究が既に行われてきた。 その代表的

なものにグラノベッタ ーの社会的紳の研究，いわゆる「弱い紐帯の強さjの研究（Granovetter,

1973）がある。 グラノベッタ ー の主張は， 社会学分野を中心にネットワ ーク研究分野で， ミ

クロ面での人間関係やマクロ面でのネットワ ーク構造の解釈に最も重視される考え方として，

幅広く学際的に取り上げられその後の経営学の研究分野にもソ ーシヤルの枠組みでの検討に

大きな影響を与えている。

グラノベッタ ーの提唱した 「 弱し、紐帯の強さ」45は， 転職に関する研究のなかで， 「職を見

つける行動は合理的で経済的な過程以上のものである。 それは， 他の社会的過程に密接に埋

め込まれている。 その社会的過程により， 職を見つける行動の過程や結果が制限され規定さ

れる。 そのような過程を明らかにする。J (Granovetter 1973，邦訳p37）としている。 そのう

えで， グラノベッタ ーは号齢、親密な粋により結ぼれたネットワ ークからの情報は， 自分が知

っている人との重複した接触が多く，自分が持っている情報と変わらないという特徴があり，

一方で、 弱し、紳により結ぼれたネットワ ークからの情報は， 条件が同じとした場合に情報を伝

播する速度も早く， さらに， 異なるネットワ ーク聞を結びつきからの情報を含めて伝達し，
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最終的には多数の人に到達したと主張したのである。

グラノペッタ ーは， さらにソ ー シヤル ・ ネットワ ー クに埋め込まれた関係においてこそ，

当事者聞の信頼関係， 相手を裏切れないという目には見えない関係性の構造が， 仲間からの

評判や視線のプレッシャ ーとして働き， 現実的に規律を生み出し， 当事者間の怠慢や不正を

監視する コ ストを下げると主張した（Granovetter, 1985；中野，2011）。

前節で示したWilliamsonの「取引費用の経済学Jでは， 内部組織に埋め込まれたフォ ー

マノレなヒエラルキ ーが， 取引において監視 コ ストを下げる役割を果たすと主張したが， グラ

ノベッタ ーは， 内部組織に埋め込まれたフォ ーマルなヒエラノレキ ーを有する組織ではなく，

組織の境界から離れたインフォ ー マルな人間関係が， 怠慢や不正に対して， 企業内の指揮命

令， 強制力， そして， 明白な制裁機能を有していると主張した。

ソ ー シヤノレネットワ ー クの場合には， ネットワ ー ク内部の仲間内の評判というネットワ ー

ク参加者それぞれが認識する自己認識があり， その自己認識を維持するための周囲からのプ

レッシャ ーがある。 そして， 不正を働けば評判を落とし， 参加者からネットワ ー クへの参加

を除外されるという制裁が存在する。 これは， コ モンズのガパナンス論や市場設計アフ。ロ ー

チ論のなかでも必要であると指摘されていた監視におけるモニタリングと低コストかっ迅速

に問題解決できる仕組みに該当するという点で共通で、ある。

また， グラノベッタ ーは， 信頼感や共感を基本とする関係として， インフォ ーマルなソ ー

シヤノレネットワ ー クを通じた「埋め込まれた関係」は，Williamsonの「取引費用の経済学」

で示されたヒエラノレキ ーによるガパナンス ・ メカニズムよりも優れたガパナンス ・ メカニズ
、

ムであると主張したのである（Granovetter, 1985）。

4.2ソ ー シャル ・ ネットワ ー クにおけるガバナンス ” メ力ニズム

これまでの議論などから， グラノベッタ ーは， 監視 コ ストを下げるためのガパナンス構造

には， 図7の3つの異なる取引形態が存在することを示したうえで， さらに， ネットワ ー ク

によるガパナンスが最も 優れたガパナンス ・ メカニズムを持っていることを示した

(Granovetter, 1985）。
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一つ目は伝統的な完全競争モデルを想定した「市場jである。 二つ目はWilliamsonが左

の「市場jの構造モデ
、

ルが現実との事離していることを指摘したうえで示した「ヒエラルキ
ー」によるガパナンスのイメ ージである。 そして，三つめは， グラノベッターがWilliamson

に対して「ヒエラルキ ーjの構造モデ
、

ルの限界を批判したうえで提示したネットワ ー クによ

るガパナンス構造のモデ
、

ノレである。

3つの構造についての相違点を中野（2011）が，比較的高価でありながらも，車の状態が専

門的な知識がなければ見極めることが難しく， 極めて不確実性の高い中古車購入のケ ースを

もとにわかりやすく解説している。 ここでは， シェアビジネスのケ ースにも関連させて特に

「市場」に関する説明を引用し一部付け加えて4
6考察することとする。

はじめに「市場」での取引についてであるが， ある日， 車の購入希望者がしばらく車を探

していたがなかなか良い車がみつからなかった。（探索コスト） ある日，道端で中古車店を偶

然見つけた。 無名で小規模の個人営業の中古車店に初めて来店し， 店員に車を探しているこ

とを伝える。 そこには， 自分のことを知っている知人はおらず， 店の事前の評判も聞いてい

ない。 幸運にも気に入った車が見つかり， 事前に人間関係の構築がされていない状況で， 店

員（売り子） と購入希望者（買い手） がお互いの腹を探り合うタフな価格交渉をすることと

なる（交渉コスト）。 相互に信頼関係は存在せず，試乗もさせてもらえず，中古車の質やアフ

タ ー サービスのレベノレなどに関する詳細な情報も入手することが不可能である。 買い手が情

報として入手できるのは， 事故歴と走行距離などの表面的な情報のみであり， アフター サー

ビスや初期不良に対する対応などを取り決めた契約書類も事前に用意していないような業者
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で、あったために購入を臨時したが， 価格もかなり下げてもらい， その場で双方が納得できる

条件で合意し， 覚え書きを作成（契約コスト）し， 購入した。 納車されたが一 ヶ月も立たな

いうちに故障して動かくなったが， クレー ムを入れて修理を依頼したが断られて， 書類不備

などもあり泣き寝入りするしかなかった。 次の車を買いに行くときには不正を見破ることが

できる専門家や契約手続きに詳しい専門家に謝金を払って（監視コスト）車の購入時に同行

してもらうこととした。 というような場合をイメ ー ジしていただきたし、（中野2011,pl76，一

部説明を加筆） 。

このような Williamson が想定している 「市場Jの場合には， 売り手の参入や撤退は自由

であるということもあり， どちらかといえば青空市のような市場感を想定しているのではな

いかと思うが， このような取引しかできない市場の状況が続く場合には， 特に買い手にとっ

ては高価な買い物にはリスクが高すぎるため， 買い控えや価格の低下が進み， 評判が悪くな

った売り手は撤退してしまい， 最期には市場そのものの停滞を招いてしまう。 このようなパ

レート最適で、はない状況に陥ることを経済学では 「市場の失敗」といい， 「市場jは 「神の見

えざる手」であり， 需給のバランスがとれたところで価格が決定するというものである。

二つめの 「ヒエラノレキ ー」であるが， 企業や団体組織などが該当する。 中野（2011）の事例

では， 全国チェ ーンの有名な中古車販売事業者により説明している。 この場合に， 売り手は

社会的に認められた大きな事業法人であり， 中古車の仕入からアフタ ー サ ー ビスまで， それ

ぞれの社内の担当者が存在し， 会社規約と指揮命令系統により監視するヒエラルキ ー構造を

持っているケ ースである。

このようなヒエラノレキ ー構造を持つ組織は， まずは中古車情報をわかりやすく表示し広告

するなど， 買い手にとっての 「探索コスト」を下げることができ， 価格も客観的な根拠や取

引事例などを提示することができ， 「交渉コストjを下げることができる。 そして， 契約に関

わる条件や保険に関する書類も担当者が既に用意しであるため， 購入後のアフタ ー サ ー ビス

も取り決めた契約書類も完備していることから 「契約コストjを下げることができ， それぞ

れの担当者の責任が明確に規約でも明らかにされ， ヒエラルキ ーのなかで監視していること

から，不正や顧客をだますことができないようにして 「監視コスト」を下げることができる。

最期の三つめが， Granovetter が， Williamson の 「市場jと 「ヒエラノレキ ーJを批判的に

示したソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークによる埋め込みの「ネットワ ーク」である。 中野（2011)

の事例では， 自らが所属するネットワ ークのなかに埋め込まれた信頼できる知人（埋め込ま

れた紐帯）を通してのインタ ーネット・オークションによる中古車の購入という取引を例に
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説明している。

これは， 信頼できる専門知識を持つ知人を介して， 中古車のインタ ーネット ・ オー クショ

ンにより中古車を探してもらうというのがイメー ジできるかもしれない。 インタ ーネット ・

オ ー クションの場合は， 売り手と買い手の双方が ID を用いて会員登録をして， オー クショ

ンに低価格のものから高価格のものまで， 購買履歴や販売履歴を蓄積するのかで過去の評価

が取引の信頼性を生み出す。 また， 過去の取引の結果が悪ければ信頼できない取引の相手方

として判断され， 取引から閉め出されてしまう。 信頼できる専門知識を持つ知人は， オー ク

ションのなかでも信頼のある取引を重ねることで， さらに信頼のある情報を入手できるよう

な構図である。 このようなインフォ ーマルなネットワ ー クに埋め込まれた相互評価による監

視の仕組みが， インフォ ー マノレなネットワ ー クのガパナンス ・ メカニズムである。

Malone et al., (1987）は， インタ ーネットが全く普及していない段階で”ELECTRONIC

MARKETS AND ELECTRONIC HIERARCHIE （電子市場と電子ヒエラルキ ー ） ”という論

文 により， 「市場jから 「ヒエラルキー 」へと取引のプラットフォ ー ムが変化してきたが， 情

報技術の発展によって， 電子ヒエラルキ ー によるガパナンスが可能となることで， 電子ヒエ

ラノレキ ーを利用するよう になり， すべての企業組織内部に埋め込まれたヒエラルキ ー へと移

行が進み，最終的にはすべて 「市場（電子市場）」による取引が中心になっていくと主張した

(Malone et al., 1987,p496）。

論文の発表から 30 年弱が経過した現在においては， すべてが 「電子市場」とはなってい

るとはいえないが， インタ ーネット上 に構築されたソ ー シャル ・ ネットワ ー クに埋め込まれ

たヒエラノレキ ーが 3 インタ ーネット上の 「市場」プラットフォ ー ムで個人間取引が成立する

ような 「市場」取引が可能 になったのは事実である。 しかしながら， これまで検討した

Williamson の 「市場」 によるガパナンス ・ メカニズムはあくまでも価格により需給が決定

するものであり， 特に監視コスト面までの考察はされていないこともあり， どちらかといえ

ば， 「ネットワ ー ク」のガパナンス ・メカニズム による取引が中心になったといえるのである。

つまり， 現在のインタ ーネット取引のプラットフォ ー ムでは， 個々の取引では 「市場」の

ガパナンス ・ メカニズム に近似するが， ネットワ ー クに埋め込まれたヒエラルキ ー に代替す

るガパナンス ・ メカニズ
、
ムを含有するという点においては， 「ネットワ ー ク」は， 「市場」と

「ヒエラノレキ ー 」の中間形態としての取引概念となるものである。

したがって， 本研究が対象とするシェアビジネスのプラットフォ ー ムは， インタ ーネット

上のソ ー シヤル ・ ネットワ ー クに埋め込まれているガパナンス ・ メカニズムとして 3
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Granovetter が示した 「ネットワ ー ク」によるガパナンス ・ メカニズ
、
ムに該当するものであ

るといえるのである。

4.3ソ ー シャル ・ ネットワ ー クにおける「埋め込みjアプロ ー チ

これまでも説明している 「埋め込み」アプロ ー チに関してだが， 「埋め込み」の概念は， そ

の後の多くの研究分野で学際的に展開されたこともあり， それぞれの研究分野でとらえる範

囲や概念の捉え方が異なる場合がある。 また， これまでの議論だけでは， ネットワ ー クにガ

パナンス ・ メカニズムが埋め込まれているからといって， そのプラットブオ ームを利用する

動機になっているということまでが， 明確にされているわけではない。 したがって， 本項で

は， プラットフォ ーム利用の動機に関する研究をレビュ ーする上で， 改めて， 本研究におけ

る 「埋め込み」の特徴を明らかにするため， 「埋め込み」の概念を整理する。

本格的に社会経済に対して 「埋め込みjとしづ概念を使ったのは， Polanyi (1944）であり，

社会学思想、に関する最も有用な貢献だと言われている47。 その後， Williamson のヒ エラルキ

ーの議論で埋め込みの概念を取り込む形で修正し， そして， 「弱し、紐帯の力Jとし、う概念を導

き出した Granovetter によって組織のマネジメントに対するガパナンスという視点での考察

からネットワ ー ク研究の分野へと導入された（Granovetter, 1985）。

Granovetter は 「経済行為， 経済的結果， そして， 経済制度が， 行為者の個人的関係， お

よび， 諸関係のネットワ ー ク構造全体の構造に影響を与えること」を埋め込みと定義してい

る（Granovetter 1996，邦訳p 283）。

i つまり， 本研究が対象とする 、ンェアビジネスにおけるソ ー シヤル ・ ネットワ ー クの 「埋め

込みjの定義も Granovetter が定義しているものを援用し Uzzi (1997）の研究を踏まえたう

えで， シェアピジネスのプラットフォ ームにおける 「埋め込みjを 「取引行為， 取引結果，

そして， 取引制度が， 利用者同士相互の個人的関係， および， 諸関係のソ ー シヤル ・ ネット

ワ ー ク構造全体の構造に影響を与えることjと定義することとする（Granovetter, 1985）。

他方で， Granovetter によって導入された埋め込みという考え方をさらに詳しく検証， 展

開した研究に Uzzi (1997）の埋め込まれた紐帯の構造と機能の研究がある。 Uzzi (1997）の研

究では， ニュ ー ヨ ー クに存在した2 3の服飾事業者を対象に， エスノグラフィ ーによるフィ

ーノレドワ ー ク調査を実施した結果からp 埋め込まれた紐帯の特徴として， ソ ー シャルな関係

の性質やネットワ ー クの構造とネットワ ー ク内の構造的な位置による特性の違いによりどう

異なるのか， そして， 埋め込みによる機能や特性， 業績への影響はどうなのかを明らかにし

61 



ている Uzzi (1997,p35） 。

Uzzi (1997）は， ネットワ ーク構造は， 埋め込まれた紐帯を用いている程度によって， 以下

の図8で示した3つの構造があるとしている。

不完全なアーム式
、
レングス

のネットワ ーク

醐醐醐圃 エ埋め込宗れた総務

統合的ネットワ ーク

ェアームレングス総務

※アームレングス： ーまをのjg総をま霊〈鰯係を示ナrm基

図8 埋め込みのネットワ ー ク構造

-/

1ぐ
φ 也＼／

＼＊ 

婚ロ対象筆談絡線

富田 ＝工場
． 芯 E者負業翁

出所： Uzzi (1997,p60）の図に筆者が邦訳し説明を加筆し作図

具体的には， 対象事業組織に接続するリンクの第1段階目のネットワークにおいて埋め込

まれた紐帯の接続が多くなると， 倒産確率が減少することが確認された。 また第1段階目か

らその先へと接続する第2段階目のネットワ ークの接続において埋め込まれた紐帯が多くな

ると， 一定の段階までは倒産確率が減少するものの， その後は増大するどいう結果となるこ

とを Uzzi (1997）は確認した。 これらの結果から 「不完全なア ー ムレングスのネットワ ーク

(Under embedded Arm ’s-length Network）」の構造を持つ， 一定の距離を置くような関係

性に固まれたネットワ ークを持つ企業よりも， 埋め込まれた紐帯をもっネットワ ークを持つ

企業の方が， 倒産確率が低いことが明らかになった。 一方で， この業績に対する貢献には闇

値が存在しており， 紐帯の埋め込みが過度になり， 「過度に埋め込まれたネットワーク（Over

embedded Network)J の構造を持つ企業は， マイナスの効果が発生することが明らかになっ

た。 したがって， 企業の業績は， 埋め込こまれた紐帯とア ー ムレングス組帯の両方の組帯の
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「統合されたネットワ ーク（Integrated Network) Jの構造であるようなハイブリッドなネ

ットワ ーク構造を持つように構築したときにピ ークに達する調査結果となっている（Uzzi

1996, p685）。

4.4ソー シャル ・ ネットワ ー クプラットフオ ー ムへの参加動機研究

Granovetter の埋め込まれたネットワ ークに関する文献レビュ ーを整理した結果から，埋

め込まれた紐帯と一 定の距離を置くような関係のアー ムレングスな関係を併せ持つ構造のネ

ットワ 」クを構築するこが望ましいという結論を導くことができた。

しかし，すべての人，つまり利用者がこのような構造を持つネットワ ークであるというだ

けの理由から，取引をする意思決定をしたのかという点はこのネットワ ーク構造だけでは説

明できない。 換言すると， どのような価値観をもつから利用者もしくは参加者としてネット

ワ ークに参加するのかという参加動機に関する側面まで考察しなければ，急成長するプラッ

トフォ ー ムが多くの消費者に選択されてきたという理由を明らかにすることはできない。

つまり， ネットワ ーク構造，例えば，参加者のノ ー ドの位置やアー ムレングスの強さ，さ

らには，その先のノ ー ド構成といった要因がそのネットワ ークへの参加動機に影響するのか

といった側面からの考察を深めて議論する必要がある。このようなソ ー シヤノレなネットワ ー

クへの参加動機について実証研究したものに McAdam (1986）の危険を伴うハイリスクな公

民権運動への参加動機研究がある。

McAdam は， 1964 年のフリー ダムサマ ープロジェクト48に実際に参加した 720 人のデー

タと 241 の 「No Show （無断での不参加者）Jのデー タを使用して さまざまな参加動機要

因について調査した。その結果として，参加者の過去のさまざまな 「組織や 運動への参加履

歴J，運動における 「仲間との接触Jが参加動機に影響を与えたとし 1う調査結果となっている。

そして，McAdam の主張としては， 運動参加者はもともと何らかの社会的紐帯によって結ば

れていたという点を強調した議論となっている McAdam (1986） 。

しかしながら，McAdam の研究では，ハイリスクな社会活動に参加する動機は明らかにし

ているとしても， 本研究で対象とする所有を伴わない， 「共有」（シェア） をするという動機

を明らかにできているわけではない。なぜなら，McAdam の研究では，参加障壁の高い活動

のネットワ ークに参加するという， ネットワ ークが結合して広がるような外面的な動機は考

察できても， 通常のビジネス取引での人間としての根源的な欲求の一つで、もある 「所有」と

いう欲求による動機や消費者の内面的な消費欲求行動と総合的な判断条件による意思決定過
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程を具体に明らかにできているとはいえない。 つまり， 人聞は社会的なネットワ ークといっ

たネットワ ーク構造的な側面だけで行動の意思決定しているわけではないということである。

したがって， ネットワ ーク構造的な側面が参加動機に与える影響についてはここまでの議

論である程度は整理できたとしても， さらに動機に関しての考察を深めるためには， より個

人としてのヒュ ーリスティックな意思決定プロセスの消費者行動研究の視点で， どのような

行動原理でプラットフォ ームを選択するのかの考察が必要で、ある。

4.5まとめ

本節では， ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ーク研究からみたシェアビジネスの特にガパナンスのあ

り方について検討した。 Granovetter の研究からは， ソ ーシャル ・ ネットワ ークに埋め込ま

れた関係を用いることが，当事者間の怠慢や不正を監視するコストを下げることを整理した。

シェアビジネスのようなプラットフォ ームのガパナンスには， 埋め込こまれた紐帯とアー

ムレングス紐帯の両方の紐帯が統合されたハイブリッドなネットワ ーク構造を設計するとパ

フォ ーマンスを最適化できることが整理できた。 さらに， ネットワ ークに埋め込まれるもの

には， 「探索コスト」 「交渉コスト」「契約コストj 「監視コストJを下げ 「信頼を担保jでき

るような取引履歴や評判などを取引の当事者双方が確認できるような仕組みをガパナンス ・

メカニズムとして埋め込む必要があることを整理した。

そして， ネットワ ークへの参加者は 「組織や運動への参加履歴j 「仲間との接触有無」とい

った要素がネットワ ークへの参加動機に影響を与えているが， ここでは改めて， 消費者行動

研究における意思決定プロセスと参加動機の検討が必要で、あることを明らかにした。

5. 発見事項のまとめ

本章では， シェアリング・エコノミ ーに関連する先行研究を概観し， 本研究の研究対象と

なるP2P 、ンェアという個人間のソ ーシヤノレな関係性が重要となるビジネスについて，共有資

源や消費者間の関係性を効果的に促進するためのガパナンスの問題といった構造決定的な側

面を経済学ディシプリンや社会学ディシプリンで議論される研究を中心にレビュ ーを行いシ

ェアビジネスのマネジメントに関連する研究動向を明らかにした。 以上のレビュ ーから， 本

研究では大きくは， 次の2点についての視点をシェアピジネスにおけるソ ーシャル ・ ネット

ワ ークの影響に関する研究どして位置づけて研究を行っていくこととする。

まずー っ目には， 本研究が対象とする急成長するシェアビジネスは， バリュ ーネットワ ー
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ク型の特徴を持つインター ネットプラットフォ ームによるビジネスモデルに当てはまるもの

であり，構造決定的な経済学及び社会学ディシプリンの側面から，シェアという概念と特徴

を考えると従来のビジネスモデル以上に相互の信頼関係を担保する監視コストを下げるため

のガパナンス ・ メカニズムを中心としての検討が必要で、あること。 そして，さらに，監視コ

ストだけではなく，探索コスト，交渉コスト，契約コストも含めて下げることができる仕組

みを持つ構造を設計することが必要となるということである。

したがって，まず明らかにしなければならないのは，シェアビジネスの先端企業事例にこ

のようなガパナンス・メカニズムが組み込まれているのかを明らかにすることが必要である

ということである。 本研究では，シェアビジネスのプラットフォ ー ムには，経済学ディシプ

リンにおける市場設計論で議論された「対立する利害を調停するような制度j が必要なビジ

ネスであるという側面があり，市場設計アフ
。

ロ ー チ論研究，取引コスト理論研究などを融合

したアプロ ーチの視点に基づいて，先端企業の事例研究による考察を深めていくことが必要

だということである。

そして二つ目には，サー ビスの利用意思決定に影響を与える要因についての消費者行動，

さらにはシェアという概念を伴うコラボ消費的な側面の特にヒュ ー リスティックな側面の影

響を検討する必要があるということである。

具体的な本研究のアプロ ー チとしては 一つ目の構造決定的な側面についてケ ーススタデ

イによる定性的な事例研究で明ちかにする。 さらに二つ目のシェア概念特有の消費行動とい

う行為決定的な側面については，次の第2章の消費論行動研究のレビュ ーを踏まえて，実証

研究を実施する。

以上の定性的研究と定量的研究を併用することで，定性的研究，実証研究のそれぞれだけ

では明らかにできない，本研究の対象とする急激に成長したシェアビジネスの成功モデ
、

ルの

ような先行研究が少なく比較事例数が少ない対象に対して本研究を進めて行くこととする。

36 インターネットクリエイティブコモンズが有名である。これはインターネット時代のための新
しい著作権ルーノレで，作品を公開する作者が「この条件を守れば私の作品を自由に使って構い
ません。jという意思表示をするための権利の取扱について定めたもの（特定非営利活動法人コ
モンスフィア，2016） 。

37 コンスティチュ ーションとは， 憲法の意味であるが， ここでのコンシティチュ ーショナノレは
統治する際に従う基本的な原則または確立した先例のようなものという意味を指し，プラッ
トフォ ームにおける基本コンセプトやプリンシフ。／レ（原理原則）のようなものであると理解する
こととする。

38 Linuxとは，1991年， 当時フィンランドのへノレシンキ大学の学生であったり ーナス ・ トーパ
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ノレズ
、

が開発をはじめ，協働で現在も開発が進められているフリ ーかっオープンソ ースなコンビ
ュ ー タのオベレーションシステムである。

39 衆人環視のガパナンスの視点については， 近年， 企業の不正などの問題などからコ ーポレー

ト ・ ガパナンスの議論などで，取り上げられていることが多い。
40 衆人環視に関する代表的な記事としては次のようなものがある。 この記事でもそうであるが

全般的にソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークの負の側面として衆人環視が取り 上げられることが多く，
メリット面で考察した記事はほとんど見かけられない。
『ネット衆人環視社会の息苦しさ』（神田，2015） 。
http:/fbylines.news.yahoo.co.jp/kandatoshiaki/20150908・ 00049283/,(2016/12/15)

41 見えざる手（an invisible hand）とは，アダム ・スミスの『国富論』（Smith 1776,BookIVp349) 
に登場する言葉であり，原著では自らが自己の利益を追求することによって意図せずとも杜
会全体の効率性に影響を与え成長に寄与することを示した内容の 一文であるが， 近年では市
場における自由競争が自動的な需要と供給の調整機能を実現するといった文脈で広く使われ
ている。 本章でも後者の調整機能としての意味で用いている。

42 Airbnbは，同社が運営する民泊サー ビスで差別があるとの批判を受け， 問題解決に向けて対策
を講じることを発表し報告書（Murphy, 2016）を作成したうえで人種や宗教， 国籍， 身体的障
害， ジェンダー， 年齢などを理由に宿泊希望者を拒否することがないように利用ポリシ ーを
改定した。

43 取引コストアプロ ー チの定義については， ”TheEconomics of Organization: The Transaction Cost 
ApproachesぺWilliamson.(1981），松原圭吾訳『組織の経詩学：取引コストアプロ ー チ（上 ・ 下）』2002,
立教経済学研究を参考にされたい。

44 f取引費用の経済学」の主要文献として，（Williamson, 1978, 1986）を参考にした。
45 以下の「弱し、紐帯の強さ」と「埋め込みの問題J及び「ネットワ ークによるガパナンスjの

説明は，（Granovetter, 1973, 1985, 1992；中野，2011）を参考した。
46 中野 （2011）の3つのガパナンス ・ システムの説明では， Williamson (1986）による取引コス

トの考察を含めた説明になっていないため， なぜ， ヒエラノレキ ーが取引コストを節約するこ
とができるのかをわかりやすくするために， 探索コスト 3 交渉コスト，契約コスト， 監視コス
トのそれぞれの取引コストがわかるように加筆した。なお，ここで挙げた契約に関する研究視
点ではエ ー ジェンシ ｝理論も含まれる議論ではあるが，主にネットワ ークの議論が中心となる
ため省略した。 詳しくは，（Fama, 1980）を参照のこと。

47 埋め込み概念の起源については， 2001年発行のペーパーパック版に記載された社会学者 Fred
Blockのイントロダクションを参考にした。（Polanyi, 1944) 

48 フリ ーダム ・サマ ーとは，1964年ミシシッピー州に全米の大学生が集まり，ミシシッピー什｜の
黒人投票登録率を上げるための活動である。
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第2章シェアビジネスの消費行動研究の展開

1消費者行動研究レビュ ー の概要

前章では， 急成長するシェアビジネスには， 従来のビジネスとは異なるシェアビジネス特

有の構造的な仕組みがあるのではないかというリサ ーチクェスチョンを明らかにするため，

構造決定的な側面での経済学ディシプリンや杜会学ディシプリンで議論される研究を中心に

文献レビュ ーを行った。

前章からは，本研究の研究対象となるP2Pシェアという個人間のソ ーシャルな関係性が重

要となるピジネスでは， どのように設計するのが望ましいのかといった視点で考察した。 シ

ェアビジネスのプラットフォ ー ムにおいて，多くの利用者の支持を受け発展させるためには，

共有資源や消費者間の関係性を効果的に促進するためのガパナンスの問題， そして， 健全な

競争が行える仕組み， 利用者聞が短時間で迅速に取引の相手方を信頼できるか判断できる仕

組み，そして，監視コストを下げるための仕組みが必要であるこということを明らかにした。
また， 従来のビジネスのプラットフォ ー ムにはない戦略要素という点で， 従来のリアルでの
取引を中心としたビジネスよりも， 遠隔地で直接事前に相手方に関する情報を入手し取引を
検討することができないような取引において重要となる「ソ ーシヤル」の関係性についての
先行研究レビュ ーを行った。 そこでは， グラノベッタ ーの研究に代表する「弱し、組帯の強さJ
のようなソ ーシャノレ ・ ネットワ ークの関係性が取引相手の情報の信頼性を判断しプラットフ
ォ ー ム利用という判断をするうえで重要で、あるという点を明らかにした。 つまり， これまで
の文献レビュ ーではどのような構造的な特徴を備えたプラットフォ ー ムを設計すればうまく
機能し， そのプラットフォ ー ムを運用することで持続的にサ ービスを展開することができる
のかという点を明らかにしてきた。
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しかしながら， 消費者はどんなに良い機能や性能を持つ商品やサ ービスが提供されたとし

ても， 必ずしもその商品やサ ービスを選択し利用するとは限らない可能性があり， ましてや

ソ ーシヤノレな人間関係による影響はあるとしても， そのことだけでプラットブオ ー ムを選択

しているとは限らない。 また， 同様に仮にシェアビジネスの先行企業である Airbnb や Uber

などが， 構造的に既存の競合事業者との比較優位となる優れた特徴を備えているからといっ

て急激な成長をしたという説明では説得力に欠けるといえる。 したがって， それらの構造的

な特徴を認識し利用するという何らかの欲求がそこには存在しており， そして， 実際にシェ

アビジネスを利用するという消費者行動に基づく動機といった側面での検討がなければ， 何

故3 シェアビジネスの先行企業がこれほどまでに急成長することができたのかを明らかにす

ることができないといえる。

したがって， 本章では， このような問題意識のもとで， 「何故， シェアを伴うプラットフォ

ー ムを選択しているのか」といった動機を本章での文献レビュ ーにおけるリサ ーチクェスチ

ョンとし， 消費者行動研究を中心とした文献レビュ ーを行う。 本章の第2項では主に消費者

行動研究の発展を｛府轍したうえで考察し， 次の第3項では， 本研究の主要な関心事項である

特にコラボ消費などシェアという概念を伴う従来の消費とは異なる消費行動をしているので

はないかという， その基本的な前提となる消費行動に関する研究をレビュ ーする。

具体的には， 消費者行動研究の発展を概観しポストモダン研究までの問題意識と研究対象

について， 第3項ではさらにコラボ消費などと従来の消費との相違点について検討する。 消

費者行動研究では， 社会学的ディシプリンでの社会心理学， さらに認知心理学といった心理

学ディシプリンといった幅の広い概念を含む研究領域があり， その研究対象は， 購買とその

意思決定というものを中心に検討されてきた。 しかし， 近年では所有とし、う欲求そのものの

概念についても消費行動のひとつとして考察（Belk, 1988）が行われている。

本章では， 購買についてだけではなく所有という概念から， さらに共有という概念を中心

とした考察を行う。 まず3 シェアを伴う行動を選択する要因， つまりシェアビジネスのプラ

ットフォ ー ムを選択する動機とはどのよう外的要因や内的要因が影響を与えているのかを明

らかにする。 さらに， シェアビジネスを利用する消費者の内面を探る萌芽的なモチベーショ

ン ・ リサ ーチ研究から，消費者行動の個人毎に異なる選択を説明する変数に着目した合理的，

分析的な視点で考察する。 そして， 感情などの非合理的な側面までを考察したヒュ ーリステ

ィックなポストモダン消費者行動研究， そしてコラボ消費というシェア概念を伴う消費行動

研究について概観し， 実証研究に向けた整理を行ってし、く。
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2. 消費者行動研究の発展とシェアビジネスの利用動機

2.1 消費者行動研究発展過程

インタ ーネットの普及などによるグロ ーパノレ化の進展や社会経済状況などの急速な変化，

さらに近年ではソ ー シヤノレ ・ ネットワ ー キング ・ サー ビスの全世界的な普及によって消費者

の価値観や行動も変化している。 このような外部環境の変化があるなかで， さらに第二次世

界大戦当時の物資不足の時代から特に先進国を中心とした充足した時代へと変遷したなかで，

消費者の価値観や行動も大きく変化し， その変化に対応して消費者行動研究も大きく発展し

てきた。

消費者行動研究が学問として飛躍的に発展したのは， 第二次大戦後である。 人間行動の一

般理論を導くためにさまざまな学問領域からの理論を応用するべきだという行動科学の考え

方が提唱されるようになり， 経済学の問題点を解決する1つの方法として提示したのが

Katona (1975）による経済心理学である。 Katona (1975）は， 経済学では市場全体の把握には

適しているが， 特定の状況や特定の条件のもとでは人間の行動を説明できないという問題意

識のもとで， 個人の人間活動の研究を出発点とする心理学の考え方を取り入れた（Katona,

1975；清水聡， 1999） 。

一方で， 同時期に経済学の限界を社会学の考え方で解決する経済社会学研究も登場した。

代表的なものには， 世帯の職業， 所得源， 家屋などから5つの階層に分けて所得が同じあっ

ても所属階層によって消費傾向が異なることを証明した社会階層研究や自らが所属する集団，

準拠集団によって消費に影響を与えることを示した準拠集団研究， そして， マスメディアの

個人への影響を示し， オピニオンリー ダーの重要性を明らかにした対人的影響研究などが挙

げられ， 経済社会学研究からは社会階層のデモグラフィック研究や地域研究， 家族研究， そ

して， 口コミ研究へとそれぞれ発展していった。

その後， 消費者行動研究はマー ケティング領域でその重要性を認識され， さらに消費者行

動研究は発展していった。その流れのなかでも現在の消費者行動論に大きく貢献したものは，

消費者心理学であるといわれているが 1950 年代頃からフロイトの精神分析学を基礎とした

Dichter (1964）らに提唱された「モチベー ション ・ リサー チJからと言われている。 「 モチベ

ー ション・リサ ーチ」は 1960 年代の中ごろまで消費者行動研究の中心的な流れとして研究

されてきた。 （清水聴， 2006)

Dichter (1964）らは， 消費者が何を考えて商品やサ ー ビスを選択するのか， なぜ特定のブ
－
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ランドを買うのかとし、う動機を探ろうとする研究をスター トさせ， このような購買動機調査

は注目を集めることとなった。 しかし， 当時の研究方法の主流であった特定の言葉から何を

連想するのかといった言語連想法や文章を示し， 回答者に空白部分を埋めてもらう投影法に

よる臨床心理学的な方法では， データの信頼性や解釈に客観性が欠けていることを指摘され

るなどの批判もかなり多く， 一般化することが難しかったことからその後に下火となった。

（杉本， 1997)

その後， 1960 年代後半から 1970 年代前半には消費者行動の統合的な概念モデルによる説

明がなされる研究が台頭し，現在のような消費者行動モデルの原型が見られるようになった。

この時期の理論研究は， 新行動主義ともいわれている C.L.Hull(1943）の S圃O-R 理論

(Stimulus-Organism -Response Theory)49からの影響が見られるが， イメ ー ジしたものや知

覚されたリスク 3 そして， それらから個人が示す態度などの認知に関する研究が多く見られ

るようになり， 行動的研究よりも認知心理学的な研究が主となる個人が持つパー ソナリティ

ーや心理生理学的な手法によるアプロ ー チへと関心が推移していった。

1970 年代前半に入り，「態度jを主要な概念モデ
、
／レとする 「多属性態度モデ

、
ノレjが盛んに

議論されるようになった。 「多属性態度モデル」は， 態度を主要な媒介概念としたうえで， 態

度を形成するルー トには大きく2つあると考えられており， 1つは与えられた情報を正確か

っ論理的に処理するものであり， 情報を認知的に処理する中心的ノレー トというものである。

もう一つは獲得した情報を， 事前知識を元にしたカテゴリ ーに当てはまるかどうかという判

断をしたうえで， 適度に不一致の場合に感覚的に処理するものが周辺的ノレー トである。 前者

の中心的ノレー トでの態度形成を考えていくものが Fishbein モデルを中心とした多属性態度

モデルである（Fishbein et al., 1975） 。

さらに， Fishbein et al., (1975）は， 人間行為を一般的な簡易モデルによって説明しようと

した。 「行為： ActionJ は 「意図： IntentionJ の結果であり，「意図」とは何かの行動を起こ

す上での程度であるどしp さらに「意図」は， 「行為への態度Jと行動に対する態度が何がそ

の場で期待されているのかという「主観的規範jの三つの変数によって説明されるとして合

理的行動理論としてまとめられている。

合理的行動理論では， 現実に出現する行動（Behavior）は行動意�（Behavior Intention）によ

って予測され，行動意図は，その影響下で当該行動を行うことに対する態度(Attitude Toward 

The Action）と， そ の状況において ど のような結果が期待されるかという主観的規範

(Subjective Norm）の二つによって決定されると提唱した。 つまり， 図9で示すように態度が
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行動の決定要因ではなく， 行動意図が行動の直接的要因であるとするもので， 行動意図を予

測するためこれらの二つの要因それぞれを， 重要度に応じて重みづけするものである。

行動！こ対する態度
Attitude toward 

the action 

主観的幾範
Subject Norm 

行動慈錯 行動
Behavior Intention Behaνior 

図 9 出所：合理的行為モデル（Fishbein and Ajzen 1975, pp.222・223)

Fishbein モデルに代表される態度研究は，消費者のブランド選考を予測するモデルとして

成果を上げ， その後の研究にも影響を与えた が， 消費者の購買行動を態度という静的な媒介

概念でとらえることや自己の選択を態度として言語化することの限界を指摘された。その後，

刺激に反応する受動的な消費者という捉え方から能動的に自ら目標を持ちそれを達成すると

いう情報処理能力が意思決定過程を支配しているとする Bettman (1979）による「消費者選択

に関する情報処理論」がその後の研究に大きく影響を与え， 1980 年代前半には情報処理過程

そのものを分析する手法なども開発されるなど「消費者情報処理パラダイムJが形成されて

いった。

1980 年代後半になると 「消費者情報処理パラダイム」の研究領域の細分化，精微化 が進ん

だこともあり， 消費者の合理的な側面に感心が過度に持たれすぎるなどの批判を受けるよう

になった。 そのようななかで 「消費者情報処理パラダイム」と併存する形で 1980 年代半ば

までをいわゆる 「モダンな消費者行動論jとした場合に対して， より主観的で非合理的なヒ

ュ ー リスティックな側面で消費者行動をとらえようとする消費者行動研究を［ポストモダン

消費者行動研究」と言われている。（清水聡， 1999)

消費者行動の発展過程を整理すると， 市場全体の消費者行動を解明する経済学的マクロな

視点， そして， その市場全体を細分化して同質の消費者集団からなるマー ケット・ セグメン

テー ションの段階， さらに細分化して受動的な個人を仮定した段階， そして， 個人それぞれ

の状況に対応した能動的な個人を仮定した段階と全体から一個人の行動を研究する流れへと
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発展してきたことがわかる。

なお，Fishbeinの合理的行為モデノレは，人間の完全な意思に基づく行動を仮定していたこ

とから， 意図したことと実際の行動の関連の低さが問題点として指摘されてきたが， 意図に

影響を与える 「行動に対する態度jと「主観的規範」という2つの変数に加えて， 「知覚行動

制御（per℃ eived behavior controDJという変数を加え， 改良が行われてAjzen (1985）によっ

て提案されたのが図10で示す 「Theory of Planned Behavior （計画的行動理論）Jである。

計画的行動理論では，行動に対する目標と計画が行動へと導く方法として，検討中の行動

を知覚して行動を制御するという 「知覚行動制御（perceived behavior control) Jを考慮に入

れた理論である。 つまり， 制御要因から形成された信念が， 意図に影響を与え， さらに直接

的に行動にも影響を与えると定義されている（Ajzen,1985）。

現在では， 一時下火となっていたモチベーシヨン ・ リサ ーチに応用されるなど， 行動動機

モデルとして， 主にIS （情報システム） 理論研究などで検討が行われている。
行動に対する態度

Attitude toward 
th記 action

主観的規範
Subj台ct Norm 

知覚行動制御
P告rceived

b世havioral control 

ヲ岳，， 

慈雲a
Intention 

図10 計画的行動モデル

出所：Ajzen (1985,Figurel) 

行動
8邑havior

Ajzen (1985）の計画的行動理論では， 人々が保有している行動に対する態度や主観的規範

および知覚行動制御といった信念は， 多種多様な文化や個人的な状況的要因によって影響を

受け， 特定の行動の結果へと至るということを認識することが重要だと主張した。

具体的には， 若者と高齢者， 人種，学歴，貧富の差， 支配的で従順な人，外交的， 内向的，

個人主義的もしくは全体主義的思想といった違い， さらには， 物理環境， 社会環境にさらさ

れた情報によって， 価値観や偏見などから広範に影響を受ける可能性があることを示した理

論でもある。
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以上のことを踏まえ考察するならば， 急速に普及し発展したプラットフォ ー ムは， 世界中

の文化や人種， さらには多様な価値観を持つようなユ ーザーを獲得して数多くの国々におい

ても成長することができたということが客観的事実として存在する。

つまり p シェアビジネスの場合には， 個人が持つ人格や価値観などの要因， 文化や宗教，

人種といった社会要因， 事前にそれぞれが持つ情報内容や知識などの背景要因， さらには多

国間という相違がある点を乗り越えて成長してきたのは間違いない。

したがって， 行動に対する態度や主観的規範および知覚行動制御へと導く強い影響を与え

る要因， もしくは， 社会文化的な背景要因を総合的に調整し行動意図へと導く背景要因がそ

れぞれのシェアビジネスのプラットフォ ー ムに存在し， そして， 実際に利用するという行動

へと繋がっていると考えることができる。

なお， Ajzen and Fishbein は， このような背景要因と行動との関係を説明するため， さら

に， 次の図11で示すような合理的行為モデ
、

ルと計画モデルとを統合したモデルを提示して

いる。（Ajzen et al., 2005) 

祭教
人種 s R;n英

文化

情報
知識
メディア

千渉

図11 合理的行為モデルと計画的行動モデルの統合

出典： Ajzen and Fishbein (2005）を基に筆者が作図
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この統合モデノレで、は， 以下の4つの基本的な前提が示されている。

1. 意図は， 実際の行動に対する直接の前提となるものである。

2. 意図は， 行動に対する態度， 主観的規範， 知覚行動制御によって決定される。

3. これらの決定要因はそれぞれ， 基本的な行為， 規範および制御の信念の関数である0

4. 行動， 規範， および制御の信念は， 幅広い背景要因（個人要因， 杜会要因， 情報）の

影響を受け関数として変化する可能性がある。

2.2 ポストモダン消費行動研究の展開

「モダンな消費者行動論」までは， 主として市場全体から一個人の 「購買行動jを対象と

していた。 アンケート調査や心理実験を用いることによって， マ ーケティングに必要な商品

開発や価格戦略などの意思決定に必要となる調査データを収集し， 集めた調査データを統計

技術により集計分析するという 「定量的アプロ ー チJが主流だった。 このような研究の対象

となるのは， 車や家電製品や食品といった工業製品が主で、あった。 たしかに， このような製

品では機能性といった実用面での評価が重視されるものであり， 「消費者情報処理パラダイム」

のような分析手法はかなり効果的に有用性を認められる結果が得られる。 なぜなら， それぞ

れの個人がそれらの製品を使う上での用途や目的が明確なものであれば， それほど個人聞の

価値観の相違があるわけで、はないというのが実情だからである。

しかし近年では経済が成長し発展していくなかで， 消費者の価値観も多様化しているこ

とが指摘され， 例えば， ファッションブランドや宝飾品， 音楽などのエンターテインメント

など， それまでの消費者行動分析が対象としなかった非耐久消費財やサー ピスが登場してい

くなかで， 消費者行動の一般性を求めるような動きから， 個人それぞれが持つ経験や知識と

いった主観的な面での感情を分析する必要性が出てきた。 このような背景のなかで客観性が

ないとして批判され衰退していたイノベーション ・ リサ ー チでも取り扱った 「個別」 「主観」

を取り扱う研究が再認識され， 最新のデータベース情報処理技術や統計手法を用いることで

注目を集めて研究が進められているのがポストモダン消費者行動研究である。

最近のポストモダン消費者行動研究といっても， 統 一的な理論が確立しているわけで、はな

い（清水聡 1999,p28）。すべての消費者行動研究とされるモデ
、
ノレを検証することは時間的にも

難しいが， 次の2つのモデルが本研究の問題意識と通じる研究として先行研究事例も多く，

さまざまな分野で検討が行われている。 50

1つめは， インター ネット利用や情報システム利用の人間行動を検討するモデルとして，
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ヒュ ーリスティックな変数を再検討し拡張した技術受容モデ
、
ルで、ある。 三つ目は， 前項でも

整理した計画的行動モデノレで、ある。

技術受容モデ
、
ルとは， 計画的行動モデルと同様に合理的行動モデルを応用したものである

が， 情報システムの利用行動を予測するモデルとして応用されているモデルであり， インタ

ーネットショッピングにおける利用行動を明らかにする研究51などがある。

Taylor & Todd (1995）は， 技術受容モデルと計画的行動理論の2つのバリエ ーションを比

較し， どちらのモデ
、
／レが情報技術の利用行動を理解するのに役立つかを評価した。 調査モデ

ノレは， コ ンピュ ータリソ ースセンターの786人の潜在的ユ ーザーから収集された学生データ

を使用して比較した。 実際の利用行動データとして，12週間にわたるリソ ースセンターへの

3,780回の訪問を監視することで実施した。 その調査結果としては， 利用行動を説明する能

力に関してほぼ同等で、あることを明らかにした。 しかしながら， 計画的行動理論における信

念構造の要素を詳しく分解し検討することで， 行動意図の説明が適度に増加した結果となっ

たとしている。 つまり， 計画的行動理論における説明変数， つまり因子について， より吟味

し検討をすることで， プラットフォ ーム設計やガパナンス ・ メカニズムの実装戦略の適用に

ついてのシステム利用に影響を与える利用行動意図をより深く理解することができることを

示した（Taylor et al., 1995） 。

以上の整理から， 本研究では， このように一定の評価．を得ていることなどから， シェアビ

ジネスのプラットフォ ームの成長要因を明らかにするうえで， 計画的行動モデ
、
ル及びそのモ

デルへとつながる先行研究を中心に， 行動意図の因子をより具体的に検討することで説明す

ることが可能なモデルを検証していくこととする。

2.3消費行動研究における所有概念 ， そして共有概念へ

次に， 行動意図の因子を検討するにあたり， まずは所有と共有という概念の違いによる行

動意図の相違について検討するO Belk (1988）は， 「消費者のモノに対する欲求の意味を理解

しなければ， 消費行動の理解はできなしリとして， 「所有と拡張自己」という論文で， 「私た

ち自身の所有物は， 私たちのアイデンティティを反映したもので， アイデンティティに対す

る主要な貢献を為すものであるJと主張した。

つまり， 所有物というのは， 自らの意図とは別として， 自らの所有物を自分自身の一部と

見なすことができるという。Belk (1988）はこのような所有という行為を消費者行動研究の一

連の検討のながれを踏まえたうえで， 「拡張自己jという概念で説明したのである。
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「拡張自己」は， 購買行動の， 要因というよりも， 自分自身というものを形作る構成物と

して， 自己という概念を拡張するものであり， 消費者自らが持つコンセプトと消費するプラ

ンド選択理由との関係を明らかにすることができるものであるとした。また， 「拡張自己Jの

対象物は， 物理的なモノに限定されるわけではない。 たとえば， 次の4つの概念にも適用可

能なものである。（松井，2016)

1.個人レベル

アクセサリーや車洋服など着る人の考え方やセンスが反映する持ち物

2.家族レベノレ

自分の住んでいる家や長年使った愛着のある家具や家族写真など

3.地域レベル

自分が住む場所や故郷などの郷愁を覚える場所

4.集団レベル

スポー ツや趣味のコミュニティなどの特定社会集団への愛着

これらを挙げると家族としてのアイデンティティを表現するものや地域コミュニテイへの

帰属意識といった自己のアイデンティティを形作るようなものである。 一方で， 他者との関

係性のなかでお互いを認識し， そこに問題意識を感じるなら変化させようとすることで拡張

自己の変更をしようとする。 その関係性はインタラクティプで動的に変化するものであると

している。

Belk (1988）による拡張概念は消費者行動として広く支持され，親が子供との関係、性でのイ

ンターネットショッピングにおける行動理由を明らかにするなどの研究（坂下 et al., 2011)

へと展開され， これまでの合理的行動理論などでは明らかにできない， より消費者が持つ内

面的な面での行動選択理由をこの研究ではアプロ ーチしたうえで明らかにしている。

1988年の「所有と拡張自己jの論文は， インターネットが現在のように発達する以前のも

のであるが， インターネットの普及によってさまざまな技術的な変化や所有対象となるモノ

やコミュニティ意識を感じるようなサー ビスなどが登場し， 価値観も変化してきている。 そ

の文脈においては， 所有という概念やコミュニティ意識も大きく変化し， インターネット以

前と以降とでは異なっている面も多くあると考えることもできる。 さらに， この論文の発表

時点では，「所有Jという概念のみで「自己拡張Jを説明していたが，Belkは，2010年の 「シ

ェアリング （共有） Jという論文で，「共有J つまり， シェアという概念を 「私たちが見過ご

してしまった基本的な消費者行動」であると再認識し， 古くから存在していたが， 現代にお
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いてこそ拡張自己への示唆を含む重要な概念であると主張した（Belk, 2010） 。

この論文では，シェアすることは，贈り物や分け与えるといった分配（Sharing Out）と混同

することもあるが，共有（Share） と割当（Share out）を区別し，共有するとしサ概念によ

って，自己を拡張することが可能で，これまでの物質主義と所有権という概念で隔てていた

人との境界を解消することができると主張している。

例えば，貧しい黒人の子供たちを対象とした調査では，「自分だけで楽しむおもちゃ」では

なく，他の人とコミュニケ ー ションできるようなトラン シーパなどの，「子供同士が遊びを共

有できるおもちゃJを選択したとしている。これは， 貧困層の子供たちの生存戦略としての

「共有」やコミュニティに対する表現としての「共有」という根源的な 「共有」への欲求が

あるという利己的な理由だけではない 共有することの利 他的な側面の重要性を示している

(Belk, 2010） 。

Belk は，消費者行動研究は， 「共有」をあまり重視してこなかったが，消費を理解するた

めの基本的なことを省略してきたのではないかという問題意識を踏まえたうえで，インター

ネットのような最新の消費現象によって新たに生まれた概念ではなく最も古いタイプの消費

行動であると，本研究での第1章のコモンズの検討にも共通する問題意識を示した。

Belk は， 「共有」というものがインターネットによって，さまざまな技術や仕組み，価値

観などが変化する以前から拡張自己に影響を与える根源的で重要な概念であると主張する一

方で，このような価値観の変化を踏まえ 2013 年に Belk (1988）の論文で示した枠組みを大き

くアップデートする 「デジタノレ世界での拡張自己」という論文を発表した。このなかで指摘

しているのは，次の 5 つの変化で、ある（Belk, 2013a） 。

第1は，脱物質化である。ネットが普及したことで，拡張自己のなかに写真や音声，動画

といったデータによるものが増えていること。そして，そのデータはストリ ーミング配信な

どサ ーバクラウドで管理されるようになった。

第 2 は，再構成である。写真や動画を編集する過程で，自己の提示した方法をよりコント

ロ ーノレできるようになった。

第 3 は，共有である。以上の写真が動画はネット上で多くの人に シェアされるようになっ

たということである。この結果として， ネット上に直接的には会ったことのない仮想空間で

のコミュニティが形成され，現実世界にはないグルー プ。を通じて拡張自己が形成されるよう

になった。

第 4 は，自己の共同構築である。それらの仮想空間での自己顕示を通じて，ネット上の肯
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定意見 「いいね！ Jをもらったり， タグ付けされたり， コ メントされたりするこ左で， その

人のアイデンティティが形成されていくようになったということである。

そして， 第5は， 分散メモリである。 これまで， 拡張自己の一部を形成するものには， 家

具， お土産， 写真，記録， 書籍， 衣服， 手紙が含まれていた。 しかし， デジタノレ世界で、は，

記憶を記録して保存するインターネット上の保存場所が存在するようになった。

このような変化を踏まえて， オンラインでの自己拡張をさらに検証していく必要があるこ

とを提案した。 Belk は，さらに，これまでの 「共有Jという人類の歴史と同じくらい古い現

象であるものとして， 「コ ラボ消費J （＝協調的消費），そして3 インターネット時代に生まれ

た現象である 「シェアリング・エ コ ノミ ー」を関連づけて考察した論文を 2013 年に発表し

ている（Belk, 2013b）。

この論文では， 「共有jと 「コ ラボ消費」を検討したうえで，今日ではどちらも普及してい

ることから， これらプラクティスにおける現在の成長の理由とf販売と所有」としづ伝統的

なモデ
、
ルを使用している企業に対しても， 「共有Jと 「コ ラボ消費jの影響を検討することが

重要で、あること， そして， このような背景の中で， 消費の代替手段としての 「共有」や「コ

ラボ消費Jという新しいビジネスパラダイムを無視するのは愚かなことだと主張している

(Belk, 2013b）。

そのうえで， Belk は， これまで， 「所有Jという概念を中心に「自己拡張Jの考えかたを

研究し論じてきた自身へ自戒も含めて， 「所有Jというのは古い考えかたであり，所有権を伴

わない 「所有Jと「利用」としづ概念の検討を変更する必要があるとしている。

以上から， 次にこれまでの文献レビュ ーを踏まえたうえで， ここ数年の最新のコ ラボ消費

研究の特に具体的なコ ラボ消費の動機モデ
、
ルの研究を対象に整理し， ケ ーススタディに向け

た検討項目及び本研究の概念モデ
、
ノレの参考とする。

3. コ ラボ消費の動機モデル研究

3.1コラボ消費によるシェアビジネスの特徴

序章でも簡単に触れてはいるが， コ ラボ消費の動機モデ
、
ルとして実際に実証研究を行った

代表的なものに， Hamari et al. (2013）の研究がある。 Hamari et al. (2013）の調査では， ま

ずシェアビジネスの上位概念にあたる特徴ともいえるコ ラボ消費というコンセプトの定義を

明らかにしたうえで， 消費者が協調的消費に参加する動機を探ることに焦点を当てた。
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この研究における理論的仮説は， 自己決定理論（Deci et al., 1985; Lindenberg, 2001）に基

づき分析しており， コ ラボ消費に関連した態度形成と利用意図における内因性および外因性

の動機を明らかにしたものである。 Hamari et al. (2013）は， 対象とする コ ラボ消費を定義す

るにあたり，既にサー ピスを提供している 254 のシェアビジネスのサ ービスの特徴を分類し

たうえで図 12 で示す定義を示した。

common 
characteristics 

｛共通特性）

Veins of 
ぬariれg ecoれomy
（共事経済性質｝

IC下enabled :1警報趨穣投機活用

Collaborative：共｛南約

Social：社会性

Sharing側based：分かち合い

Ideologically driven：理念傾向｛持続有能性，準体制約｝

図 12 コラボ消費の特徴とコンセプト (Hamari, Sjoklint, and Ukkonen 2013, p4) 

Hamari et al. (2013）の検討では，序章で本研究の定義としても示した「P2P シェアによる

商品とサ ービスの消費を共有する活動Jというコラボ消費の概念をシェアリングエコノミー

というの経済活動の一部を構成するものとして定義している。 図 12 の最上段に配置し説明

しているのが， シェアリング・エ コ ノミーの全体概念であり， その概念を構成する各要素が

共有すること及び コ ラボレ ーションすることなどの調整機能を実現していることを示した。

そして，「 コ ラボ消費の コ ミュニティ」が， これらの調整センタ ーの代表的な役割を果たして

いると主張している。

「共通特性」 としたセクションでは， 協調， 社会活動， 共有， イデオロギーなどのより大

きなシェアリング経済現象の側面についてさらに説明している。 そして， 最下部の「共有経

済性質jのセクションでは， 賃貸， 交換， 取引などの経済活動への参加の意欲を理解する目
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的で， 254 のコラボ消費のモデルを分析しその特性のマッピングすることで共通の特徴など

を分類している。

そして， その分類の検討結果によると共通の特徴として， 情報通信技術活用（ICT”Base),

協働的（Collaborative）， 社会性（Social)， 分かち合うベース（Sharing·based）， 理念的な動機

(Ideologically driven）という 5 つの要素が備えているということを示している。

つまり， 情報通信技術が発展しこれまで出会うことができなかった同じ理念を持つ遠隔地

の顧客同士がリアルタイムで出会うことが可能となり， オンライン上でその顧客同士がコミ

ュニケーションすることができるようになった。 そして， ソーシヤノレメディアの普及によっ

て， 顧客が独自に作成したコンテンツを発信し， ユー ザー同士がそれらのコンテンツをシェ

アすることで， 顧客同士がサービスを提供する企業と直接関わらずに関係を構築し協働する

ことが可能になった。 以上の要素が， シェアビジネスの特徴であると主張している。

なお， Hamari らの定義では， 本研究のシェアビジネスの定義である個人間取引を前提と

しているわけではなく， ビジネスに限らず協同で消費行動をする行為全般をシェアリング・

エコノミ ーと定義し検討を行っている。

Hamari らの定義が本研究の研究対象とするシェアビジネスの定義として大きく異なるの

は，ビジネスの側面に限らず， 非営利のオープンソースソフトウエアや Wikipedia のような

インターネット百科事典などの活動も含めてコラボ消費として定義し検討している点である。

したがって， まずは， このコラボ消費というシェアピジネスの上位概念といえる行動の動

機についての先行研究を検討したうえで， シェアビジネスという営利を目的とした「ビジネ

スjのマネジメントという視点で， このような非営利のコラボ消費活動と営利のコラボ消費

活動の相違点も含めて， シェアビジネスの利用動機の問題意識を整理する。

3.2 自己決定理論によるコラボ消費の参加動機研究と概念モデル

P2Pシェアのようなコラボ消費のプラットフォ ームにそれぞれの利用者が参加すること

の動機， そして， その動機につながる態度とは一体どのようなものなのか， といった参加動

機の研究が不足しているとしていること， そして， 合理的行動論研究を中心に行われてきた

モチベーション ・ リサーチの多くの研究では， 実際に人の態度と行動との間にギャップがあ

るということが指摘されている（Hamari et al., 2013） 。

Hamari et al. (2013）は，特にコラボ消費の利用動機という研究アプロ ーチを決定するにあ

たり， 関連する分野の多くの態度論研究の状況を踏まえたうえで，自己決定理論（Deci et al.,
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1985）による コ ラボ消費の利用動機の実証研究を行っている。

本研究のこれまでのレビューを加えた概念モデ
、

ノレを定義するうえで， まずはHamariらの

実証研究の内容について， その研究方法論やアプロー チのレビューを行い， 概念モデル構築

に向けて検討することとする。 52

自己決定理論は， 非動機付け （amotivation), 外発的動機付け （extrinsic motivation), 

内発的動機付け( intrinsic motivation） という3つの動機付け状態を区別したモデルであ

る。 行動すること自体が目的で， そのことにより喜びゃ満足を経験するような動機づけが内

発的動機付けで， それは与えられた行動からの内発的な価値や楽しみに起因するような動機

であるのに対し， 外発的な動機は評判や金銭的利益などの外部の圧力に関連して影響を受け

行動しているとする。 そして， 無能感を高め内発的な意欲を低めるような非動機付け的側面

の3つの面があるとする理論である。

Lindenberg (2001）によれば， 内発的な動機には2種類あるとしている。 一つ目は， 活動

そのものから派生した楽しさと， 二つ目は， 適切に行動することから得られる価値， つまり

規範に従う行動ということである。 関連する研究では， これらの動機付けを， Lindenberg

(2001）の概念化を補完する他の研究（Lakhani et al., 2005; Nov et al., 2010）との関連度によ

って分類している。 例えば， それら活動を通して経済的利益を享受しようとするということ

は， 他人の意見に直接影響されないのに対し， 評判と規範に従うことは， 他の人々がその活

動をどのように反映するのかに直接依存する。 これらの動機づけの内発的な要因については，

1 ）持続可能性， 2）楽しさ外的動機については，3）経済的利益， 4）評判を考慮するとい

うモデ
、

ルで、ある。

これまでにも論じたように，一般的なコラボ消費や商品，サ ー ビスのシェアは，しばしば，

エ コ ロジーな健全さがあるだけでなく経済的で、もあるとも言われている（Belk,2010） 。 した

がって， 共有に参加することは， 消費者が商品の排他的な所有権を持つよりもコラボ消費 コ

ミュニティのなかで， より低コ ストで利用できるものに置き換えることが可能な合理的かっ

効用を最大化する行動といえる。 さらには， シェアによる節約という経済的なインセンティ

プを生み出すことができる（Bock et al., 2005; Davenport et al., 1998; Kankanhalli et al., 

2005) 

また， コ ラボ消費から派生し， お金と時間を節約する形での外的報酬は， コ ラボ消費に対

する態度や コ ラボ消費に参加する意図に積極的に影響すると仮定する。 態度は行動の主要な

決定要因どみなされる（判zen, 1991）。 さらに，Fishbeinの合理的行為モデ
、

ルのレビューでも
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示したように， 意図したことと実際の行動の関連の低さが問題点として指摘されてきた。 し

たがって， 自己決定理論についても， 同様の問題意識から， それら行動と意図とを別々に測

定することが不可欠で、あるとしている。（Hamari et al., 2015) 

Hamari らの調査データは， 「 Sharetribe」（https://www.sharetribe.com）とし、うさまざま

な形態のシェアを扱う総合的なシェアビジネスサイトの利用者を対象にインターネットアン

ケ ー ト調査を実施している。 168 人の回答としてサンフ
。
ノレ数は少ないものの1Sharetribe」

は世界各地のコミュニティで使用され， 調査段階では全世界で479の地域でサービスを提供

しているとのこともあり， 一つの文化圏に限らず， 英語圏以タトからの回答もできるように調

査した点で国や文化を超えた調査を実施した点で評価できる。

Hamari et al. (2013）らによる自己決定理論によるコラボ消費の参加動機研究を仮説モデ

ノレによって検証した最終結果モデルが以下の図 13 である。

Sustainability 

持続性

Enjoyment 
娯楽性

Reputation 

評判

Economic 
benefits 

経済的便益

Attitude 
(R2=0.751} 

。、262全省 a

iロ3.320

行動意図
Behavioral 
intention 

(R2=0.662) 

図 13 自己決定理論によるコラボ消費の分析結果

なお， 図 13 に示されている最終的なモデ
、
／レは， 統計的に有意な係数を持つ相互作用のみ
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を提示して図示している。 最終モデルの分析結果では， 態度は行動意図に有意な正の効果を

示しているが， 特に， 「知覚された持続可能性jが 「経済的便益Jよりもより態度に影響を与

えている結果となり， 興味深い結果となったとしている。 しかし， 態度が行動に与える影響

は， 多くの研究が実際には人々の態度と行動の聞にギャップがあることを見出しているよう

に， ここでの分析の経路係数では有意で正であるが， 態度からはかなり低い結果となってい

る。 したがって， 他の多くの研究でも指摘するように コ ラボ消費という文脈においても態度

と行動にはギャップが存在するということを示している。

Hamari et al. (2013）の実証研究をまとめると次のような結果が報告されている。

内発的な動機は態度の強し、決定要因であるのに対し， 外的な動機には， 内的要因に比べて

態度に積極的に影響を与えていないことを示している。 しかし， コ ラボ消費の利用目的のた

めの外的な動機は， 「知覚された喜び」 とともに， より顕著な影響因子となっている。

態度は， 期待通りに行動意図にプラスの影響を与えるが， これらの構成因子間で典型的に

観察される関係と比較しでかなり影響は少ない。 これは， この文脈で報告された態度と実際

の行動との聞に相違があることを示している可能性があると説明している。 つまり， 「知覚さ

れた持続可能性」 は コ ラボ消費への態度にプラスの影響を及ぼしているが， 人々が コ ラボ消

費への実際の参加を検討するとき， それは低い役割でしか影響していないといえるというこ

とである。

しかし3
「知覚された持続可能性jのいくつかは，態度を通じて行動意図へと変換されてい

ることも観察することができる。 他方で， 「期待する経済便益J（費用と時間の節約） は行動

意園に重要な影響を与えるが， コ ラボ消費に対する態度には影響しないようである。 したが

って，態度や行動の意図に影響を与える要因にはそれぞれ差異があるようである。 「知覚され

た持続可能性」は コ ラボ消費への積極的な態度の形成において重要な要素であるが， 「経済的

便益」 も コ ラボ消費 コ ミュニティへの参加意欲の動機となっている。 しかし， 一方で
、注目す

べき点としては， 「知覚された喜び」つまり， コ ミュニティに参加する楽しさが態度形成左行

動意図に不可欠な役割を果たしているということである。

このような結果からは，個人の コ ラボ消費への参加理由には，Belkらが指摘するようにシ

ェアそのものの楽しむ動機のため， ソ ーシヤノレなネットワ ー クに参加することで実現する交

流といった 「シェア（共有）」 そのものが持つ 「楽しさjといった根源的な欲求が利用行動に

影響を与えているということが コ ラボ消費の実証研究の結果からも明らかになった（Belk

1988; Belk 2010; Belk 2013a） 。
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しかしながら， この調査では， 「Sharetribe」という コ ラボ消費によるシェアビジネスを利

用した人を対象にした調査で、あることから， 実際に コ ラボ消費によるシェアピジネスを利用

したことで共有する楽しさを改めて強く認識し回答したという可能性も否定できない。 つま

り， 何度も利用した人のほうが， より共有することの楽しさを認識して再利用するという動

機に至る場合も想定できることから， コ ラボ消費への参加という利用有無にかかわらず利用

動機に影響を与える要因とともに阻害する要因とは何かというアンケ ート調査による分析も

併せて必要ではなし、かと考えている。

また，この実証研究では，これまでの社会経済学的な文献レビューでは重要であるとした，

コ ラボ消費による取引の信頼性に関する項目， つまり， ガパナンス ・ メカニズムとして， 監

視 コ ストが埋め込まれていることが， 利用動機に繋がっているのではないかという疑問に対

して， 検証できる調査項目がアンケ ート内容には含まれていない。

また， この研究では， 態度に影響を与える動機因子のいくつかの項目については， 明らか

にしているものの， 実際にサービスを利用した人々の態度と行動の聞にギャップがあること

自体は指摘しているが，その要因がどのような因子によるものかという潜在因子については，

まったく言及がなされてはいない。

つまり， このままの調査結果からは， 急成長するシェアビジネスの利用動機として採用す

るには動機因子の検討が不十分で、説得力に欠けている。 特に「取引の信頼性Jに関する調査

項目や態度と行動とのギャップが何であるのかを含めた実証研究をさらには検討する必要が

あることから， 次の Teub企er, Hawlitschek, and Henner (2016）らの計画的行動理論による

利用動機の実証研究をレビューする。

3.3計画的行動理論によるコラボ消費参加動機研究

P2P シェアの阻害と推進要因を計画的行動理論によって検討した研究に， Teubner,

Hawlitschek, and Henner (2016）の研究がある。 この研究では， 計画的行動理論の検討のな

かでも示したように信念構造の因子となるさまざまな背景要因として抽出した 24 の動機因

子を網羅的に検証し， 探索的因子分析プロセスからはじめて2段階の検証プロセスを経て，

最終的には 20 の動機因子での概念モデルによる実証研究を実施したものである。

この実証研究の重要な点として， Airbnb のようなプラットフォ ームでは，杜会性に関連す

る因子の関連性が高い傾向が示されていることである。 これは， コ ミュニテイへの帰属意識

や社会的相互作用などの P2P シェアを通じて，他人を助けるといった利他的な楽しさだけで
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なく， 近くのピア同士の交流を通じて， 通常のネットコミュニティだけの規範意識よりも社

会的影響による規範意識への帰属が含まれていることを示している。

Teubner et al. (2016）らは， 現存する文献のレビュ ーおよび彼らの研究チ ー ムが報告

(Hawlitschek et al., 2016）した予備的な事前調査の結果に基づき， 24 の候補となる動機因

子を開発し潜在的な利用動機と阻害要因について検証している。

この実証研究では， 計画的行動理論（Ajzen, 1985）をベースに潜在的な動機を態度， 主観的

規範， 知覚行動制御という理論フレー ムワ ー クに対応し， カテゴリ ー別に分類し， 態度のカ

テゴリ ーについては， さらにサブカテゴリ ーは， 相対的優位／不手iJ， 適合性， 護雑性に分類

し検討した結果を SEM（構造方程式モデリング）によるパス図にしたのが次の図 14 である

(Shih et al., 2004; Taylor et al., 1995）。
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図 14 計画的行動理論によるコラボ消費参加動機の分析結果モデル（Teubner et al., 2016, p26) 

なお， この実証研究では， Hamari et al.(2013）らの調査対象が一つの 、ンェアビジネスプラ
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ットフォ ー ムのサイトのみからなる調査とは異なり， 住宅， 車， 商品， ライド、シェアリング

の 4 つのそれぞれのサイトの利用者を消費者としての利用と提供者の両方の観点から P2P シ

ェアの使用頻度を調査し報告している。サンプノレで、は， 全体的に， 消費者としての回答が多

く，4つの領域すべてにおいて， 供給の度数を上回っている。

P2P シェアの利用行動には， これらの分類したデータに基づいたそれぞ、
れの測定モデノレ

が存在することを想定しているが， この調査では， それぞれを分類せずに， ユーザーを共通

化したグノレーフ
。で， 提供と消費が行われているかどうかだけで検討している。一方で、利用形

態のタイプとして， 専門サー ビス提供者， 消費者としての利用のみ， そして， 両方を含むカ

テゴリーとして， アクティプユー ザー， 非アクティプユー ザーの4種類のユーザーを定義し

ている。

分析結果モデ
、
ノレについて， Teubner et al. (2016）らの解釈では， 行動意図に対しては， 中

程度の分散による影響を与えており，それは，態度（Attitude）から最も 大きく影響受けている。

そして， 態度は， 杜会的経験からの影響および知覚された行動（Perceived Behavioral

Control)の制御からの影響を受けていると分析した。

また， 知覚された行動制御における差異は， 知識と信頼が両方の効果によって影響を適度

に与えており， 態度はそれぞれカテゴリーからの背景的要因にかなり影響を受けている結果

となっている。態度に関しては 17 の仮説の効果のうちの 12 が重要な動機因子であることが

確認できた。すなわち， 節約， 製品の多様性， 杜会体験， 共有の楽しさ， 取引プロセスでの

リスク懸念， プライパシー 問題， 所有による自立， エコ 的持続可能性， 帰属意識， 現代的ラ

イフスタイノレ， 期待努力が 態度に影響を与えていることが示されている。

Teubner et al. (2016）らは， 多数の先行研究の仮説を影響因子として取り入れて分析した

ことを考えると，大部分の係数の値がかなり小さいことは驚くことではないと説明している。

一方で、， 「節約Jには中程度の効果があり，他の重要な要素にはほとんど強く影響があると主

張するほどの係数としての数値は示されていない。

つまり， Teubner et al. (2016）が提示し， 検証した理論モデルは， 完全なる適合性を持つ

最適モデノレを示したというよりは， P2P シェアを利用するという行動意図と実際 P2P シェ

アのの利用という行動に対しての一定の説明力を持つ影響因子を探索することが目的のもの

であり， 知覚された行動制御における差異は， 「知識jと 「信頼」という背景要因によって影

響を受けていることを適度に説明できるということを示している。

Teubner et al. (2016）の研究では， 3 つの重要な貢献を示している。まず， P2P シェアの
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概念化を行い， それを世間一般的にシェアリング・エコノミ ー（共有経許）を呼ばれている

ものとこれまで、暖昧だった他のビジネスとを区別をしたことにある。 また， 商業化の程度と

資源、の種類を区別することによって， Teubner et al. (2016）は， シェアリング・エコノミ ー

が持つ複雑で、多様な消費行動が一括りで議論されている現状のなかで， 一定の枠組みで検討

するモノサシといえる視座を示したことは高く評価できる。

さらに， P2P シェアという個人間取引による多対多聞の関係性の特徴にフォ ーカスしたう

えで， 「シェア（共有）」や「個人間取引」の活動の検討範囲を明確に定義し分析している。

つまり， 幅広いシェアリング・エコノミ ーという経済活動の環境の中で， P2P シェアは， 非

プロフェッショナリズム， 商業主義， 一時利用的特性などの特徴を明確にしている点も評価

することができる。

第2に， これまでの先行研究と関連する理論的枠組みに基づいた， 多くの利用に影響を与

える因子を探索的に検証したうえで， 満足のいく消費者心理測定特性を備えた測定モデルを

提示したということである。 これにより本研究で検討する影響因子をさらに検討できる P2P

シェアのさらなる影響因子を検討し開発するうえで非常に参考になった。

第3に， P2P シェアのプラットフォ ームの利用動機を包括的なモデノレ化をして提示したと

いうことである。 具体的には， 計画的行動理論（Ajzen, 1985）をベースに態度に影響を与える

影響因子のカテゴリーの相対的な長所と短所， 個人価値との適合性， 複雑さ， 主観的規範の

影響， 知覚された行動制御， そして行動意図といった各要素に分解したうえで， P2P シェア

の利用動機に対する構造決定的な側面の影響因子と行為決定的な影響因子のそれぞれの枠組

みがより明確になったといえる。

また， 745人のインターネットユ ーザーによる比較的大きなサンフ
。
ノレデータにより， 理論

モデ
、
ノレを検証していることから， 全体的に説得力のある 20 の動機因子についての検討結果

からの影響を明らかにした内容となっている。

以上，P2P シェア動機研究の最先端ともいえる Teubner et al. (2016）らの研究成果を整理

したが， まとめると， この Teubner et al. (2016）の研究は， これまでの先行研究レビュ ーで

発見事項として示してきたいくつかのプラットフォ ームとして備える必要がある要素と対応

したレビュ ー結果を裏付ける実証研究結果が示されている。

まず， 構造決定的な側面からは， P2P 、ンェアのビジネスプラットフォ ームが， 他の競合の

インターネットプラットフォ ー ムなど， それらを凌駕するような価値創出や便益を提供する

その程度を示す動機因子の項目についてである。この指標には，経済的便益やイメ ー ジ向上3
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利便性， 満足感などといった外発的な動機が該当する。

一般的には， 経済的便益が利用行動の最も有力な動機要因であると考えられているが，

Belk (2010）らの先行研究のレピ
、ュ ーなどから明らかにされたように， 「共有」という利用行

動には， 日常的な財政的なメリットなどの考慮を超えた動機によって突き動かされているこ

とが示されている。（Belk, 2010; Batsman et al., 2010) 

一方で， 市場設計の文献レビュ ーで整理したようにシェアビジネスのプラットフォー ムに

は， 財産権が保護される機能（McMillan, 2002）が必要であるとしづ指摘のとおり， シェアビ

ジネスのプラットフォー ムではサービスを提供する側が追加の収入を生み出すことを可能に

しているという特徴がある。 つまり， 提供する側の大多数の利用動機には副業とまでし 1かな

くても追加収入という機会に動機づけられている（Bellotti et al. 2015）。また， この動機因子

は，Pwcがシェアリング・エコノミ ーの経済活動についてレポート（Lieberman 2015）で報告

した内容にも含まれるようにサービス提供者が 「共有j することの最も重要な要素となって

いるということである。したがって， 「追加収入jすなわちシェアビジネスが追加収入を生み

出すプラットフォー ムであることが利用動機となっているということである。

取引コストの議論でも触れたが， プラットフォー ムの利用者が取引に関するコストを下げ

ることが利用動機に繋がっているのではとう視点では「節約Jすることができることがシェ

アビジネスの利用動機になっていることもこの研究で示されている。一般的な利用者側の利

用実態調査アンケート結果（Lieberman, 2015）からも，これまでのように自らが所有するより

も， シェアビジネスにより共有するという形態での利用のほうが， 割安で利用できると全回

答者の8 1%が回答している。Teubner et al. (2016）の実証研究での検証からも節約できるこ

との動機， すなわちシェアビジネスのプラットフォー ムがお金を節約できるということは動

機に比較的， 強く影響を与えていることが示されている。

「追加収入jや 「節約」の 2つの動機は経済的性質のものであり、 それぞれの動機は， 提

供する側の追加収入， 利用者側の節約という両サイドのマーケットの内発的な動機に基づく

ものである。内発的な動機という点では， このような経詩的便益に加えて， 多様な商品を選

択し利用できることやスマートフォンの普及によってどこでも利用できるようになったとい

うユピキタス性（可搬性）も含まれる。

本研究の文献レビュ ーなどではあまり検討していなかったが， 多様な商品を利用できるの

はアマゾンのロングテ ーノレモデ
、
ノレ53の議論にも通じるが， いつでもどこでもさまざまな顧客

ニ ー ズに応えることが可能な多様な商品を選択できることは， プラットフォー ムを選択する
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重要な利用動機になると考える事ができる。

シェアビジネスのプラットフォーム上の製品には， 従来の消費チャネル内で、は提供で、きな

いような商品特性を持つ物を提供している場合がある。 例えば， 民泊プラットフォームの

Airbnb では，お城やボー トハウスなどの通常では貸し出すことがないような特別な，宿泊施設

での宿泊経験を提供している場合など様々な商品を利用できる。 つまり， シェアビジネスで

は， 他のインターネットプラットフォームでは利用できないような多様な製品やサービスを

利用できるという商品多様性の側面が， シェアビジネスの利用に対する態度にプラスの影響

を与えると仮定し測定している。

なお， Teubner et al. (2016）らの観測変数では， ユニークな商品やサービスが提供できる

ことと， ここで示す製品やサービスの多様性に関する観測変数を別として取り扱っているが

実際の実証研究では相関（.043） が示されていない。 これは， 多様な商品を提供しているこ

とユニークな商品やサービスが利用できるということは， ほぼ同じ価値観による動機に起因

するものではあるが， そもそもユニークなものだけに価値を見いだ利用動機とするター ゲッ

トが調査のサンプノレに稀少でしか含まれないことからではないかと考えている。

日本の場合は規制もあり急速に発展しているシェアビジネスのプラットフォームというと

Airbnb が挙げられるが， Uber も日本以外では全国的または全世界的に普及し運営がなされ

ている。 Airbnb 及び Uber も共通していることは， ユーザーは PC やスマー トフォンなどで

， アプリをダウンロ ー ドして登録するだけで世界中のほとんどの国の主要な地域で， どこでで

も同じインターフェースの使い慣れた操作性で利用することができることである。 したがっ

て， このようなユピキタスな可搬性， すなわち， シェアピジネスが多くの場所で製品および

サービスにアクセスすることができるという特徴や考え方が， 「共有」による利用動機の影響

要因であることが Teubner et al.(2016）の実証研究からも分かつている。

一方で外発的な動機の側面として， 経済学的な側面を中心にレビ
、
ュ ーした先行研究からの

発見事項には， 取引の信頼性を担保する仕組みが必要であること， つまり，「ガパナンス・メ

カニズムjが埋め込まれていることが必要で、あることが明らかにしたが， この調査の影響因

子としては， 「取引プロセスでのリスク懸念j 「プライパシー 問題jが該当し， いずれも比較

的大きな影響を与えていることが示されている。

他方で， 社会学的な側面を中心にレビュ ーした Granovetter(l996）の先行研究からの発見

事項には， ソ ーシヤノレ・ネットワ ークの中に自らが構成されること， そのものの参加動機と

して示された， 「社会体験jや「帰属意識」 などの個人の内面の価値観に起因するものも，
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Teubner et al.(2016）の実証研究から影響があることが示されている。

また， 現代の日本社会でもエコに関する啓蒙活動もあり， 街中のいたるところでリサイク

ルやエコというキ ー ワ ー ドを見かける時代となっている。 先行研究レビュ ーでも示したよう

に 「より環境に優ししリという消費に対する曙好などのメッセ ージは， 共有というコラボ消

費に対する態度にプラスの影響を与えることが示されている（Hamari et al., 2013）。

さらに，PwC(Lieberman, 2015）の調査回答者の76%は， 「経済を分担することが環境にと

ってより良しリと回答している。 したがって， P2P シェアの利用行動に影響を与えるなど，

エコ意識も利用行動に影響を与える重要な因子であることが示されている。同様に，Teubner

et al.(2016）は，P2Pシェアはある種の生活習慣に関連していることについて， 先行研究を整

理したうえで指摘している。 そこでの生活スタイノレとは， 「軽量でスマー ト」（Batsman and

Rogers,2010）であると感じているとのことである。

また， 「共有を行うユ ーザーは， 通常， 若く， 十分に教育され， 技術的に親しみがあり， 農

村部ではなく都市部に住んでいるj (Lieberman, 2015）などの考察が示されている。すなわち，

シェアという行動が現代的で、スマー トな生活様式を表現しているという考え方として， これ

までの先行研究でも概念化されている。 以上から， シェアビジネスは， 潜在的かっ個人的な

ユ ー ザーの価値や経験， ニ ー ズに対して， それぞれの価値観に適合しているのかどうかの度

合いが利用動機に影響を与えている。

シェアすることそのものを楽しむといった価値観に関する文脈は先行研究レビュ ーにおい

ていくつかの文献で、も示した（Belk, 2010; Hamari et al., 2013）。 さらに， Hellwig et al., 

(2015）は， 共有するユ ー ザーを価値観といった視点から異なるクラスタにより分類したうえ

で， このような価値観を持つユ ーザーのなかでもシェアという行為を理想主義的な思想、に基

づき行動しているユ ー ザーの存在を指摘している。 このような理想主義者の存在を踏まえて，

Hellwig et al., (2015）は，fシェアという消費行動は， 道徳的に健全な人であることに対して

望ましいシグナノレによる伝達効果を得るために，”規範的な共有者” を引き付けるためには社

会的貢献にフォ ー カスし，さらに社会的に望ましいものでなければならない」（Hellwig et al., 

2015,p904）と説明している。したがって，Teubner et al.(2016）が検討したシェアビジネスが

利他的価値を提供し利用行動に影響を与えているという考え方を本研究でも支持する。

以上の考察から， Teubner et al. (2016）の調査では， 「どのような」シェアビジネスのプラ

ットフォ ー ムが 3 という構造的な側面での影響因子を検討し， 明らかにしたという点では非

常に評価できる。 しかしながら 「どのように」シェアビジネスのプラットフォ ー ムをマネジ
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メントすれば良いのかという点までを明らかにしているわけではない。 つまり， これまでも

本論文において， 何度も問題意識として示してきた行為決定的な側面での分析が， この

Teubner et al. (2016）研究でも明らかにされているわけではない。 つまり， 「取引プロセスで

のリスク懸念」「プライパシー問題」 や 「共有の楽しさ」「エコ的持続可能性j を認識させる

マネジメント要素を明らかにしたうえで， それらの何が「取引プロセスでのリスク懸念j「フ
ロ

ライパシー問題jや「共有の楽しさ」「エコ的持続可能性」 に影響を与えるのかというアプロ

ー チが次の段階での検討として必要であるということである。

したがって， まずは実際の先端事例の事例研究を踏まえたうえで， 発見事項を基に， それ

らの要素を再検討し，さらに検討されていない影響因子を実証研究でさらに検討したうえで，

本研究としての概念モデ
、
ルの定義を行い， さらにその概念モデルを実証研究で明らかにする

こととする。

4. 発見事項のまとめ

本章では， 何故， シェアを伴うプラットフォ ー ムを選択しているのかといった動機を検討

するうえでの消費者行動の文献レビュ ーを行った。 本章の第2項では主に消費者行動研究の

発展を概観したうえで考察し，ポストモダン研究までの問題意識と研究対象について整理し，

計画的行動理論による検討が本研究では望ましいということを明らかにした。

次の第2項では， 本研究の主要な関心事項である特にコラボ消費などシェアという概念を

伴う従来の消費とは異なる消費行動をしているのではないかという， その基本的な前提どな

る消費行動に関する研究をレビュ ーした。

そこでは， これまで研究対象とした， 購買とその意思決定というものを中心に検討されて

きた 「所有jという欲求そのものの概念の検討から， 「共有」 とし 1う消費行動も根源的な概念

のひとつとして考察（Belk, 1988）が行われており， 本研究では， 「共有」という概念から 「コ

ラボ消費jという欲求を中心とした 、ンェアを伴う行動を選択する要因， つまりシェアビジネ

スのプラットフォ ー ムを選択する動機を計画的行動理論により検証することが重要であるこ

とを確認した。 実際に計画的行動理論を用いて実証研究を行ったTeubner et al. (2016）ら研

究によって， これまでの文献レビュ ーの構造決定的な側面は一定の影響があり， プラットフ

ォ ー ムとして備えていること重要であることが示された。 しかし， まだ， 行為決定的な面で、

マネジメント要素の抽出と新たな概念モデ
、
ノレの作成， そして， さらにその概念モデルの検証

のための実証研究が必要で、あることが明らかになった。

91 



以上から， 次に， P2Pシェアによるプラットフォ ー ムには， どのようなマネジメントの

要素を備えているのかという点を明らかにするため， 事例研究をすることが必要である が，

そ の前に， 前述した ように， すべての商品はサ ー ビス ・ プロセスとしての側面がある

(G凶nroos,2000）としづ主張も あることから，まずはマネジメント要素を明確にするために，

次の章でサ ー ビス ・ マネジメントの研究を概観したうえで， 事例研究と利用者アンケ ー トに

よる実証研究に向けた 検討を行っていくこととする。

j主

49 S・O-R理論（Stimulus-Organism-Response Theory）は， 外部世界の刺激（Stimulus） に対す
る反応（Response）の一連の結合から， 人間の行動メカニズムを理解したS-R理論を改良し
たものであり，S-R理論に有機体（Organism）という仮説構成的概念を加えることで 3 学習効
果の個人差や同 一刺激 に対する反応の個体差について， 何故， 同一の刺激や状況において個体
は異なる反応を取るととがあるのかという疑問に合理的な説明を与えることが出来るように
なったとされる 0

50 技術受容モデル（TechnologyAcceptance Model）についての詳細および， 計画的行動理論，
合理的行動理論の比較は， 中村（2001）を参照されたい。

51 （成，2006)
52 実験結果を検証するうえ で，歯E酷がな いように調査モデ

、

ノレや分析内容は， 当該文献の
Hamari, Sjoklint, and Ukkonen (2013）を著者が邦訳した内容をそのまま引用し ，説明してい
る箇所があることをご理解いただきたい。

53 ロングテ ーノレの語源は， WiredMagazine誌に「The Long TailJ (C. Anderson, 2004）と題
した記事を発表したのが最初だとされている。
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第3章シェアビジネスにおけるサービス申マネジ

メント研究の展開

1サ ー ビス ・ マネジメント研究レビュ ー の概要

前章では，本研究の主要な関心事項であるソ ーシヤノレの関係性と消費者行動研究を概観し，

特にコラボ消費という領域に消費者行動に焦点を絞ったレビュ ーを行った。 そして， 従来の

購買による所有という概念による消費者の行動とシェアという共有概念の場合における利用

動機の相違点などをコラボ消費という概念の先行研究を中心に考察を行い， シェアビジネス

におけるプラットフォ ー ムの構造的な枠組みにおける理論的な位置づけを明らかにした。

本章では， さらにコラボ消費どいったシェアビジネスにおける消費者の特性を踏まえたう

えで消費者間もしくは顧客間の関係性のあり方， つまりシェアビジネスにおける消費者や顧

客との関係性を中心としたサービス・マネジメントの枠組みに関する研究をレビュ ーする。

つまり，fどうのように」マネジメントすることで「取引プロセスでのリスク懸念j「プラ

イパシー 問題j や「共有の楽しさJ「エコ的持続可能性j といった態度へと影響を与える背景

要因にプラスの影響を与えることができるマネジメント要素を明らかにする。

2. リレー ションシップからサ ー ビスマネジメント

サ ービス産業における顧客との関係性のマネジメントを重視するアプロ ー チは Gronroos

ら北欧学派を中心にリレーションシッフ.

o

.マ ー ケティングの分野で多く議論がされてきた。

Gronroos は，特にサ ービス提供プロセスにおける提供者と顧客との相互作用に注目し，サ ー

ビス ・ エンカウンタ ー における真実の瞬間54を「サ ービス提供プロセスの中核となる概念J
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であるとし， サ ービスのマネジメントを行うにはサ ービス ・ エンカウンタ ーの場で， 顧客の

経験が期待以上となるようにマネジメント することが重要であることを強調している

(Gr白1roos,2000）。

しかし， シェアビジネスにおける複数の顧客間の関係性のマネジメントという文脈でサ ー

ピス ・ エンカウンタ ーを検討した場合， 企業側がサービス ・ エンカウンタ ーに直接的に関与

せず， 顧客間の取引の場でサ ー ピス ・ エンカウンタ ーが発生する場合についてはあまり想定

していなし、。 つまり， シェアビジネスの場合にはGri:inroos (2000）が示した顧客と企業聞の

相互作用の影響は大きいとはいえず， サ ービス ・ エンカウンタ ーを中核とするこれまでの顧

客志向的戦略の枠組みだけでは十分な検討ができるとはいえない。

つまり， 従来のサ ービス ・ マネジメント研究では， シェアビジネスの特性にあてはめて検

討した場合にそのままではあてはまらないのではない点がいくつかあり， その点を明らかに

する必要があるのではないかと考えられる。

次の図15に， 第1章図2と同様に先行研究を検討した流れについて， 研究された年代と

ともに主要な文献をフロ ー図として整理を行った。

シェアビジネスにおけるサービスマネジメント研究の展開

1980年代～i

1990年代～

安田
(1997) 

2000年代～ ー

2010年代～

本研究の視点

Granovetter(1974) 

ソーシャルネットワ－？が持つ

w-w-f サーピス ・マーケティンゲI Gronroos 
｛北欧学派）

図15 シェアビジネスにおけるサービスマネジメント研究の文献展開図
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リレーションシップ・マー ケティングで、中心的かっ基盤的な役割を担うのは「リレ ーショ

シシップ」という概念であり， 主に議論されるのは「関係」と「相互作用Jという概念であ

る（久保田，2012）。 リレーションシップ・マー ケティング研究のうち， 企業と消費者を含めた

顧客との関係を構築することを対象とした研究では， 顧客と企業という二者聞の関係のみな

らず，顧客との関係と同等に利害関係者間集団との関係を重要なものと位置づけてはいる が，

そこで捉える「関係性」とは焦点となる企業と顧客という二者間の関係を分析単位としてき

ている （陶山ほカミ2002）。

また， ステークホノレダー集団全体との関係性も重要であるという点から， 複数の当事者聞

との関係性を検討したスポーク型の枠組みなど三者間以上の 「相互作用Jを分析するネッワ

ークアプロ ー チも検討されている が， シェアビジネスの特徴ともいえる顧客間の相互作用に

注目し， 自発性をどのようにマネジメントするのか， 顧客聞の合意形成がどのようなもので

あるのかまでは明らかにされていない （陶山ほか 2002）。

3. ビジネスモデ
、

ル研究の概要

一方で， シェアビジネスにおけるマネジメントのあり方を考察するうえで， 顧客聞の関係

性をインタ ーネットビジネス （以下， e ビジネス（5）という）というビジネスモデル（6）の一つの

構成要素と捉えることもできる 。そこで本研究では，Amit and Zott and Amit (2001; 2007), 

Zott et al. (2011）の一連のビジネスモデ
、
ル研究の包括的なレビュ ーから基礎的な議論を確

認し， シェアビジネスにおける顧客との関係性について検討した。

ビジネスモデ
、
ノレ概念は， さまざまな経営の分野や文脈において， 異なった研究課題を説明

するために用いられてきた が， Zott et al. (2011） がビジネスモデ
、
ノレ研究の4つの論点を提

案している。 そのうち， 「対象企業だけでなく，供給業者， 提携業者あるいは顧客といったパ

ートナ ーによっておこなわれる「活動jをビジネスモデノレ概念の定義の中にうまく取り込ん

でいく」という論点 が， 顧客間の関係性を取り込むという点で、シェアビジネスを考えるうえ

において有効だといえる 。

Zott et al. (2011）は， インタ ーネットビジネスにおける価値創造は単一の理論によって

説明することはできず，価値の創造の源泉は，効率性（Efficiency），相補性（Complimentarily) 

囲い込み （Lock-In）， 新奇性 （Novelty）の 4 つに整理で、きることを示し， さらに価値ネッ

トワ ーク（ValueNetwork<7））が優れたビジネスモデ
、
ノレにおける重要な役割 があることを提示

している。
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効率性の視点では， これまで対面的な取引を前提としていたビジネスの現場のなかで取引

の相手方の信用情報や商品の品質情報を入手したうえで取引が成立するという情報の非対称

性から生じる取引 コ ストが必要で、あったものが， e ピジネスでは， インタ ーネット上で顧客

に商品情報を提供し， さらに取引相手の信用情報を口コミとして公開するという価値ネット

ワ ー クを利用することで，取引 コ ストを下げることが可能になったということを示している。

つまり， シェアビジネスもインタ ーネットでのサ ービス提供を行う e ビジネスのー形態でも

あり， これまでに取引 コ ストという障壁があることで取引が困難で、あった遠隔地問の顧客同

士が直接的に取引を成立することができるようになった代表的なモデノレともいえる。

また， 相補性の視点で考えると， シェアビジネスでは既存の Facebook などの SNS サ ービ

スや既存の e ビジネスのサ ービスと連携したサ ービスを提供することで， 企業聞や顧客間な

どの複数の取引主体が価値ネットワ ー クで有機的に結びつくことが可能となり， シナジー効

果を生み出すことが可能となっている。

さらに囲い込みの視点では， シェアビジネスのほとんどのサ ービスは， ネットワ ー ク効果

を活用し成長を遂げているケ ースが多く， シェアビジネスについても最大のネットワ ー クを

有するサー ピスに集約される傾向がある。

そして， 新奇性については， シェアビジネスのほとんどのサービスは， これまでの企業と

顧客という関係性や構造に変革を起こす新奇性を備えたモデルであり， 成功しているビジネ

スモデルが有する4つの価値創造の源泉のすべてを備えたモデルとなっていることがわかる。

これまで価値創造の源泉に注目をした研究は価値創造システムとして， 時代とともに異なる

視点と分析単位で研究が行われおこなわれてきており， 顧客間ネットワ ー クを補完的生産者

と位置づけて， その重要性を指摘するものもある。

しかしながら， これらの研究は価値創造システムに対して， 企業側からのどのような働き

かけによって， 補完的生産者の関係を コ ントロ ーノレすることができるのかといった行為決定

的な点までは明らかにされていない。

また， 顧客聞が創出する価値ネットワ ー クは価値創造システムというプラットフォ ームを

提供するだけで顧客聞の結びつきは生まれるのかという構造決定的な点や結びつきが生まれ

ないとするならば， どのようにマネジメントをすれば自発的に結びつき， ネットワ ー クが形

成されるのかという行為決定的な論点までは言及されていない。

他方， シェアビジネスの利用ユ ー ザーの コ ラボ消費に対する動機を実証研究した結果から

は， 経済的便益が宜接的に消費行動にはあまり影響を与えず， コ ラボすること自体を楽しむ
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(Hamari et al. 2013）といった顧客間の関係性に関連するものがより消費行動に影響を与

えていること， つまりは企業側が直接マネジメントして作用する行為決定的な側面よりは，

提供したプラットフォ ー ムという枠組みのなかで顧客聞が行動しているという構造決定的な

側面があることを示している。

4. 発見事項のまとめ

これらの先行研究を検討した結果， 顧客間の関係性に関する次の2点が明らかになった。

第1に顧客聞が友好的な関係を構築するための合意形成の必要性についてで、ある。 第2に顧

客間ネットワ ークを自発的に結びつけさせる価値ネットワ ークの必要性についてである。 す

なわち， 企業側からの働きかけのみではなく， 価値を創造する補完的生産者である顧客聞を

含めた価値創造システムをマネジメントするという構造決定的な研究が必要で、あり， シェア

ビジネス特有の顧客間の関係性ついて， 「安心と信頼関係のマネジメント」という観点から構

造決定的な枠組みを検討する必要がある。 本研究では以上の研究課題を踏まえ事例研究を行

うことにする。

54 真実の瞬間（True moment of truth）とは， Normanが唱えたサービス提供における顧客とサ
ーピス提供者が直接コンタクトする場のことを称している（Norman, 19874） 。
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第E部 ケ ーススタディ
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第4章事例研究にあたって

1. ケ ーススタディの概要

本研究が対象とするシェアビジネスの代表的企業である Airbnb や Uber は， ともに創業

してから10年は経っていないこともあり， どちらの業界についても追従する模倣企業が登

場してきてはいるものの， Airbnb や Uber のように急速に成長し利用者を増加しつづけてい

る成功企業がほかに多数存在しているわけで、はない。 したがって， 複数の成功企業と失敗企

業に対して， アンケ ート調査によって， その戦略的行動という説明変数とその結果という従

属変数との関係性を分析するような統計的な仮説検証や成長企業グループの比較研究をする

ことはできない。

また， シェアビジネスの戦略をマネジメントする側としては， 成長要因となる戦略要素は

企業の競争優位の源泉ともなることもあり， 直接， シェアビジネス企業に対して実施するア

ンケ ートへの回答を依頼したとして， 田答内容の信頼性や誘導的なバイアス及び一方的視点

からのバイアスを排除した回答結果を取得するのは難しい。

他方で， 本研究が対象とするシェアビジネスは， インタ ーネット上のプラットフォ ームで

誰でも会員登録し， 利用することができるものであり， 個人間の取引が成立するプロセスを

実際に調査者が体験し， 詳細に確認したうえで検証し客観的にそのビジネスシステムの構造

や契約成立過程を明らかにすることができるという特徴がある。

田村（2006,p79）が指摘するように理論事例分析を成功させるためには， 事例の位置づけが

明確で、なければならず， 理論事例のタイプを明確する必要がある。（田村， 2006)

そこで研究対象の特徴を踏まえたうえで， 本研究のケ ーススタディでは， Airbnb と Uber
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という2つの先端事例企業を対象にして， 優れた革新によって急成長している企業のビジネ

スモデ
、
ルを研究課題とする際に用いられる 「先端事例企業タイプ」とし， そのタイプの因果

推論の方法である適合法を用いて検討し， 理論の構築と仮説の導出を行う（George et al., 

2004） 。

2. 先端事例におけるケ ｝ススタディとは

本研究における先端事例ケ ーススタディにおける適合法で、は， まずは対象企業が急成長し

た要因となる説明変数とその結果という従属変薮の相互作用についての理論から出発して，

その理論がシェアビジネスの先端事例企業の結果を予見できるのかを評価する（George et 

al., 2004） 。

まずは， 検証したい理論を用意するために， リサ ーチクェスチョンの定義からはじめる。

そして，リサーチクェスチョンを明確にしたうえで，George and Bennett (2004）が示す手順

にしたがって適合法を適用してし、く。 本研究のケ ーススタディにおけるリサ ーチクェスチョ

ンは， 次の点を明らかにすることである。

1. 「現在，非常に短時間の間に急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデ

ルが， 「SNSの信頼性jをマネジメントしているのかどうかJ

2. 上記の聞いにおける 「SNSの信頼性」をビジネスシステムの要素として， 実際にマネ

ジメントしていて，それが要因となって成長しているとするならば， 「それらのマネジメント

要素がこれまでの成長と発展に本当に寄与しているのかj

次のケ ーススタディのステップとしては， ケ ースの選択である。 これまでも説明している

とおり， 本研究の対象企業は， グロ ーパノレかっ非常に短期間の間に成長をしたシェアビジネ

スの企業が持つ特性を明らかにすることにあり， その要因を明らかにするためには， まずは

Airbnb もしくは Uber という先進事例企業を対象とするほかないといえる。

次のステップは， 検証したい仮設を用意することについてであるが， 本研究ではこれまで

の文献レビュ ーにしたがって，シェアビジネスの利用者は，Granovetter (1985b）が示したよ

うに弱い結びつきのソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークの関係性を重視し， 取引の相手型を信頼する

行動を行い取引しており， このような性質を持つプラットフォ ームをより利用する傾向にあ

るというシェアビジネスにおける 「SNSの信頼性」を利用しているという仮説， さらに， ソ

ーシヤノレ ・ ネットワ ークの関係、性がさらに， 口コミという形でソ ーシヤノレ・ネットワ ークの

ネットワ ー ク外部性の側面で大きく貢献しているという結果となっているというソ ーシヤ
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ル ・ ネットワ ークの外部性の関係があるという2つの仮説である。

3. ケ ーススタディの対象企業の選定理由

次に Airbnb と Uber という 2 つの急成長期の企業の事例をとりあげ， 上記の理論が仮定

している「ソ ーシヤル ・ ネットワ ークの関係性を重視したプラットフォ ームの設計になって

いるかどうか」という説明変数の値を確かめたうえで， システム取引プロセスを実際に調査

者が契約行動を実施することで契約フ
。
ロセスをトレ ースして， その説明変数と取引成立に至

っているかという従属変数との因果関係を明らかにするということである。

しかしながら， Uber は筆者が直接， ベトナム ・ ホ ー チミン市に訪問し利用者へのインタ

ビュ ー調査などのフィーノレドワ ークを実施するなどの結果から， ケ ーススタディとして取り

上げて考察するには十分な興味深い点もあった。

しかし， 残念ながら， 日本国内では， 参入規制の問題もあり現時点において， サービスを

提供しているのは東京都内などの日本国内でも一部地域に隈定されたサー ピスであることや

サービス提供者側が既存のタクシ一事業者に限定されており， P2Pシェアという個人間の取

引ではないプロフェッショナノレサービスの形態でしか展開されていないために， 国内の既存

産業と関連付けて考察することや個人間の取引による信頼性による動機などの特性を検証す

ることはできない。

したがって， 研究対象として考察するには日本国外での事例をさらに調査する必要がある

など， 時間的な制約もあり， 限定的で不十分な考察しかできない点もあることから今回の研

究で取り上げることは断念し Airbnb のみを研究対象とすることとした。

また， シェアビジネスが SNS を利用することでネットワ ーク外部性を実現しているとい

うソ ーシヤノレ ・ ネットワ ークが影響を与えているのかの分析については， この後の実証研究

のアンケ ート結果で明らかにすることから プラットフォ ームが備えている特徴を既存の類

似サービスとの比較のなかで， 構造的な因果関係を分析することとする。
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第 5 章 不動産シェア Airbnb のケーススタディ

1 事例研究の方法と対象

1.1研究方法

シェアビジネス成功企業ではソ ーシヤル ・ ネットワ ー クの関係性を効果的にマネジメント

する仕組みを実現しているかどうかという点， そして， どのようなソ ーシャル ・ ネットワ ー

クの性質がシェアビジネスの個人間の信頼性に影響を与えているのかを明らかにするために，

不動産シェアビジネスの先端企業であるAirbnbを対象に事例研究を行った。

まずは， 従来から存在するシェアを伴わない同様のサービスとの比較， そして， シェアの

原理を用いた他社のサービスとの取引プロセスなどの構造を構造決定的な設計論の観点から

分析することにより， ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クの関係性を効果的にマネジメントする仕組

みを実現しているのかを明らかにする。

そして，筆者自身が2014年から2016年にかけて自らが宿泊利用者として体験するととも

に， 複数の部屋を反復継続して宿泊利用者に提供している施設提供者へのインタビュ ー調査

を実施した結果から， どのようなソ ーシャル ・ ネットワ ー クの性質がシェアビジネスの個人

間の信頼性に影響を与えているのかについての考察をしたうえで， さらに実施する実証研究

における理論仮説を明らかにする。

具体的には， インタビ
、

ュ ー調査およびサービス提供者サイトの口コミ内容および自らがサ

ービスを利用することでの考察を中心に分析し， そのなかで得られた個人間のネットワ ー ク

形成の特徴について整理した。

インタビュ ー調査では， サービスを提供する側のホストへのインタビュ ーを国内在住者お
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よび国外在住者ともに各 2 名の合計 4 名に対して行い， サービスを利用するゲストへのイ

ンタビュ ーは囲内在住のサービスの利用経験のある中国人留学生 3 名および国内在住の日

本人の数名に対し，ICレコー ダーに録音して実施し， 後日， 不明な点についてはメ ールにて

確認や追加質問を行った。

インタビュ ーでは， リサーチクェスチョンに従い， サービスの利用動機および顧客聞が持

つFacebookのプロフィ ーノレ属性の関覧有無や参考したかどうかについて同じ質問内容を

行い， さらにサービスサイトに記載された口コミの内容を確認したうえで， その回答内容と

同様の感想を持つものが口コミ内容にも記載があるのかといった整合性も含めて検証し， 情

報の信頼性を高めた。

インタビュ ー以外から得られた情報については， 対象サービスのWebサイトの構造や提

供する機能の分析から本稿の記述を行っている。 また， 分析対象サービス以外のWebサイ

ト情報についての記述をする場合のみ引用参考文献を明示した。

1.2事例の概要

不動産シェアビジネスとして 急速に全世界に 、ンェアを拡大し最も成功し知名度のあるも

のが本稿で取り上げる 「AirbnbJである。 「AirbnbJは2008年8月にジョー ・ゲピア， ネイ

サン ・ ブレーカージク， ブライアン ・ チェスキ ーの3人により創業された。 このサービスの

特徴は使用しない空き部屋や空き家などのこれまでは賃貸借契約を締結しなければならなか

った一般の居住用不動産を所有者に提供してもらい， それを一時的に利用したい借り手に貸

し出すという， 主に遊休不動産の一部利用， もしくは一時利用というこれまでの一戸単位，

長期契約という不動産取引の常識を超えた越えた仲介を実現する新しいスタイノレの媒介型プ

ラットフォ ー ムサービスである（AirbnbIreland, 2016）。

このサービスは全世界190カ国，34,000を超える都市で展開し1,000万件以上の物件が登

録されている。 扱っている物件の種別としては， 従来のアパ ートの空き部屋や家族構成の変

化に伴い発生した戸建ての利用していない部屋というケースが多い。（AirbnbIreland, 2016) 

「Airbnb」を既存ビジネスの枠組みで捉えると 「日常の生活を基盤とする住居とは異なる

場所において， 宿泊する場所を探す場合に必要な情報を提供」するサービス55と換言でき，

同様のサービスを提供するビジネスの歴史は古くから存在し， 民宿やホ ー ムステイなどの宿

泊先情報を提供する不動産広告代理業や旅行代理店業もその一つで、はある。

現在のインターネットを媒介してサービスを提供するものに限定すれば次の2つの業態の
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ものがある。 一つ目は比較的長期的な滞在を必要とする利用者に対し， 物件情報を横断的に

検索可能とする「物件情報検索サービス事業56jであり， 二つ目は短期滞在を求める場合に

宿泊場所として提供されるホテル ・ 旅館業者が有する宿泊施設情報を検索可能とする「宿泊

施設予約検索サイト事業57」である。

2” 不動産シェアビジネスの顧客関係性の特徴

2.1既存産業への影響と共通点

不動産シェアビジネスの検討にあたり， 実際にそれぞれサービスの実体験を踏まえたうえ

で関係者へのヒアリングやインタ ー ネット上で交換される顧客聞の関係性の分析を行い， 顧

客との関係性と特徴を従来の「宿泊関連サービスjとを比較し表1に整理した。 両者は生活

をする上での基礎となる衣食住の「住Jに関する価値をインタ ー ネットというプラットブオ

ー ムを通して提供するサービスという点で共通している。 したがって現在では既存の荷泊関

連サービス事業， 特に宿泊施設予約検索サイト事業と競争関係にもなり， 影響がでていると

いう研究もすでに報告されている（Malhotra et al., 2014）。

2.2既存産業との相違点

不動産シェアサービスが， 宿泊関連サービスとの共通点がある一方， 最も大きな相違点は

顧客との関係性， 特に顧客聞の関係性についてであり， 次の2点の特徴を指摘することがで

きる。 一つ目は， 顧客同士がオンラインのプラットフォ ー ムを通じて交流し顧客同士の相互

作用を実現することができる点であり， もう一つは， 顧客同士が交流する上で必要な情報が

入手可能かどうか， つまり， 相手方の信頼性を評価する上で必要な情報が事前に確認するこ

とができる仕組みがあるという点にある。 具体的には， 次に示すそれぞれの相違点が存在す

る。

物件情報検索サービスについては， 不動産の短期利用というニ ー ズ
、

が国内で、は主にウィ ー

クリー マンションというサービス名で提供されるサービスが存在するが， 主に法人をタ ー ゲ

ットにしたサービスであり， 個人が利用することはほとんどなく法人も含めて顧客聞が交流

するなどの特徴はない。 海外の事情についてもほぼ同様で、あり， 短期滞在住居は現地駐在員

向けの法人が利用するケ ースが多く， 個人が利用する短期利用では主にリゾート地で富裕層

が長期滞在する場合など比較的特殊なケ ースが多く， 顧客間で交流することはない。

次の図は， 宿泊関連サー ピスどの顧客間関係の相互作用の違いを示したものである。 宿泊
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関連サ ービスのうち， 宿泊情報予約検索サ ービスについては， 不動産シェアサ ービスと同様

に各施設の口コミ 58を書き込めるようになっている。 しかし， その場で交換される情報はあ

くまでも部屋やサービスの感想を利用者が記載する場合と部屋を提供する事業者からの返答

という形式で提供されるサ ービスそのものに対する情報であり， 顧客間での交流を目的とし

て交換される情報とは異なり， 顧客間および顧客と企業側の交流を深めるような仕組みとは

なっていない。 また， 宿泊情報予約検索サ ービスの場合には， 宿泊施設のサ ービスとしてス

タップの対応についてのコメントや評価が情報として提供する場合があるが， 基本的には部

屋の機能の一部としての顧客側からの一方的な情報であり， 評価対象はあくまでも部屋もし

くはその宿泊施設を運営する企業に対してのものである。

凡Ii<)

図16 顧客間相互作用の比較

3. 顧客間の信頼性確保の仕組みの分析

3.1個人認証制度の概要

不動産シェアサービス「Airbnb」の場合には， サ ービスを利用するために次のような手順

が必要となる。 まず始めにユ ーザー登録とオンラインフ
。

ロフィ ーノレの作成が必要で、ある。 ユ

ー ザー登録にはFacebookアカウントもしくはGoogle+59アカウントの外部のSNSサ ービス

を経由するOAuthと呼ばれる認証委任方式によるものとメールアドレスを登録するものが

ある。 プロフィ ールにはこれまでの過去のレビュ ーなどの利用履歴が記載され， 自分が所有

する住居などを貸す者は「ホストJ，借りる側は「ゲスト」と呼ばれ， そのどちらも同一のア

カウントで利用を行う。 これは顧客間での関係性を構築する上での重要な判断要素となるも

のである。 さらに， 登録するIDを認証する認証済みID機能が提供されている。 認証済みID

とは，政府発行の身分証明書（自動車運転免許証やパスポー トなど）のスキャン画像を登録し，Facebook

アカウントどの連携を行う機能のことである。
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3.2相互認証制度の概要

次にホスト側は物件の室内や概観の画像や宿泊料（利用料）， アメニティ， 利用制限， 近隣

住民の詳細情報などを載せる義務がある。 また， 部屋の利用をリクエストする上で， ゲスト

側はホスト側に自己紹介となるメッセ ージを送ることが必要であり， ホスト側が自己紹介の

内容を確認し， 納得したうえで部屋を貸すことが成立するシステムとなっている。

「AirbnbJが従来の宿泊予約を目的とした旅行情報予約検索システムと異なる点として，

上記で説明したようにホスト側がゲストを選別し宿泊を拒否することができるということに

ある。 つまり， ホスト側が提供する物件（商品）そのものがいくらコストパフォ ー マンス的に

優れ魅力的なものであったとしても， 顧客間の信頼関係が確立しなければ取引が成立しない

という点が最も大きな特徴となる点である。

また， プロフィールには自らの紹介文を掲載することが可能であり， 個人的な知り合いに

紹介文の執筆を依頼することができる。 この仕組みはホストとして部屋を提供する場合やゲ

ストとして部屋を利用する場合に， まだ利用件数が少なくレビュ ーなどで顧客の信頼性を客

観的に判断できない利用者が取引の相手方に対して信用を得るための手段としての機能を提

供している。

Ai巾nbでは， 取引の相手方である個人のプロフィ ー ルや利用履歴といった固有の個人情報

を取得し提供し情報管理できる仕組みを実現している一方で， それぞれが見知らぬ者同士の

場合はそれらの個人情報はサーバ内で、は暗号化されて保存されており， それぞれの当事者が

相手の住所やメー ルアドレスといったフ
。

ライベートに属する個人情報を知ることはできない

ようにしている。 つまり， 未知の相手の信頼性を担保できる情報のみは提供されるが， 未知

の相手の個人情報に関連するものは公開されない仕組みが実現でき， 未知の相手と交流する

場合に発生する個人情報流出に伴うさまざまなトラブルを未然に防ぐようにしている。

3.3顧客間の信頼性確保の仕組み

以上の分析から， 不動産シェアピジネスのAi巾nbでは， 顧客聞が取引を行うための合意形

成の必要性を認識し， 合意形成が容易にできるような信頼性の確保の仕組みを提供している

ことがわかる。 一方で、， 顧客においてもサービスを利用する上で自らの信頼性を高めるため

に良いレビュ ーを得られるように自発的に行動していることがレビュ ー内容などからわかる。

ここで，Ai巾nbでは適切なタイミングでのレビュ ー投稿と客観的な評価内容の記載を促すた

めに， それぞれのレビ
、

ュ ーが揃わなければ一般公開されないようにしている。 また， レピュ
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一内容は， 相手方とのやりとりのページへの記載のほかに， 相手方のフ
o

ロフィーノレにも表示

され次に利用する場合の取引の参考にすることができるような仕組みを提供している。

このほか， 提供する部屋ごとの利用ルールを予約前の段階で、明確に提示することが可能で

あり， 文化の違う外国人に向けて， 日本独自のノレールを周知させることも可能な仕組みとな

っている。 これは異文化理解を促すなど， 通常の宿泊では感じることのできない体験を提供

するとともに， 文化の違う国で交流することの障壁を低くする仕組みを提供し， 異文化とい

う枠組みを超えた価値ネットワ ー ク形成を促進する仕組みとなっている。

また， 部屋を提供する側は， 近隣の競合物件の稼働状況や評価ポイントが口コミを参照す

ることで容易に確認できるようになっている。 したがって， 自分の物件との相違点や人気物

件の人気の理由がある程度， 把握できるようになっていることから， 問題点を踏まえて次の

顧客獲得に向けての改善や価格改定といいったサービス向上に向けた取り組みを促す仕組み

ができている。

4. 不動産シェアビジネスの顧客間の関係性に関する考察

インタビュ ー調査結果から， 国内在住者， 国外在住者ともに全員が， レビュ ーの掲載が一

つもない部屋を利用するのには不安があり， 複数のリストアップされた宿泊施設が選択散と

して選べる場合には他の宿泊施設を選択すると回答した。 しかし， 宿泊したいエリアで予算

的にも選択肢が限定された場合には， ホストのプロフィーノレを確認しさらに Facebook のプ

ロフィール及び
、

投稿された記事3 友人の数などを確認したうえで宿泊するとの回答があった

ことから明らかになった。 一方で， ホストへのインタピュ ー調査結果からは， これまでにホ

ストからのレビュ ーがない顧客の申し込みは不安があるが， 事前のメッセージのやり取りで

不安を感じた場合にはホスト側からキャンセルするとの回答が得られた。

本ケ ーススタディで得られた分析を踏まえたうえで， 実際に「Airbnb」利用したゲスト及

びホストへのインタビュ ーを行った結果からの分析をまとめると， 以下の通りである。

(1）不動産シェアピジネスの場合に， 顧客聞の合意形成が必要であり， 合意形成に至る

までには相手方の信頼性にかかわる情報を入手する行動を行うこと， さらに， それらの信頼

情報が得られなければ関係性を構築する可能性は非常に低いということが明らかになった。

(2）不動産シェアビジネスの場合に， 自らの信頼性を高めるために積極的に顧客間ネッ

トワ ー クへの参加を図る傾向があり， そのこと自体の行動が結果的に取引の信頼性を高めモ

ラルハザー ドを防ぐような仕組みを提供しているということが明らかになった。
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(3）不動産シェアビジネスの場合に， 相互認証制度による評価システムがどちらかの一

方的な評価ではなく公正な評価を促すことで， 評価が高く支持されている物件が人気となる

仕組みができている。 また， サービス提供者は人気がある物件を参考に自らの商品やサ ービ

スを改善することが可能となっており， 透明性があり健全で公正な競争を促す仕組みを実現

していることが明らカ斗こなった。

(4）不動産シェアビジネスの場合に， 合意形成に至るための相手方の信頼性にかかわる

情報とは， 「SNS の信頼性」として， 友人の数やプロフィーノレ， もしくは参照できる場合に

は，過去の発言内容を確認していることが明らかになった。なお， ここでの「SNS の信頼性」

情報では， Facebook 以外では見られないということが明らかになった。

(5）不動産シェアビジネスの場合に， 文化の違う外国人に向けて， 日本独自， もしくは

地域独自のノレールを周知し運用させることも可能な仕組みとなっている。 しかし， 一方で，

人種などによる差別をしないなどの社会的に反しないといった コ ンスティテュ ーショナルな

規定が存在し，自主的なガパナンスができる仕組みが確立されていることが明らかになった。

(6）不動産シェアビジネスの場合に， コ ンスティテュ ーショナルな規約に反した場合に

は利用を停止するなどの監視ノレーノレがあり運営側に通報できる仕組みがあることがわかった

が， 一方で、， 自主的に設置したノレールに反した行為をした場合のノレーノレ違反に関しては， 評

価システムにその問題点を指摘し悪い評価をすることで， 次の利用時に取引の信頼性に影響

を与えて利用を敬遠されるという罰則ともいえる不利益が与えられることが， 監視モニタリ

ングの仕組みとして機能していることも明らかになった。

(7）不動産シェアビジネスの場合に， 事前に不安がある場合には匠名のままで情報を交

換し， 利用上の不安を解消したうえで申込みも可能で、あり， さらに， トラブルがあった場合

にも情報のやりとりや経緯も運営側が確認し仲介できるようになっているなど， トラブノレを

未然に防いだり， トラブノレが発生しても簡易な方法で解決できたりという方法が容易されて

いる。

(8）不動産シェアビジネスの場合に， 事前確認から， トラブノレ解決も含むすべての取引

プロセスにおいて， SNS のプロフィーノレ情報や投稿内容以外には，個人の住所や電話番号を

相手方に知られることがなく利用が可能でプライパシー保護やリスクに対応した仕組みが実

現していることが明らかになった。
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5. 発見事項のまとめ

以上， 第 5 章では， 次の 2 つのリサ ーチクェスチョンを掲げ， 「AirbnbJ のケ ースを検討

してきた。

1. 「現在，非常に短時間の問に急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデ

ルが， 「SNS の信頼性Jをマネジメントしているのかどうか」

2. 上記の聞いにおける 「SNS の信頼性」をビジネスシステムの要素として， 実際にマネ

ジメントしていて，それが要因となって成長しているとするならば，「 それらのマネジメント

要素がこれまでの成長と発展に本当に寄与しているのか」

これらのリサ ーチクェスチョンに沿って， 本項では， ケーススタディ全体を通じた発見事

項を整理する。

5.1.シェアビジネスのSNSの信頼性の利用

第1のリサ ーチクェスチョンは，「現在，非常に短時間の 聞に急速に発展し成長している先

端的なシェアビジネスのモデルが， 「SNS の信頼性Jをマネジメントしているのかどうか」

を明らかにすることであった。

Airbnb をケ ーススタディとして検討した結果から不動産シェアビジネスモデ
、
ノレの構造，同

社の継続的な価値創造方法が抽出したうえで， 特に顧客聞が相互に信頼関係を構築するため

に 「SNS の信頼性」をマネジメントしているという点が明らかになった。インタビュ ー調査

の結果から， 国内在住者， 国外在住者の利用者はともに， レピ、 ュ ーの掲載が一つもない部屋

を利用するのには不安がある場合には， fSNS の信頼性Jに該当する情報を利用しているこ

と， そして， Airbnb の Web サイトプラットフォ ームの構造的な分析から， 顧客同土が取引

をする上で， 取引の相手方との情報の非対称性を解消する仕組みとして Facebook と連携し

た 「SNS の信頼性」を参照できるように構築してマネジメントしていることが明らかになっ

た。

つまり，Airbnb の事例からは，利用者側からの視点での分析，プラットフォ ームの構造の

分析の結果のいずれの分析結果からも， リサ ーチクェスチョンとして示した， 非常に短時間

の聞に急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデルが， 「SNS の信頼性」を

マネジメントしているという結果が得られた。

この 「SNS の信頼性」を利用しているという知見は， 次の SNS の信頼性情報の利用とい
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う概念を実証研究でのモデ
、
ノレで操作化し， 具体的な測定項目とする。

5.2. シェアビジネスの成長と発展に寄与するマネジメント要素

第 2 のリサ ーチクェスチョンは， 「SNS の信頼性Jをビジネスシステムのマネジメント要

素として， 実際にマネジメントしていて， それが要因となって成長しているとするならば，

「それらのマネジメント要素がこれまでの成長と発展に本当に寄与しているのかJ を明らか

にすることである。

この Airbnb の成長と発展に本当に寄与しているのかの検討については， まず 「SNS の信

頼性jだけが， 利用促進要因かどうかを検討する必要がある。 実際に Airbnb の事例からは，

「SNS の信頼性Jのほかにも， Airbnb の顧客間の関係性のマネジメント要素の特徴として，

顧客聞が積極的に関わり自発的にコミュニケ ーションできる仕組みを実現していることが明

らかになっている。

つまり， 「SNS の信頼性J 以外の成長と発展に寄与するマネジメント要素が存在している

ことが明らかになったということである。例えば， Airbnb のケ ース分析の考察で示したよう

に， 自らの信頼性を高めるために積極的に顧客間ネットワ ークへの参加を図る傾向がある。

そして， その行動が結果的に取引の信頼性を高めモラノレハザードを防ぐような仕組みを実現

し， 自発的なネットワ ーク形成へのインセンティブが利用動機へと結びつき， 結果として非

常に短期間の聞にサービスを普及させることに成功しているという可能性がある。 また， 顧

客は良好な取引を積み重ねることで， それぞれの顧客自身の評価が高まり， その顧客そのも

ののブランド価値が高まるという仕組みが実現され， そのことが各顧客におけるプラットフ

ォ ーム（この場合にコミュニティと換言することもできる）内での行動に対して影響を与え

て利用を促進している可能性がある。

つまり， rsNs の信頼性jは， Airbnb の成長と発展に対して， 利用を促進するマネジメン

ト要素として唯一のものでなく， 利用促進の仕組みを構成する一要素であるということであ

る。 したがって， rAirbnb」利用したゲスト及びホストへのインタビューを行った結果でも

示したが， 自主的なガパナンスができる仕組みゃ監視モニタリングの仕組み， トラブノレを未

然に防ぐ仕組み， そして， プライパシーやリスクを回避できる仕組みなどが， 利用促進動機

となっている可能性が高い。

したがって， これまでの成長と発展に本当に寄与しているマネジメント要素を明らかにす

るためには， 先行研究レビューやインタビュー調査で発見事項とした明らかにしたマネジメ
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ンド要素とケ ーススタディでの発見事項として明らかにした「SNSの信頼性Jというマネジ

メント要素を一般化したうえで， シェアビジネスの急速な発展に寄与するマネジメント要素

としての概念枠組みを構築し， 概念の操作化を行った上で， 次に検討する仮説と概念モデル

を踏まえた実証研究であらためて検討する。

他方で， 顧客間の関係性や信頼といった事以外でも， 必ずヒアリングなどで話題となるの

は Airbnb などの規制緩和や規制強化といった政府のシェアピジネスに関する関与といった

最近のニュ ースなどの話題である。 これは利用者， 供給者側の双方からも懸念や期待として

の声が上げられた。 政府がどの程度， 関与するかによっては利用にも大きく影響すると考え

られる。つまり合法性といった点についても概念の操作化を行った上で検討する必要がある。

注
55 本研究では「宿泊関連情報サー ビス」と定義する。
56 代表的サービスとして「アットホ ー ム」， 「SUUMO （スーモ）」がある。
57 代表的サー ビスとして「るるぶトラベノレJ ' 「じゃらん」， 「楽天トラベノレjがある。
5s Afrbnb ではレビュ ーという。
59 Google＋は， Googleが運営するインターネット上のSNSである。
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第6章 本研究の概念モデル

本研究では， これまでに一度も交流したこのない物理的に離れた場所にいる一個人がオン

ライン上で構築されたプラットフオ ｝ ムの上で， どのような情報を参考にして友好的な関係

を構築し， シェアビジネスを利用するのか， つまり， 事前にどのような情報や知識を収集し

たうえで信頼関係をもち， 繋がることできるのかというソ ー シャルな関係性が機能する条件

について検討を文献レビュ ーそして， ケ ーススタディによって明らかにしてきた。

さらに， 同じ価値観や理念を持つ個人同士がネットワ ークを介して自発的に結びつき「価

値ネットワ ーク」を構築することができるのかといったヒュ ーリスティックな個人的なプラ

ットフォ ー ムの利用を促進する動機要因は， ケ ーススタディだけでは検討を行うことができ

ないことからアンケ ート調査による実証研究などから明らかにすることが必要となる。

本章では， 第I部の文献レビュ ー及び第E部のケ ーススタディから次の6点が仮説的な発

見事項として導かれたことから， これらの発見事項に基づきリサ ーチクェスチョンに答える

ための検証すべき仮説モデノレを構築する。

( 1）個人間（P2P）取引における SNS 信頼性情報は意図と行動の双方に影響を与える。

(2）個人間（P2P）取引における規範意識として SNS の利用度が影響を与える。

(3）信頼性を担保する仕組みとして健全な競争を促す仕組みが重要である。

(4）他者との信頼関係を良好に保つために利害調整し問題解決できることが重要である。

( 5）未然にトラブノレを防ぐためにロ ー カルルールなどの自主ノレールの運用が重要である。

(6）法律的に問題のある反社会的と判断されないことが重要である。

以下の第1節からそれぞれの項目に対して， 具体的に仮説を検討し， 最後の節で本研究の

概念モデルを提示する。
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1. rsNs の信頼性情報の利用」概念の定義

第 I 部第 2 章でレビュ ーしたように，P2P を利用する他ユ ーザーに対する信用が利用動機

に影響を与えているという先行研究は Hawlitschek et al. (2016）や Teubner et al. (2016）な

どをはじめ数件の文献を見つけることができた。 しかし， いずれの文献についても信頼性を

担保する情報が重要であるという指摘はしているものの， その担保する情報源を明確に定義

し， 本研究で検討するような SNS の特性を踏まえたうえで， 取引の相手方を信頼するかど

うかの判断をしていると明確に定義して議論した研究は現時点では見つけられない。 また，

SNS というシェアビジネスを利用する当事者が有するソ ーシャル ・ ネットワ ー クの信頼性は，

ただ利用しているというだけではなく， その利用頻度や友人との関係性や発言内容といった

その利用特性によって， 多面的な概念として定義する必要がある。

第 I 部の文献レピュ ー及び第 E 部のケ ーススタディのどちらの検討結果からも，SNS の利

用状況が， 相手方を信頼するという行動における最終判断条件となるような， 行動に直接的

に働きかけるだけでなく，SNS での関係性を考慮しながらも「新たな交流機会としたしリと

いった自らの態度への影響， つまり， シェアする（ネットワ ー クに参加する）ことを愉しむ

などの利用動機を喚起する間接的な目的としても SNS の情報を利用するということが明ら

かになった。 つまり， それぞれの個人が有するソ ーシヤノレ・ネットワ ー クに埋めこまれた信

頼性情報が利用するかどうかの信念に影響し， さらに実際に利用すると決めてからも SNS

の信頼性を参照し， 行動に影響を与えているならば計画的行動理論（Ajzen, 1985）の潜在因子

としてあてはめて検討すると知覚された行動制御として機能していると考えることができる。

以上， これらの発見事項に基づき， 本研究では， 「シェアビジネスの SNS の信頼性情報の

利用」という概念を次のように定義する。

P2P シェアのシェアピジネスを利用するにあたり 「シェアビジネスの SNS の信頼性情報

の利用」の概念を 「知覚された行動制御として行動意図及び利用行動に直接的または間接的

に影響を与える SNS の信頼性を用いる程度」と定義する。

2. 「SNSの利用度 j 概念の定義

他方で，SNS そのものが，対人関係の影響が行動意図に影響を及ぼすとした計画的行動理

論の主観的規範における規範的信念（家族）や外的規範信念（知人・近隣）について，Belk,
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(2013a）が指摘しているように従来の伝統的な人間関係に対するオノレタナティブな存在とし

て，SNS で構築された仮想、な人間関係が影響を与えているとする議論の必要性を指摘する意

見も多く見られる。（Belk, 2013b, 2014; Piscicelli et al., 2015) 

また， ケ ーススタディの結果からも Airbnb を利用している人は SNS 利用度が高く， 特に

Facebook を利用している人の割合が多いとするヒアリング結果から，Facebook の利用度（友

人数や発言頻度と発言内容）そのものが， 利用者の規範意識として作用し， 自分の態度だけ

ではなく， Facebook の友人にどう思われているかといった点も気にしており， 利用行動に

影響を与える要因として作用していると考えることができる。

以上，これらの発見事項に基づき，本研究では， 「シェアビジネスにおける SNS の利用度」

とし、う概念を次のように定義する。

P2P シェアのシェアビジネスを利用するにあたり「シェアビジネスにおける SNS の信頼

度」の概念を 「主観的規範としてリアルな家族や知人に代替するバー チヤノレな存在として行

動意図に影響を与えるような SNS を利用している程度」と定義する。

3. 「健全な競争を促す仕組み」概念の定義

シェアビジネスの場合に， ケ ーススタディでも明らかにしたように相互認証制度による評

価システムがどちらかの一方的な評価ではなく公正な評価を促すことで， 評価が高く支持さ

れている物件が人気となる仕組みができている。 また， サービス提供者は人気がある物件を

参考に自らの商品やサー ビスを改善することが可能となっており， 透明性があり健全で、公正

な競争を促す仕組みを実現していることが明らかになった。

以上，これらの発見事項に基づき，本研究では， 「シェアビジネスにおける SNS の利用度J

という概念を次のように定義する。 P2P シェアのシェアビジネスを利用するにあたり 「健全

な競争を促す仕組みjの視念を 「提供者側からは相対的な優位性を実現する手段であり， 利

用者側からは品質を担保することの指標として行動意図に影響を与えるような健全で公平な

仕組みを実現するプラットフォ ームの機能」と定義する。

4. 「利害調整を実現する仕組み」概念の定義

シェアビジネスの場合に， 一度も顔を合わせたことがない未知で国や文化， 慣習もしくは

価値観までも異なる相手方と取引しなければならない場合がある。 したがって， 事前に不安
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がある場合には匿名のままで情報を交換し， 利用上の不安を解消したうえで申込みも可能で、

あり， さらに，トラブノレがあった場合にも情報のやりとりや経緯も運営側が確認し仲介でき

るようになっているなど，トラブノレを未然に防いだり， トラブルが発生しても簡易な方法で

解決できたりという方法が利用できなければ， なかなか利用という行動に踏み出すことが難

しくなる。 したがって， 簡易な手段で事前に情報を収集しトラブノレを未然に防いだり， 仮に

トラブノレが発生したとしても容易に問題を解決したりすることができることが利用に対して

重要な影響を及ぼすことが明らかになった。

以上，これらの発見事項に基づき，本研究では， 「利害調整を実現する仕組み」という概念

を次のように定義する。

P2Pシェアのシェアビジネスを利用するにあたり 「本u害調整を実現する仕組みJの概念を
「事前にトラブノレを未然に解決で、きる情報が入手でき，トラブノレが発生しても低コストで短

期間で解決できる手段を実現するプラットフォ ームの機能」と定義する。

5. 「自主的なガバナンスを実現する仕組み」概念の定義

シェアビジネスの場合に，国や文化， 慣習の違う外国人に向けて， 日本独自， もしくは地

域独自のルールを周知し運用させることも可能な仕組みとなっている。 しかし， 一方で， 人

種などによる差別をしないなどの社会的に反しないといった上位概念の取り決めとしてコン

スティテュ ーショナルな規定が存在し，自主的なガパナンスができる仕組みが確立されてい

る。 このようなコンスティテュ ーショナノレな規約に反した場合には利用を停止するなどの監

視ノレーノレがあり運営側に通報できる仕組みがある。 また， 一方で，自主的に設置したノレール

に反した行為をした場合のルール違反に関しては， 評価システムにその問題点を指摘し悪い

評価をすることで， 次の利用時に取引の信頼性に影響を与えて利用を敬遠されるという罰則

ともいえる不利益が与えられることが， 監視モニタリングの仕組みとして機能している。

以上，これらの発見事項に基づき，本研究では， 「自主的なガパナンスを実現する仕組み」

という概念を次のように定義する。

P2Pシェアのシェアビジネスを利用するにあたり 「自主的なガパナンスを実現する仕組み」

の概念を 「その地域などの事情に合わせた柔軟なノレールを設定することが可能で，問題がお

きたときの罰則や監視に関するノレーノレ設定が可能な仕組みをして実現するプラットフォ ーム

の機能jと定義する。
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6. 「合法性 J 概念の定義

シェアビジネスに関しては，Airbnbなどの規制緩和や規制強化といった最近のニュ ースな

ども話題が上がっていることをケ ーススタディのなかでも指摘した。 これは利用者， 供給者

側の双方からも懸念や期待として意見が見られる。 つまり， 特に日本の場合は， 法的なリス

クといった規範意識が高いこともあり， 政府がどの程度， 関与するかによっては利用にも大

きく影響すると考えられる。 以上， これらの発見事項に基づき， 本研究では， 「合法性を担保

したプラットフォ ー ムのマネジメント」という概念を次のように定義する。

P2Pシェアのシェアビジネスを利用するにあたり 「合法性を担保し規制緩和や規制強化に

柔軟な対応をプラットフォ ー ムに反映する仕組み」と定義する。

7. 本研究の仮説モデル

本章では， 第I部の文献レビュ ー， そして， 第E部のケ ーススタディの発見事項を基にし

て， シェアビジネスの利用行動動機におけるSNS の信頼性情報の利用のあり方， つまり，

シェアビジネスのプラフォ ー ムをし、かにして機能するように設計し， マネジメントするのか

といった説明する上で重要と考えられる概念を説明してきた。

以上の検討をしたうえで， 本研究では， 計画的行動理論（Ajzen, 1985）をベースとして， ま

ずは， P2Pシェアの利用という行動は， 態度がP2Pシェア利用行動の決定要因というわけ

ではなく， 行動意図が直接的要因であるとするものである。 次に， 行動意図は， 知覚された

行動制御と主犯的規範と態度から影響を受ける。 主観的規範は，SNSの利用度に影響を受け

行動意図に影響を与える。 そして， 知覚された行動制御は，SNSの信頼性情報を参照し， 行

動意図に影響を与え， そして， 利用行動へと影響を与える。 利用行動は， 行動意図そのもの

のみから影響を受ける訳ではなく，行動する段階で適宜，知覚行動制御からの情報を元に利

用を開始したり3 もしくは行動の途中で中止したりというコントロ ール， つまり知覚された

行動制御を受けている。

次の章では， インターネットユ ー ザーを対象として， アンケ ート調査による実証研究を行

い， これらの仮説を検証してし、く。
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SNS信頼性（SNSTRUST) I +

SNS利用度（SNSUSAGE) I +

自主統治＿GOV

問題解決＿SOL

合法性
ー
しEG

健全競争

知覚行動制御（PBC)

P2Pシェア利用（PPSUSG)

図17 本研究の概念モデル
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第E部 実証研究

118 



第7章 シェアビジネスにおける利用動機の分析

1. 利用動機分析の概要

第E部では， 主要なシェアビジネスのケーススタディを行い， 個人間で取引が成立する場

合に， それぞれの個人が持つソ ーシャル ・ ネットワ ークの関係性を基準とした「SNSの信頼

性j概念に関する予備的な検証作業を実施した。 この検証を踏まえたうえで， 第E部では，

P2P シェアによるシェアビジネスの「取引プロセスでのリスク懸念J rプライパシー 問題j

や「共有の楽しさ」「エコ的持続可能性」 といった行為信念， 態度に影響を与えるマネジメン

ト要素としての「SNSの信頼性jを3 先行研究で指摘されてきた他の要因と比較して明らか

にすることで， 仮説の認知的な有効性をデ ータで確認することを目的どした検証を行う。

第I部の文献レビ
、

ュ ーでも明らかになったとおり， 日本でのシェアビジネスは発展途上に

あり， 実際に Uber などは規制もあり本格的なサービス提供は開始できでいないことから，

シェアビジネスの日本国内での利用者は， Airbnb が主体となっている事情もある。 したがっ

て， 日本国内でのP2Pシェアの利用動機に関する実証研究もほとんど存在していない。特に

利用実態調査や満足度調査のようなマーケティングや市場調査を目的としたものは存在する

が， ヒュ ーリスティックな側面での研究は， 少数の例外を除き， ほとんど存在していないと

いってよい

このような状況のなかで， 本研究では， シェアビジネスのプラットフォ ームがうまく機能

するための構造的な機能面で必要とされる要素は Teubner et al. (2016）らの海外を中心とし

た研究で一定の影響因子は明らかにされているものの， 本研究での文献レビュ ーなどで明ら

かにした「SNSの信頼性J情報の利用といった個人のヒュ ーリスティックな側面や構造決定

的な面でもいくつかのガパナンス ・ システムとして重要な影響因子として発見したものでい
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まだ検証されていない因子がいくつか存在していることが明らかになった。

したがって，シェアビジネスのプラットフォ ー ムを設計するうえで有用な構造決定な要素，

そして， 円滑に シェビジネスのプラットフォ ー ムをマネジメントするために必要な行為決定

的な要素について， これまでの先行研究では明確には示されていないことから， 本章の実証

研究によって， 先行研究に新たな知見を追加したいと考えている。

以下に， 本章で、実証する概念モデ
、
ノレと仮説を説明し， インタ ーネットアンケ ー ト調査の内

容について述べた上で， シェアビジネスの利用動機としての 「SNS信頼性」情報の影響とそ

のほかの利用促進を実現するマネジメント要素についての仮説の検証結果を報告する。

2” 概念モデ
、

ル及び仮説の提示

2.1概念モデル

次のページの図18が， 本章における実証研究における概念モデ
、
ノレである。

前節でも示したとおり，日本国内を中心とした P2P シェアの動機に関する実証研究は依然

として不十分で、ある。 したがって， 本研究では， 現存する文献および Teubner et al. (2016)

が報告した計画的行動理論をベースにした実証研究に基づく，P 2 P シェアの 20 の動機因子

を踏まえて， 本研究の先行研究レビュ ーで、検討したいくつかの動機因子を追加し検証した。

仮説モデルとして示した図中の正負（十 ・一）の記号は， 観測変数及び潜在変数聞の関係を示

している。正の場合には，それぞれの変数に対してプラス， つまり，促進要因として作用し，

負の場合には， それぞれの変数にマイナス， つまり， 阻害要因として作用することを意味す

る。 この計画的行動理論に基づくモデルは 5 つの潜在変数の関係性から， P2P シェアの利用

行動が導かれることを示している。まず 「行動意図Jに対する先行要因とじて「態度 （行動

への態度）J 「主観的規範」 「知覚行動制御 （知覚された行動へのコントロ ーノレ感）」が設定さ

れている。 「行動意図」は， P2P シェアの「利用行動jに対して直接作用し， 「行動意図」は，

「態度（行動への態度）」「主観的規範J r知覚行動制御（知覚された行動へのコントロ ール感）」

の3つの先行要因によって形成される。

ここで， 「 知覚行動制御Jは P2P シェアの 「利用行動」への動機を促進もしくは妨げる可

能性のある要因をコントロ ーノレできるかどうかに関する信念を意味し， 個人の 「利用行動」

に関しての評価として， 行動意図に影響を及ぼす。 さらに 「利用行動」に対しては， 「行動意

図」とともに直接的に影響を及ぼす。
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なお， この概念モデルで、 は， 計画的行動理論の理論的基礎（Ajzen, 1985）に基づいて， P2P

シェアビジネスの潜在的な利用動機を「態度（行動への態度） J「主観的規範」「知覚行動制御

（知覚された行動へのコントロ ール感）」のそれぞれのカテゴリ ーとそれに対応するサプカテ

ゴリ ー（Shih et al., 2004; Taylor et al., 1995）としての観測変数という概念モデ
、

ルで構成して

いる。 さらに，本研究では， Teubner et al. (2016）の示した概念モデルをより説明性が高く，

予測の妥当性を示すことができるように実証研究により検討するだけでなく， シェアビジ

ネスのプラットフォ ー ムの利用動機をマネジメントするうえで有用な出発点を提供すること

を目指す。

!Facilitating Cond拙ons & Efficacy] 
Kno叫edge+

T刊st in other Users + 
'SNS信額性’ ＋

!Normative Influence] 
SNS利用度＋

!Relative Advantage/Disad1antege] 
Additional In叩me+

官羽目nesss÷
Product Variety+ 

Ubiquitous A叩！ability+
Social Experience + 

Process Risk Concerns -
Pri,acy Concerns・

健全競争 ’問題解決 』 ＋

1自主統治『＋

!Compalibilily] 
Enjoyment of Sh田ng+ 

E凹b副回l Sustainability + 
Sense of Belonging+ 

Modern Lifestyle + 
官法性＇＋

!Compexity] 
Effort Expectancy + 

仮説（1)

知覚行動制御（PBC)

P2Pシェア利用（PPSUSG)

主観的規範（SN)

仮説（3)(4)(5)

態度（ATI)

図18 概念モデル

この概念モデルで、英語のまま示しているものが， Teubner et al. (2016）ら先行研究で検討

したものであり， 日本語で示しであるものが本研究で， 新たに開発したモデノレで、ある。 影響

の比較をする上で， まずは新たに開発したモデ
、

ノレを仮説として設定し検証したうえで， さら

に先行研究を加えたモデ
、

ノレで、実証研究により分析することで， より妥当な説明ができるモデ

ルとして先行研究に追加し貢献できるにように検討を行う。
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2.2 本実証研究の仮説

本研究で、の仮説モデルと計画的行動理論のフレー ムワ ー ク内のすべての動機とその位置に

ついては前ペー ジの図に示されているとおりであるが，本章での実証研究では， Teubner et 

al. (2016）の検討を含むすべての動機因子候補を検証するのでは，仮説検証項目が多く煩雑に

なるため，本研究での文献レビュ ーやケ ーススタディで開発した項目を中心とした次の仮説

の検証を実施する。 以上までの議論から， 次の6つの仮説が導かれる。

仮説(1) SNSの信頼性情報を利用することで行動統制感にプラスの影響を及ぼす。
仮説（2) SNS利用度が規範信念に代替した主観的規範として行動意図にプラスの影響を及ぼす。
仮説（3) ユーザーを評価できることが健全な競争を促し態度にプラスの影響を及ぼす。
仮説（4) シェアビジネスのトラブルを迅速に解決することが態度にプラスの影響を及ぼす。
仮説（5) シェアビジネスの自主的なルールなどの裁量権が態度にプラスの影響を及ぼす。
仮説（6) シェアビジネスが政府の推奨といった合法性が態度にプラスの影響を及ぼす。

2.3 SNSの信頼性情報の利用との関係に関する仮説

計画的行動理論のフレー ムワ ー クでは， 利用行動を予測するための標準モデルとして， 近

年ではインターネットビジネスの利用行動など， さまざまな研究においてその予測力が証明

されている（Pavlou et al., 2006）。 計画的行動理論は， 合理的行為理論を拡張したものである

が， 行動意図の予測因子として， 態度と主観的規範を設定したところまでは同じであるが，

そこに知覚された行動統制という概念を加えたモデ
、

ノレとなっている。 つまり， 内的および外

的要因によって， それぞれの状況に対する人の行動を制御されている可能性があるというこ

とであり， 本研究では， 他者を信頼できるかどうかという直接的な捉え方だけではなく， 他

者を信頼できるような仕組みがあるかどうかということで，SNSの信頼性情報を利用してい

るかどうかと他者を評価する仕組みに利用行動が影響を受けているかどうかという主観的規

範の観測項目を設定し， その結果として， 行動意図への影響と実際の行動の決定要因として

行動制御を知覚したかどうかという設定した項目で測定する。

2.4 SNS利用度が規範信念に与える影響に関する仮説

Teubner et al.(2016）の包括的な P2P シェアの動機因子に関する検討では， 計画的行動理

論の重要な潜在的因子の一つででもある主観的な規範に関する検討があまり行われてはいな

い。 Taylor and Todd (1995）は， 計画的行動理論を統合モデルとして定式化したなかで， 主

観的規範という社会的影響が行動に重要な決定要因であることを示した。 Teubner et 
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al.(2016）は， 友人 ・ 知人との関係といったリアルの人間関係の影響を観測して一定の影響が

あることは示してはいるが，影響があまり大きくはない分析結果となっている。したがって，

本研究では， リアノレの人間関係ではなく， インターネット上の仮想における人間関係の影響

に着目し検討を行う。

これまでの文献レビュ ーやケーススタディの検討から， 仮想空間であるソ ー シヤノレ・ネッ

ト ワ ー クの関係性が利用行動に影響を与えることが指摘さ れ ている。 （Belk, 2013a;

Binninger, 2015） 主観的規範の概念は，社会的な影響が特定の動作に影響を与えることだが，

Shih and Fang (2004）および Taylor and Todd (1995）と同様に， Teubner et al.(2016) 

もこの因子をリアルな人間関係以外の仮想空間での関係性を考慮して分析してはいない。

また， Teubner et al.(2016）の先行研究で、は， 社会的な影響が P2P シェアの利用を高める

とした場合に主にリアノレな人間関係を前提として， プラスの影響を与えるという仮説で検討

を行っているが， 実際の影響は大きくはないという結果となっている。

したがって， 本研究では， リアルの人間関係が主観的規範に影響を与えるのではなく，

SNS の人間関係がより主観的規範に影響を与えるという仮説を設定した。 つまり， 本研究で

は， P2P シェアという「共有」と「ソ ー シヤル ・ ネットワ ー ク」どしづ要素が密接に関係す

るプラットフォ ームでは， 主観的規範という概念に大きく影響を与えているのは， SNS の利

用を前提としたインターネット上のバー チヤノレな人間関係が規範信念として働くと考え，

SNS の利用度が高い人ほど， 主観的規範にプラスの影響があり， さらに行動意図に影響があ

るということに焦点を当てる。

2.5 ユ ーザー評価による健全な競争が態度に与える影響に関する仮説

取引の相手方，つまり P2P シェアの他のユー ザーを信頼するかどうかという項目は顕在的

な側面に対する観測項目であり， 実際には， プラットフォームのなかに埋め込まれた相手を

信頼するかどうかを判断するガパナンス ・ システムがなければ取引の相手方を信用するとい

う信念を持つにはいたらない。（Granovetter, 1985; Ostrom, 1999) 

そのような潜在的な側面での測定項目として， これまでの文献レビュ ーでも明らかにした

ユー ザーを評価できる仕組みがあることが他のプラットフォ ームとの優位性になることから

態度への影響を観測する必要があると考えている。 つまり， 本研究が目的とするどのような

マネジメントが必要なのかという点での考察には， 健全な競争を促すことができる相互評価

の仕組みの影響についての観測が必要で、あるということである。 したがって， ユー ザーを評
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価できる仕組みがあることが態度に影響を与えるという仮説を立てた。

2.6 トラフ
、

ルを迅速に解決することが態度に与える影響に関する仮説

これまでの一般的なインタ ーネットプラットフォ ー ムとの比較において， 相対的に優れて

いる点， もしくは劣っている点がプラットフォ ー ムの利用に対して3 影響を与えているかど

うかは重要な利用動機となる。 これまでの文献レビュ ーでも明らかにしたように， シェアを

伴うプラットフォ ー ムによるサービスを提供するビジネスの場合には， 利害を調整する仕組

みやトラブノレが発生したときに， 迅速で低コストを節約できる問題解決の仕組みが求められ

る。（McMillan, 2002; Ostrom, 1990)

つまり， ガパナンス・メカニズ
、

ムの一つの機能として， 取引の当事者のどちらかがルール

を守らなかった場合に適切な処罰や市場からの退出ノレーノレが存在していることが，P2Pシェ

アの利用の態度にも影響受けると考えられる。 したがって， ここでは， トラブノレを迅速に解

決できる仕組みがシェアビジネスのプラットフォ ー ムに備えていることが， 利用に対しての

態度にプラスの影響を与えるという仮説を立てた。

2.7 自主的なルールなどの裁量権が態度に与える影響に関する仮説

本研究の文献レビュ ーでも明らかにしたように， シェアを伴うサ ービスを提供するビジネ

スのプラットフォ ー ムの場合には， 世界的に普及している場合は特にそうであるが， それぞ

れが取引される地域の文化や慣習といった点も考慮して取引ノレールを定めることが望ましい。

しかしながら， 全世界のそれぞれの地域の実情を反映したノレールをフ
。

ラットフォ ー ム側が把

握し適切にその都度，ルーノレを設定し運用することは限定合理性（Williamson 1986）の面から

考えても不可能であることは明らかである。 したがって， 個人間の取引の現場で当事者が自

主的ノレールを設けて運用できる仕組みが必要となる。 したがって， ここでは， 自主的な取引

条件を各自が設定できる仕組みがあることが態度に影響を与えるという仮説を立てた。

2.8 政府の推奨といった合法性が態度に与える影響に関する仮説

近年では，Uber の普及によるタクシー業界からの反発によるデモや Uber ドライパーの乗

客に対する犯罪行為，Airbnb の外国人宿泊に伴うトラブノレなどさまざまな問題点がサ ービス

の普及とともにニュ ースなどでも取り上げられている。 また， Uber の場合は， 運転手の雇

用問題など， 集団訴訟に発展している場合もある。（Bloomberg, 2015)

一方で， 日本国内では， 海外からのインパウジド観光客の急増に伴う国内の宿泊施設不足
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に対応して，政府が国家戦略特区として東京の大田区をはじめ規制緩和する動きもでている。

このような規制緩和などの政府が推奨する政策が，利用行動に影響を与えるという面もある。

（内閣府地方創生推進事務局首相官邸， 2016)

また， 文献レビュ ーでも示したように合法性というのは， 市場のプラットフォ ー ムが機能

する重要な設計要素でもある。（ McMillan, 2002）したがって， 本研究では 態度に影響を与え

る観測変数として 3 政府の 推奨や規制緩和といった合法性が態度に影響を与えるという仮説

を立てた。以上の仮説を検証することで， 本研究の研究課題を明らかにする。

3. インタ ー ネットアンケ｝ト調査の概要と測定尺度

3.1.調査の概要

本研究ではインターネット アンケ ー ト調査を実施し、そこか ら 得たデー タを用いて分析を

行う。本調査では， 大きくは2つの分析視点で調査を実施する。第1は， 探索的因子分析に

よる影響因子の再検討で あり，第2は，共分散構造分析手法による第1で検討した最終的な

影響因子を用いた確認的因子分析で ある。なお， 調査デー タの収集は， 大きくは 2屈に分け

て実施している。

第1回目の事前調査では， シェアビジネスの先端的な事例でもあるAirbnbやUberなど

のシェアビジネスの宿泊施設提供者や車両運転ドライパー側の利用者及び利用者以外の消費

者を対象に主にFacebookやTwitterでの告知を通じて実施し，Webアンケ ー ト形式で回答

してもらった。調査期聞は 2016年12月 ～ 2017年1月 ある。第1回目の調査では81人の

回答があり回答を途中でやめた 1 件を除き， 有効回答数として80人の回答が得 られた。

この第1 の調査結果では， 主に探索的因子分析による影響因子の再検討のための事前調査

としての位置づけで実施した。

第2 回目の調査は，第1 回目の調査を踏まえた影響因子を整理した設問項目と計画的行動

理論に当てはめるための設問項目を加えた内容で再実施し，さらに，アンケ ー ト調査会社60の

アンケ ー トモニタに対する募集デー タ収集規模を拡大して実施した。

第2回目の調査では， 1回目同様にWebアンケ ー ト形式で回答をしてもらい，調査期間は

2017年1月に実施している。なお，第2回の調査では， スクリ ー ニング調査と本調査の 2

段階で実施し， スクリ ー ニング調査では， アンケ ー ト依頼メ ール配信数が 12,320 人に対し

て，回答数が2,201人，そして， 2,201人のうち，シェアビジネスを利用したことがあるか，
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もしくは利用したことはないが，サー ビス内容を知っていると回答した 682人に対して配信

対象とし， 最終的には 414人にアンケ ートの回答を依頼し， 224人の回答が得られた。

表7 スクリ ー ニンゲ調査回収結果 表8 本調査回収結果

配信数：12,320 男性 女性 合計
配信数：414 男性 女性 i也コ、 音ロ4，

15 歳～19 歳 ” 

15 歳未満

15 歳～19 歳

20 歳～29 歳 67 117 184 
20 歳～29 歳 12 21 33 

30 歳～39 歳 205 244 449 30 歳～39 歳 30 49 79 

40 歳～49 歳 485 281 766 40 歳～49 歳 34 23 57 

50 歳～59 歳 582 220 802 50 歳～59 歳 35 20 55 

60 歳以上 60 歳以上

合計 2201 合計 111 113 224 

3.2. 調査実施概要

第1回目， 第2回目の調査における測定モデ
、
ルは， Teubner et al. (2016）が検討した先行

研究の文献をベースとし， 本研究で検討した影響因子を追加する形式で調査を実施した。 な

お， 本実証研究では先行研究よりも設問数が多くなっていることを含めて， パ ソコン画面上

での回答しやすさなどを考慮して，基本は5点リカ ー ド尺度を採用しアンケ ートを実施した。

第1回目の事前調査で実施した調査では， 18個の影響因子に対して 21項目の質問リスト

により調査を実施した。 第2回目の調査では 22個の影響因子に対して31項目の質問リスト

により調査した。

なお， 第1回調査， 第2回調査ともに先行研究も含む設聞により調査を実施したが， 本章

での分析では， これまでの文献レビュ ーやケ ーススタディで追加した影響因子を中心とした

仮説を中心に検討している。また，SNS利用度の設問を除き，いずれの場合もアンカ ーが「ほ

とんEあてはまらなしリからで「よく当てはまるjまでの5点のリカ ー ド尺度で測定した。

変数の分散を考慮し， 新たに追加， 開発した測定スケ ールのカテゴリーを検討するため， ま

た， 先行研究との関係性を整理するために， 事前のスクリー ニングを実施し， 未利用者のう

ち設問のほとんどを未回答とした21名の回答を除く59名のインターネットユ ー ザーの サン

フ
。
ルに 基づいて 第1回目は探索的要因分析を実施し，その後，第2回目の本調査を実施した。
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3.3. 概念の操作化と測定項目

表9 概念及び測定項目の 一 覧

項目
Cron 

仮説 観測変数名 測定項呂 bach's 
数 α 先行研究引用元

私lまシェアビジネスで見知らぬ人と取引をする際に相
手のSNSのプロフイールを参照します。

H1 SNS信頼性（SNSTRST) 私iまSNSの友人が少ない人とはあまりシェアビジネス 3 0.736 ケーススタディの取引をしたいとは思いません。

私！まSNSに霊堂録してある写真の印象が悪い人とは
シヱアビジネスの取引をしたくありません。
私はシェアビジネスの利用にあたりSNSIこ登録した友
人の意見や投稿を参考にします。
私
ビジ

に
ネ
とって大切な人（家族 ・ 恋人 ・ 友人など）はシェア ケーススタディ

H2 主観的規範（SN)
スの利用に好意的だ。

4 0.814 
私のSNSの友人lまシェアビ

、

ジネスの利用に好意的
だ。

私はシェアピジネスの利用にあたり親や親しい友人，

知人の意見を直媛聞いて参考にします。 Venkatesh et al. (2012) 

H3 シェアビジネスはユーザーを評価することができ健全
鍵全競争（CMP) に競争することができる仕組みだと思います。 McMillan (2002) 

H4 シェアビジネスではトラブルを未然に防いだり迅速に
問題解決（SOL) 解決することが可能です。 McMillan, J. (2002) 

H5 シェアビジネスでは自主約な取引ルールを決めること
自主統治（SGV) カfできると思う。 Ostrom, E. (1990) 

H6 シェアビジネスは法的にも問題なく政府も利用を推奨
合法性（LEG) しているものです。 Ostrom， 巳（1990)

態度（ATT) シェアビジネスを利用するのは楽しく良いアイディアだ Taylor(1995) と思っています。

SNS利用度（SNSUSG) Facebook Google+ LINE lnstagram Linkedln Twitter ケーススタディmixiのSNS利用度

私iまシェアビジネスの利用が難しいものだと思ってい

H7 
ません。

知覚行動制御（PBC) 私iまシェアビジネスは気軽にできるものだと患ってい 3 0.855 Taylor( 1995) 
ます。
私1まシヱアビジネスを利用するのに抵抗はありませ
ん。

私は今後はシヱアどジネスを利用し続ける予定です。

行動意図（Bl) 私｜ま臼常的にシェアビジネスを利用するようになると 3 0.869 
思います。 Teubner et al.(2016) 

私iまシヱアビジネスを頻繁に利用する予定です。

P2Pシェア利用状況
提供者

2 Teubner et al.(2016) 
利用者
性別

年齢

回答者属性
手I］用有無
AirBN.B利用

Uber利用

その他利用

表9に本章の分析で使用する概念ど測定項目をまとめた。 新たに開発したものはケ ースス

タディからの測定項目と文献レビュ ーから引用したものである。 それ以外の計画的行動理論

に基づく潜在変数聞の測定項目については， その意味とそれぞれの引用元を以下に示す。
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3.4潜在変数の測定方法

概念モデ
、
ルに含まれる計画的行動論の各潜在変数を測定するための質問 項目について 「行

動意図jは Teubner et al., (2016）より 3 項目を設定した。 「行動への態度Jは， Taylor et al.,

(1995）より3項目を設定し， 「 主観的規範jは本研究でのケ ーススタディから3項目と

Venkatesh et al., (2008）から 1 項目の合計4項目を設定し， 「知覚行動制御」は，Taylor et al.,

(1995）より 3 項目を各潜在変数設定しデ ータ収集した。

これらの質問 内容は， 各設問に対して 「 わからなしリと 「ほとんどあてはまらない」 から

「よくあてはまる」 までの5段階尺度で回答する形式である。 「SNS利用度」については、

Facebook や Twitter とし、ったSNSの利用に関しては， 「利用していなしリから 「ほぼ毎

日利用するJまでの7段階尺度で構成される。

なお， 各潜在変数の尺度としての内的整合性を検討した結果では， 「知覚行動制御J 「主観

的規範J 「行動意図」については 3 項目ともクロンパックαが＞ 0.8 と信頼性の高い尺度であ

り， 項目を削除した場合の尺度のほうが低下することから， そのまますべての測定項目を用

いて分析することとする。 「SNSの信頼性」については， 比較的幅広くSNSの信頼性をとら

えた設聞になっているため他の4項目に比べると低いもののクロンパックα＞ 0.7 以上であ

れば問題ないとの研究もあることからそのままの測定項目を採用する（Cronbach, 1987）。

3.5 各潜在変数の関係

特定の行動をとる人の意図 つまり 「行動意図 J は， 実際の行動（「利用行動」）を決定す

ると仮定することができる（Fishbein et al., 1975）。 一方で、， 行動意図と実際の行動にはギャ

ップがあることが指摘されており， Ajzen (1991）により拡張した概念によって， 知覚行動制

御が行動意図と共に，2つの主な理由で行動を予測することができるとしている。 第1は，

特定の動作を予定通りに順調に実施することができるという根拠なき確信は， 動作を実行す

るために費やされる労力を増加させる可能性があるということである。 第2 は， 知覚される

行動制御は， 知覚した内容の正確さに依存して， 実際の行動を制御するための代替手段とし

て機能し， 利用するかしなし 1かを判断することとなっていることが多いということである。

したがって， 知覚された行動統制感が行動意図に対してプラスの影響を及ぼす左いうことで

測定する。

「知覚行動制御」 はシェアビジネスの 「利用行動jへの動機を促進もしくは妨げる可能性

のある要因をコントロー ノレで、きるかどうかに関する信念 を意味しており，個人の「利用行動」
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に関しての評価として， 行動意図に影響を及ぼす。 さらに「利用行動」に対しては， 「行動意

図jとともに直接的に影響を及ぼす項目である。 この因子では， 特定の行動を実行するため

に必要な資源の可用性を反映している。 これには， 時間， お金， または特定の技術へのアク

セス可能性が含まれる（Shih et al., 2004）。

最後に，人間の行動は通常， 影響因子からの情報が入手できたとしても即座に行動するわ

けではない。 つまり， 信念から形成される行動意図という意思が実際の行動へと突き動かす

ドライパ ーとなっているのである。 したがって， 行動意図は利用行動を起こそうとする試み

の予測因子とみなすことができるという一般的な仮説に従う（Ajzen, 1985）。

4. 仮説の検証結果

第1回目の事前調査による探索的因子分析（EFA）を実施した結果についてのすべての項

目の概要及び設問項目は参考資料に記載した。 まずは， 計画的行動理論の潜在因子に影響を

与える観測項目について， 平均値などの基礎統計量を算出し， 回答分布を確認したところ

P2P シェアビジネスの未利用者も含めて， 観測するための設聞を設定していたが P2P シェ

アビジネスの未利用者の 20名ほどが影響因子のほとんどを未回答のまま回答しているデー

タが散見していたたため全体の 4 0%程度はシェアピジネスを知らない回答者であると想定

し， 2四日の本調査のスクリ ー ニングの参考にすることとした。 なお， 第1回目の事前調査

では最終的に5 9人の回答を探索的因子分析の対象とする有効回答となった。 したがって，

サンプルとしてはかなり少ない事もあり， あくまでも第2 回の本調査に向けて測定因子項目

の参考としての事前調査とした。 第1回の事前調査の回答デー タ全体の基礎統計量及び探索

的因子分析対象の基礎統計量を参考資料に示した。 なお， 以降の分析はす代て第2回目の調

査デー タに基づくものである。

4.1測定モデルの検討

以下に， 第2 節で提示した仮説の検証結果を報告する。 まずは， 計画的行動理論によるシ

ェアピジネス利用動機モデ
、
ルの妥当性を検証するため共分散構造による検証を行う。 次に，

本研究で検討した各仮説の検証には階層的重回帰分析を行い， その因果を明らかする。

そして， 最後に改良した仮説モデルの検証を実施するための分析手法として， 二段階アプ

ロ ー チ（Two-Step Approach) (J.C. Anderson et al., 1988）の手法に従い共分散構造分析を

進める。 具体的には， まず仮説に用いるすべての概念と測定方程式モデノレによる検証的因子
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分析を行い， 因子負荷の低い項目や複数概念に対して因子負荷量が高い項目を除外するなど

して， 測定尺度の洗練化を進める。 次に， この測定尺度を用いて構造方程式モデ
、

ノレのソフト

ウエアとして，SPSS Statistics 19およびAmos 19を用いて， 測定モデ
、

／レの確認的因子分析

を行い， 各概念の信頼性などを検討した。

4.2 シェアビジネス利用動機の分析に関する計画的行動理論の妥当性

まず， はじめに本項の目的は， 計画的行動論で示されたモデルがシェアビジネスの利用行

動に適用し分析することが妥当なのかどうかを再検証することにある。 ここでは， Amos19

による構造方程式モデ
、

ノレを用いて， 表9に示した測定項目をそれぞれの因子項目に割り当て

て分析し， 行動意図が知覚された行動制御と主観的規範， 行動への態度のそれぞれから正の

影響を受けていること，そして，シェアビジネスの利用行動が行動意図から正の影響を受け，

そして， 知覚された行動制御からも利用行動を控えるといった影響を受けているかどうかを

分析した。 構造方程式モデル図とパス係数の推定結果を以下の図19に示す。

1.61 

1.85 

知覚行動制御
(PBO) 

主観的規範
(SN) 

態度（ATT)

X2乗値＝3,747 , df=2 , pf］直＝.154
GFI＝コ.993 , AGFI=.950 , AI0=29.747 

図19計画的行動理論による構造方程式モデル図と推定結果

（注） 1. 帥pく0.01,*pく0.05（片側検定）
2. ;r 2三 3.747, d/=2, p=0.154, CFI=0.997, GFI=0.993, NF!= 0.995 

3. 最尤法による推定結果
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表10 計画的行動理論による構造方程式モデル検証結果

主観的規範 一→ 行動意図
態度 一→ 行動意図
知覚行動制御 一→ 行動意図

行動意図 一→ P2P 、ンェア手り用

知覚行動制御 一一う P2Pシェア利用

（注） 1. 州p ぐ0.01
，

やぐ0.05 (It仰総定j

非標準化
パス係数
.308** 

.141 * 

.481会＊

.362会＊

.055 

2. ;r 2= 3.747, d/=2, p=0.154, CFl=0.997, GFl=0.993, NF!= 0.995 

3. 最尤法による推定結果

標準誤差 検定統計量

.070 4.384 
.058 2.428 
.074 6.511 
.111 3.258 
.116 .470 

確率

＊＊＊ 

.015 
＊＊＊ 

.001 

.638 

この図19，表10 の分析結果から， 各概念聞のパス係数で、は， 主観的規範， 態度， 知覚行

動制御から行動意図，行動意図からP2Pシェアの利用は統計的に有意な影響を与えている結

果となった。一方で，知覚行動からP2Pシェアの利用への有意な影響はほとんど見られない

結果となった。 表11 で要約したとおり， 適合度指標は妥当な水準にあり， 測定モデノレはデ
ー タに良く当てはまっている（χ 2= 3.747, d/=2, p=0.154, CFl=0.997, GFl=0.993, N刀＝ 0.995） 。 この測定モ

デ
、

ノレの適合度の高さは， 計画的行動論で示されたモデ
、

ノレがシェアビジネスの利用行動の分析

に妥当性があることを示している。

なお， Teubner et al., (2016）の先行研究では態度からの影響が他の因子よりも大きくなっ

ていたが，SNSでの人間関係からの影響を主観的規範として設定したことで， よりSNSの

人間関係が行動意図に対して影響が強く示される傾向が見られる。

また， 本実証研究の結果からも行動意図から利用行動まで実際に行動するのにはギャップ

があることが示されているが， これはシェアビジネスという存在そのものがまだ普及期にあ

ることもあり， すべての消費者が， 利用という行動をするわけで、はないことを示している。

計画的行動理論は交通機関の利用行動モデルなどで応用し研究されることが多いが， 誰も

が利用する機会がある交通機関の利用動機モデルと比べるとシェアビジネスは， すべての消

費者が日常的に利用する商品やサ ービスを提供しているものではない。 したがって， 行動意

図と利用とにギャップがあるのは当然の結果と考えることができる。

つまり， 本研究が対象とするシェアビジネス場合には， 主観的規範， 態度， 知覚行動制御

の3つに対して， それぞれ影響を与える要素とは何かを明らかにすることが重要である。
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4.3重回帰分析による仮説の検証結果

本章で示した仮説1から6を階層的重回帰分析によって実施した。 表11が相関マトリク

スで， 知覚行動制御に影響を与える3つの観測項目についてを分析したものである。 表12

と表13が知覚行動制御を従属変数にした重回帰分析の推定結果と仮説の検証結果である。

表11 相関マトリクス（SNS信頼性情報と知覚行動制御）

N=223 項目数 平均
標準 α SNSTRUST TRU KNO 
偏差

SNSの信頼性情報 .540牢本 .485申本

3 3.59 1.36 0.736 
(SNSTRUST) 。 。

他者に対する信頼 .540** .587** 
3.58 1.28 

(TRU) 。 。

シェアビジネスの知識 .485ホ＊ .587本＊

3.25 1.57 
(KNO) 。 。

知覚行動制御 .586** .693** .679** 
3 3.08 1.39 0.855 

(PBC) 。 。 。

（注）1. **· pく0.01 N=223

2上段は， Pearsonの相関係数下段は有意確率（両側）

表12 重回帰分析によるモデノレ集計（SNS信頼性情報と知覚行動制御）

モデル R R2乗 ｜調整済みR2乗｜推定値の標準誤差

. 790' . 624 . 618 . 84169 

予測値：（定数）、SNSTRUST:SNS信頼性，KNO：知識， PBG：知覚行動制御 ロ

表13 重回帰分析による係数（SNS信頼性情報と知覚行動制御）

非標準化係数 標準化係数

モデル B 標準誤差 ベータ t値 有意確率

（定数） . 658 . 177 3. 716 . 000 

SNS信頼性 . 226 . 054 . 213 4. 190 . 000 

TRU . 320 . 048 . 367 6. 680 . 000 

KNO . 353 . 052 . 360 6. 812 . 000 

従属変数知覚行動制御（PBG)
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表 14 重回帰分析による仮説検証結果（SNS信頼性情報と知覚行動制御）

SNS の信頼性情報

他者に対する信頼

シェアビジネス知識
斤2

自由度調整済F

Fi直

l:).R2 

（注） N= 223a 

モデル（ i ) モデル（ii ) モデル （iii) 仮 説 仮説の符号 仮説の検定結果
0. 21** 仮説（ 1 ) 十 。

0.45** 0. 38**

0. 68** 0. 41** 0. 36**

白 0.461 0. 593 0. 624

0.458 0. 590 0. 619

188. 76 160. 52 120. 92 

0. 13** 0.03+ 

会＊p く 0.01, *p < 0.05, +p < 0.100 従属変数は「PBC：知覚行動制御J

おNSめ
i議総t9:t議総 様－·－ .il. 争

Z跡 ・」

くSNSrnυs l) l
吋

～～

地教への弱鞍 i .:n• 争

OHU) 

シzアビジネス
の錦織
(KNO) 

ヰ事令いく告01 毎場 p＜β1 + p<.05 

図 20 知覚行動制御に対する影響のパス図

表 14 に示す通り，階層的重回帰分析によるモデルの分析で，知覚行動制御を従属変数と

する3つ影響因子によるモデルを比較した。まず，モデ
、

ノレ（ i ），モデル（並）では，先行研究で

知覚行動制御に影響があるとされてきた要因のシェアビジネスの知識と他者に対する信頼を

独立変数として設定した，次にモデノレ（出）において，本研究で注目している影響要因の 一つ

であるSNSの信頼性情報を独立変数として投入した（仮説（ 1)）。

分析の結果，モデ
、

ノレ（ i ），モデノレ（並），モデノレ（温）の自由度調整済み炉はいずれも統計的に

有意で、あり，標準化偏回帰係数の変化量もすべて統計的に有意であった（自由度調整済みF

はそれぞれ 0. 46, 0. 59, 0. 620 b. Fは 0. 13, 0. 03。）。
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仮説（1）のモデノレを重回帰分析した結果をパス 図で示したのが 図20である。 SNSの信頼

性情報による知覚された行動制御に対して， 正の相聞があり， 統計的に有意（W = 0.62 

pく0.01）な影響があることが示されている。 この結果により， 仮説1は支持された。 次に，

SNSの利用度が主観的規範として行動意図に正の影響があるのかについて， 仮説（ 1 ）と同

様に重函帰分析により検証を行った。

表15相関マトリクス（SNS利用度と主観的規範）

項目数 α SNSUSG SN 

.312本＊

SNS利用度 3 
。

.312** 

主観的規範
。

（注）1 .
料

. p = 0.01。

2上段は ， Pearsonの相関係数下段は有意確率（両側）

表16重回帰分析によるモデ
、

ノレ集計結果（SNS利用度と主観的規範）

モデル R R2 乗 ｜調整済み R2 乗｜ 推定値の標準誤差

. 312' . 097 . 093 1. 20440

予測値：（定数）、 SNS利用度（SN）。

表17重回帰分析による仮説の検証結果（SNS利用度と主観的規範）

非標準化係数 標準化係数

モデノレ B 標準誤差 ベータ t fi直 有意確率

（定数） 2. 323 . 215 10. 818 . 000 

SNS利用度（SN) . 285 . 058 . 312 4. 881 . 000 

従属変数主観的規範（SN)

仮説（2）のモデノレでは，表15で示すようにSNSの利用度は，統計的には有意で、あるがSNS

の信頼性情報と比べると弱し、影響を与えている結果となった。また，表16 で示すようにSNS

利用度が規範信念に代替した主観的規範として行動意図にプラスの影響を及ぼしてはいるも

ののモデ
、

ノレとしてはあまり影響が大きくはない結果 （W = 0.097，標準化係数0.3 1）となっ

た。 この結果により， 仮説（2）は，支持されたものの影響は非常に少ない結果となった。

次の仮説（3）から（6）については，行動統制感を従属変数とし，残りのすべてを含めて重回帰

分析を実施した。

134 



表18相関マトリクス

項悶数 SOL SVG LEG CMP ATTENJ 

. 538** . 596料 . 608料 . 622** 
問題解決できる仕組み

。 。 。 。

. 538林 . 502料 . 482料 . 610料
自主的な統治ができる仕組み

。 。 。 。

. 596林 . 502** . 569** . 582** 
合法的に利用できる仕組み

。 。 。 。

. 608** . 482** . 569** . 662** 
健全な競争ができる仕組み

。 。 。 。

. 622** . 610** . 582林 . 662** 
態度

。 。 。 。

（注） 1 . 料 ． 相鏑係数は1覧水準で有意（両側） 2上設は， Pearsonの相関係数 下段は有意確率（両側）

表19重回帰分析による仮説の検証結果（SNS利用度と主観的規範）

非標準化係数 標準化係数

モデル B 標準誤差 ベータ t Ii直 有意確率

（定数） . 794 . 188 4. 217 . 000 

健全競争ができる（CMP) . 322 . 056 . 335 5. 713 . 000 

問題解決ができる（SOL) . 186 . 062 . 184 3.000 . 003 

自主的な統治ができる（SVG) . 254 . 050 . 277 5. 117 . 000 

合法的に利用できる（LEG) 142 058 . 143 2. 439 016 

従属変数態度（ATT)。

表 18で示すように態度に影響を与える測定項目として， 本研究で追加し検討した観測項

目のいずれもが態度にたいして有意な正の相関 （r > 0.5）を示し統計的に有意（すべてp く

0.01）であるという結果となった。

次に， Teubner et al., (2016）の先行研究が示した観測目によるモデルと以上で検証した観

測項目を追加し構成したモデルとで重回帰分析の決定係数がどのように変化するかの比較分

析を実施したのが次の表19と表20である。
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表 20 重回帰分析による仮説の検証結果（追加した項目を含まないモデ
、

ル）

. 739 . 726 qd
 

nHu
 

rhυ
 

nU
 

差
一
ι

誤
一

準
一

標
一

の
一

古
且

一

｛
－

L口疋
一

推
一

モデル R2乗 ｜調整済みR2乗

a. 予測値目 （定数）、EFF逆 ， ENJ, LIF, PRV逆 ， RSKi色ADD, SEP, UBI, THR, EGO, VAR。

表 21 重回帰分析による仮説の検証結果（追加した項目を含むモデ
、

ノレ）

モデル R R2乗 i調整済みR2乗

. 862' . 744 . 729 内《υハununo

a. 予測値．（定数）、LIF, SVG, LEG, ENJ, SOL, THR, GMP, ADD, SEP. UBI, VAR, EGO。

Teubner et al., (2016）の先行研究で示した測定項目のみで重回帰分析したモデルの決定係

数では， R2= 0.739 で、あったが，本研究の観測項目を追加したモデ
、

ルで、は R2= 0.744 となり，

決定係数が向上する結果となった。 したがって， 追加した測定項目を加えることで， より説

明力のあるモデルを構築できることがこの分析から明らかになった。 以上の分析結果より仮

説（3), (4), (5), (6）は支持された。 次に， 以上の仮説検証の結果を踏まえて， さらに態度に

影響を与える測定項目について， 確認的因子分析を実施し， 説得力のあるプラットフォ ー ム

の適切なマネジメントモデノレを検討することとする。

4.4態度に影響を与える測定尺度の確認的因子分析

重回帰分析の結果から態度に影響を与える測定尺度の15項目を対象に確認的因子分析を

実施する。 まず， 基礎統計量の分布を確認したところ， 質問項目のなかで偏りが見られる設

問項目はなかった。 したがって， すべての設問項目を行動への態度に影響を与える因子とし

て， 除外せずに以降の分析対象とした。

次に， 15項目に対して第1四目の主因子法による因子分析を実施した。 固有値の変化は

8. 75, 1.22, 0. 72 ・ ・ ・ ・ ， というものであり， 第 1 因子が強く固有値が出てはいるが， 最終

的には因子負荷量が少なく，他の因子と組み合わせても結果が良くなかった「期待成果（EFF) J 

の測定項目を最終出力モデルから除外し 14 項目とすること 3 因子が妥当であると判断した。

次に 14 項目 3 因子で固定して最尤法 ・ Promax 回転による第 2 回目， 第 3 回目の因子分析

を実施した。 その結果， 十分な説明可能な因子パタ ーンが示された。 最終的な因子パタ ーン

と因子間相闘を以下の表 22 に示す。

【入
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表22態度に影響を与える測定尺度の因子分析

ill I II 

ADD 副収入などのお金を手にすることができると思います。

THR 節約することができます。

VAR 様々なサー ビスが利用できるようになります。

ECO 持続可能なエコライフの消費スタイノレだど思います。

UBI どの場所にいても製品やサー ビスにアクセスできます。

LIF 最新の生活スタイノレを表していると考えています

SEP コミュニテイの一員として良い関係を築くことが可能だと思います。

SOL トラブ
、
ルを未然に防いだり迅速に解決することが可能です。

ENJ 私の遊休資産などを共有することは楽しいことだと思います。

CMP 健全に競争することができる仕組みだと思います。

LEG 法的にも問題なく政府も利用を推奨しているものです。

RSK逆経済的または法的なリスクが発生すると思います。

PRY逆プロフィ ーノレ情報を参照することができるのは不愉快です。

SVG 自主的な取引ルーノレを決めることができると思います。

因子抽出法：最尤法 回転法： Kaiser の:iE規化を伴う 7
。 ロマックス法 因子関相関

.997 ・.132 ヘ005

.682 .098 .101 

.648 .103 .149 

.610 .279 -.011 

.541 .330 -.002 

.518 .360 -.069 

.135 .792 -.089 

-.167 .772 .222 

.228 .671 -.067 

.340 .473 .041 

.225 .452 .106 

-.122 .141 -.822 

.105 ・.181 ヘ661

.217 .017 .414 

II 皿

I - . 795 . 664 

II 

m 

I：優位性 E：価値観適合性 E：安全安心性（注）逆と記載があるのが逆転項目

. 652 

χ 2=112.941, df=62 ,Pく .001; GFI=.929 , AGFI=.896 , RMSEA=.061 

第1因子は5項目で構成されており，タト発的な動機因子に関連する追加収入や節約， 商品

多様性といった他に対して優位性を示す内容が含まれる。 Teubner et al., (2016）が先行研究

で示した「優位性」因子と同じ意味に属する項目が同様に同じ因子群として示されているこ

とから， 先行研究と同じ「優位性」因子と命名した。 なお， 本研究の分析では， 先行研究で

含めていた 「プライパシー認識」や 「 リスク認識」といった態度に対してマイナスの影響を

及ぼす因子は含まれていない。

第2因子は4項目で構成されており， 「 問題解決 j 「社会関係」 「共有を楽しむ」といった

内発的な動機因子の主に人間関係に関連するものや本研究で開発し追加した 「健全な競争が

できる仕組み j などが含まれている。 Teubner et al., (2016）の見解では， 価値観にどれだけ

適合するのかという意味で、適合性（Compatibility）と名付けてはいるが ， 「適合性Jだけでは

何を意味しているか分かりづらいため ， 補足して 「価値観適合性J因子と名付けた。
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第 3 因子は， 4 項目で構成される。 Teubner et al., (2016）では 1 項目だけであったが， リ

スク認識やプライパシー認識， 抵抗感といったマイナスの影響を与える項目とノレーノレの取り

決めなど 3 危機回避行動や信頼性といった安全性に関する項目，つまり， Maslow(1955）の 5

段階の基本欲求のうち， 生理的欲求の次の上位階層で示される 「安心 ・ 安全」の動機に構成

されることから， 「安心安全性」因子と名付けた。

なお，それぞれの因子項目は，信頼性係数クロンパックαによる内的整合性の検討を行い，

「優位性j因子では， 0.935， 「価値観適合性」因子では， 0.865 と高い信頼性を示した。 「安

心安全性」因子で， 0.813 とすべての値で 0.70 以上の値であり， 尺度の信頼性が高いことを

示している。

4.5 構造方程式モデルによる態度関連項目の確認的因子分析

仮説の検証による観測項目の14項目が， 想定通りの3因子構造となることを検証するた

めに， リスクやプライパシーの逆転項目処理を行ったあとで， Amos19 を用いた確認的因子

分析を実施した。 3つの因子からそれぞれ該当項目が影響を受けており， すべての因子聞に

共分散を仮定 し た モ デノレで分 析 を 行 っ た と ころ， 適 合度指標は X 2=112.941,

d作62,pぐ .001; GFI=.929 , AGFI=.896 , RMSEA=.061 となり一定の評価できるモデルを示

すことができた。 次の図 20 に推定したパス図を示す。
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、70

回 81

図21調査結果のパス解析図

表23 構造方程式モデルによる確認的因子分析結果

非標準化パス係数

追加収入 くーーー 優位性 0.835 

節約 く一一一 優位性 0.833 

商品多様性 く一司ー 優位性 0.85 

可搬性 くーーー 優位性 0.827 

ライフスタイJレ く一一一 優位性 0.79 

社会的体験 く一一一 価値観適合性 0.819 

問題解決 く一－－ ｛面値観適合性 0.752 

シェア楽しみ く一一一 価値観適合性 0.821 

健全競争 くーーー 価値観適合性 0.815 

合法性 く一一一 価値観適合性 0.727 

リスク認識 くーーー 安心安全性 0.733 

プライバシー く一－－ 安心安全性 0.687 

自主統治 く一一一 安心安全性 -0.759
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表24 潜在因子間相関表

優位性 〈ー〉価値観適合性 .922

価値観適合性〈ー〉安心安全性 -.791 

優位性 くー〉安心安全性 ー.811

以上の分析から， 「優位性j 「価値観適合性J 「安心安全性」という 3 因子構造が有意なモ

デ、
ノレで、あることが確認された。 また， この結果から 「優位性」 「価値観適合性jは強い相関関

係（r= 0.922）にあり，「優位性jが向上すれば 「価値観適合性jも同様に向上する強い正の相

関関係にあることがわかった。 一方で， 「安心安全性jは， 「優位性」（1'＝ ” 0.811）， 「価値観

適合性J(1'= -0.791）のどちらにも負の相聞があることが示されている。

4.6構造方程式モデルによる態度関連項目の影響の検討

「優位性」 「価値観適合性」 「安心安全性Jという3因子が， 態度に及ぼす影響を検討する

ために， 共分散構造分析によるパス解析を行った。 まずは， 3つの因子のすべてが態度に及

ぼすことを仮定して分析を行った。 その結果， 次の図21に示すように， 「優位性Jは， 「態

度」へのパス係数が有意であるが， 「安心・安全性」 「価値観適合性Jのパス係数は有意で、は

なく， 適合度指標は， χ2= 123.639, diと7 3, p 値＝0.000, GFI=0.927, AGFI=0.895, 

AIC=187.639であった。 そこで、有意で、はなかった 「安心・安全性」のパスを削除し， 再度分

析を行ったところ， AICは， 187.651へと低下した。 図22に最終的な態度への影響のモデ

ノレを示す。

最終モデノレで、は，「安心・安全性J r価値観適合性」が 「優位性」に強い影響を及ぼしてい

るパスを示し， その影響を受けた 「優位性」が 「態度」に強い影響を及ぼすパスを示した。
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X2乗櫨＝123.639. df=73‘pf車＝.000
GFI出羽927 . AGFIロ .895 , AI0=187守639

図22全影響因子の調査結果のパス解析図

X2乗慎＝127,051 , df=75 I p｛直＝＝β00
G円＝.925 , AGFI=.895. AIC=187.051 

図23最終影響モデルのパス解析図
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4β発見事項のまとめ

以上のように， 構造方程式モデ
、
ルによる計画的行動理論の確認的因子分析， 多段階的重回

帰分析による影響因子の仮説検定， 構造方程式モデ
、
／レによる態度への影響因子に対する確認

的因子分析の結果から， シェアビジネスの利用動機に対する計画的行動理論の適用が妥当で

あること， 「SNSの信頼性情報Jが知覚された行動制御に正の影響関係があること，さらに，

文献レビュ ー及びケ ーススタディで検討し追加した「問題解決J「健全競争」 「自主的統治j

「合法性」の観測項目が， シェアビジネスの利用行動に向かう態度に正の影響を与えること

がわかった。

また， 態度への影響因子に対する確認的因子分析の結果から， 構成する観測項目が先行研

究とは異なる結果となったが，「優位性（Rerative Advantage）」「価値観適合性（Compatibility)J 

という先行研究でも示された2つの影響因子を本研究で、も支持することとなった。さらに「安

心安全性jという Maslow(1955）の 5 段階の基本欲求のうち， 生理的欲求の上位階層で示さ

れる動機因子の存在が利用行動に影響していることを見いだすことができた。

それぞれの態度に影響する潜在因子の関係を相関で見ると 「優位性」 「価値観適合性jは強

い相聞があり， お互いが相互補完する関係にあり 「優位性」 が高くなれば， 顧客価値にも直

接的にも繋がる 「価値観適合性jが高まるという関係にあることも明らかになった。

最後に， 態度に影響する潜在因子のパス解析の結果から， 安心安全性と価値観適合性は3

直接， 態度に影響を与えているのではなく， 安心安全性と価値観適合性が優位性に影響を与

え，その結果として， 影響を受けた優位性が態度に影響を与えていることが明らかになった。

以上から， 一般的に言われている SNSの普及が「SNSの信頼性情報」という影響因子と

して利用動機に対して影響を与え， そして， 価値観適合性や安心安全牲に該当する影響因子

がプラットフォ ー ムの優位性へと影響を与え， その結果として利用する態度へと行動を促進

していることが明らかになった。 つまり， シェアビジネスの急速な発展に影響を与えている

マネジメント要素を実証的にも明らかにでき， 利用動機の影響因子の存在を明らかにするこ

とができた。
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5. 考察と課題

5.1先行研究に対する貢献

本章では，P2Pシェアによるシェアビジネスの 「 問題解決できる仕組みj「健全な競争が

実現できる仕組みJ r合法性のある運営を実現する仕組みj「自主的な取り決めができる仕組

み」といった本研究で検討した行為信念に該当する観測項目， および Teubner et al., (2016) 

が先行研究で示した「取引プロセスでのリスク懸念」「 プライバシー 問題」や 「共有の楽しさ」

「 エコ的持続可能性」どいった態度に影響を与える行為信念に該当する観測項目を加え， さ

らに， 知覚された行動制御に影響を与える 「SNS信頼性」情報を観測項目とした実証研究を

実施した。 その結果として， シェアビジネスのプラットフォ ー ムを利用する動機への影響と

して，SNS信頼性が知覚された行動制御の面で影響を与えていること， そして， 利用すると

いう行動に向けた態度に影響をするいくつかの影響因子が明らかになった。

この実証結果ですべての利用動機を解明し， 急速に成長しているシェアビジネスのプラッ

トフォ ー ムの構造決定的な設計要素と行為決定的なマネジメント要素に提案できるわけでは

ないが， 少なからず次の点において先行研究に付け加えることができる貢献であると考えて

いる。

まずーっ目は， 先行研究では，SNSの信頼性情報に焦点を絞り， 利用動機の実証研究して

いる研究は見つけられなかった。 つまり， シェアビジネスのプラットフオ ｝ ムにおける取引

の信頼性を担保するためにどのような情報を取得し，どのような意思決定プロセスのなかで，

どのような概念で取引するという利用行動の意思決定というコンテキストで， ソ ーシャル ・

ネットワ ークのプロフィ ー ノレ情報や友人数や発言内容といった取引に必要な信頼情報を

「SNSの信頼性情報」と定義し検討した， はじめての研究であると言うことである。 したが

って， 本章の実証研究は， 先行研究の少ない日本国内のシェアビジネスの利用動機研究とし

て， 計画的行動理論を用いてSNS 信頼性情報の影響を検討した， はじめての実証研究でも

ある。

二つ自には， 先行研究では， 主としてシェアビジネスを利用する消費者の主に内面的な特

性についてを中心に焦点が当てられてきたのに対して， 本研究の分析では， プラットフォ ー

ムの構造的な側面に焦点を当て， 「シェア」という見知らむ消費者同士が一 時的に非常に近い

距離感で接近し， 交流するという特性のもとで， 通常よりも見知らぬ関係同士の信頼感が影

響するビジネスであることやグローパルで国や文化， 習慣までが異なるもの同士が， 直接事
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前にコンタクトせずに交流するという特徴を踏まえ， 経済学や社会学までを含めた幅広い設

計原理の要素と計画的行動理論という消費者利用行動の動機モデルとを結びつけてシェアピ

ジネスを幅広く考察した点も先行研究に対するこの実証研究の貢献のひとつである。

三つめには，これまでの分析の結果から，次の実証研究に追加できる事項についてである。

具体的には， SNS の信頼性情報が従来の近親者や親しい友人などのリアノレな関係で、構築され

た信頼性情報のオノレタナティプな存在として， シェアという利用行動に大きな影響を与えて

いること， そして， 「 問題を未然に解決したり迅速で解決できたりする仕組み」 「合法的にも

社会的にも認められて利用ができる仕組みj 「ユ ー ザーを客観的に評価し健全に競争ができる

仕組みJ 「 自主的なルーノレを取り決めて運用や取引を円滑にできる仕組み」が利用行動モデ
、
ル

として先行研究に追加することができたことにある。

これらの発見事項は， シェアビジネスの利用動機モデル研究のさらなる精微化やソ ーシャ

ノレ・ネットワ ー キング・サービスがさらに普及し， 社会インフラのーっとなった現代のさま

ざまな議論を展開するうえで役立つものであると認識している。

5.1今後の課題

以上の貢献がある一方で、， 今後の本章における実証研究の課題としては， 次のような点を

挙げることができる。

まずーっ目は， 日本国内の消費者のみを対象とした実証研究であることの限界である。 ケ

ーススタディの章でも触れたように， 日本国内は規制の影響もあり特に急速に発展し成長し

た Uber を個人間取引として利用したユ ー ザーは本実証研究のサンプノレにほとんど存在して

いない。 筆者がベトナム ・ホ ー チミンで Uber を利用した際に感じたのは， 言葉の全く通じ

ない海外において， タクシードライパーの信頼性に関する情報を事前に入手できること， そ

して， 全く言葉を交わさなくても正当な料金額が後日クレジットカ ー ドから精算できたこと

にあると感じた。

したがって， Arbnb のみならず Uber の成長を確実に検証し考察するためには， 国内のみ

ならず全世界的な利用行動に着目し， 比較検討するなどをすることが望ましいのは間違いな

い。 したがって， グロ ーパルに展開し急成長したシェアビジネスの特徴を捉えるためには，

日本国内を旅行するインバウンド旅行者や国外でのアンケ ー ト調査など， よりグロ ーパルな

サンフ
。
ノレを元に実証研究していく必要が残されている。

二つ目は， さらなる概念の精轍化と測定モデルの妥当性や信頼性の検証についてである。
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時間的制約の中で， クロンパックαなどの設問項目の信頼性は検証したものの， 測定モデノレ

の弁別妥当性などは， 比較的に最初の段階で， ある程度の説得力のある因子モデ
、

ノレが導出で、

きたこともあり， 複数のモデルを設定して因子構造を変えるなどして検討することができな

かった。 したがって， 本研究で示したものがベストプラクティスであるかは， さらなる概念

と尺度の精般化と統計技術の向上によって， 妥当性や信頼性を検証し， より洗練されたモデ

ノレにしていく必要がある。

三つ目は， 利用立場による多母集団の同時分析モデ
、

ルの検討についてで、ある。 本実証研究

では， 利用者側提供者側を分けずに利用動機の検討を行った。 しかし， シェアビジネスの場

合は， 利用者側の立場で利用ユ ー ザーのみで利用する個人と提供者側を中心にサー ピスを提

供するのみで利用する個人とが存在する。 この場合に， それぞれの役割によっては利用行動

の動機が異なる可能性も否定できない。 したがって， 男女差， 利用有無といった母集団聞の

母数の関係に関する仮説を検証するモデルを検証する母集団同時分析モデルも本実証研究で

収集したデータがあれば可能で、あった。 なお， 今回のサンプノレで、は 32%が提供者として利用

したことがあり， 38%が利用者として利用したことがある結果となったことから， 利用形態

別， 利用有無別， 男女別といった分析も考えられる。

時間的制約によりできなかった分析手法も含めて， 本実証研究のサンプルでさらなるマネ

ジメント要素を抽出できる可能性もあることから， さらに検証を続けていく必要がある。

また， 多母集団同時分析モデルの視点では， シェアビジネスのタイプ別の分析も残されて

いる。 今回は利用者が最終的に 4 割弱の 88 人程度となり， シェアビジネスのタイプ別で分

析すると小集団分析となってしまい統計的な優位性を確保できない可能性がある。 したがっ

て， サンプルモニタ数としては第 2 回の本調査では， 12,320 人のアンケ ートモニタを対象に

200 人のサンプノレを目標として実施したが， あと 3 タイプを分析するならば， およそ 40,000

人程度のアンケ ー トモニタを対象に， 600 人を調査回収目標としなければならないことを踏

まえて， 今後は実証研究のサンプノレを検討しなければならない。

最後の課題としては，拡張モデ
、

ノレの検討についてである。 本実証研究では， Teubner et al. 

(2016）の計画的行動理論をベースに検討した概念モデ
、

ノレを中心に検証し， 新たな観測項目を

追加し分析する方法で実証研究を実施した。 しかしながら， シェアという特性をとらえた上

で， 消費者がシェアビジネスのプラットフォ ー ムの利用行動に駆り立てる動機づけのメカニ

ズムは， 非常に複雑であり， 実証するには多くの困難が伴う。 これまでに検証されていない

潜在国子も数多く残されていることから， さらに， さまざまなアプロー チにより検討をおこ
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なっていく必要がある。

注
60 ジャストシステム社が提供するセルフ型ネットリサー チ Fastask を利用した。
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終章 発見事項の整理とインブリケーシ昌ン

1. 発見事項のまとめ

本研究では， 序章で掲げた2つのリサ ーチクェスチョンに従い， 現在， 非常に短期間の聞

に急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデルが， ソ ーシヤノレ・ネットワ ー

クの関係性 3 特にSNS の信頼性情報をどのようにマネジメントしているのかについて論じ

てきた。 また，SNSの信頼性情報がどのような消費者の利用意識に影響を及ぼし， 利用行動

へと行動を移すのかという点， さらには， シェアビジネスのプラットフォ ー ムにどのような

仕組みが埋め込まれていることが，利用行動に影響を与えているのかを明らかにするために，

態度に影響を与える影響因子を検討し 分析をおこなった。

本章では， 最後に本研究全体の発見事項を整理し， そこから得られる理論的， 実践的イン

プリケ ーションについて報告する。

第I部の文献レビ
、
ュ ーで、は， シェアビジネスそのものの経営学分野の先行研究だけではな

く， 社会科学全般において取り上げられてきた古典的研究や社会科学全般での研究を「シェ

アjという切り口で， 経済学ディシプリン， 社会学ディシプリン， 認知心理学ディシプリン

の各分野から人間の行動原理ともいえる根源的な理論的概念の理解を目的に検討してきた。

第1章では， 本研究の主要なテ ーマで、ある「シェアj という概念について考察した。 「シ

ェアJとし寸概念では共有資源をどのように管理するのかどいう視点から， 通常の所有権移

転取引とは異なる価値がそこにはあることが明らかにした。 また， 「私有」と「公有jそして

「共有」とし、う 「私有」とは異なる概念について， コ モンズ・ガパナンス論について整理し

た。 そこでは， シェア型の取引をするうえでの設計原理を明らかにすることで， 自主的なノレ
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ーノレの重要性や専制的なものではない自主的なガパナンス ・ メカニズ
、
ムの重要性を明らかに

した。

さらに， 市場プラットフォ ーム設計アプロ ー チの視点からは， プラットフォ ームをうまく

機能させるために必要な要件として， 健全な競争を実現できる仕組みの重要性について明ら

かにした。 そして， 取引 コ ストやソ ーシャル ・ ネットワ ー ク ・ アプロ ー チ， 埋め込みアプロ
ー チといった理論からは， 従来の企業が中心となって監視するヒエラルキ ー型のガパナン

ス ・ システムと比べた場合に ソ ーシヤノレ ・ ネットワ ー クのなかに埋め込まれたガパナンス ・

システムのほうが利用動機にも繋がる要因になることを明らかにし， ネットワ ー ク型とヒエ

ラルキ ー型のハイブリット型ガバナンス ・ メカニズ
、
ムが望ましいというこどを述べた。

第2章では， 主に古典的な消費行動論研究領域からその発展経緯を概観した上で， コ ラボ

消費という消費行動の変化とその対応といった側面までのアプロ ー チを検討し， 何故， シェ

アを伴うプラットフォ ームを選択しているのかといった動機を検討するうえでの消費者行動

の文献レビ
、
ュ ーを行った。 ここでの検討では， 実証研究で計画的行動理論による検討が本研

究では望ましいということを明らかにした。

また， 本研究の主要な関心事項であるコ ラボ消費の「シェアjという概念を伴う従来の消

費とは異なる消費行動を前提とした消費行動研究をレビュ ーし， 購買とその意思決定という

ものを中心に検討されてきた 「所有J欲求概念から， 「共有」も根源的な欲求概念のひとつで

あり， さらに仮想、空間での「拡張自己j概念も重要な利用動機のーっとなることを明らかに

した。 そして， 「共有J概念と 「コ ラボ消費」という， より仮想、空聞を舞台とした社会性をも

とにしたSNS信頼性情報を中心としたシェアを伴う行動を選択する要因， つまりシェアビ

ジネスのプラットフォ ームを選択する動機を計画的行動理論により検証することが重要で、あ

ることを明らカ斗こした。

第3章では， サービス ・ マネジメントの研究アプロ ー チを検討した。 そのなかで， 先行研

究レビ
、
ュ ーの結果を踏まえたうえ， マー ケティング・ネットワ ー クやプランドネットー クに

おける顧客関係性のインセンティブ及びユ ー ザーイノベー ションによる価値創造システム

の先行研究に着目し検討し， 顧客関係を構築する上で必要な 「価値共創」概念が重要な要素

となっていることを明らかにした。

続く第E部の第4章では， ケーススタディの方法論について簡単に触れたうえで， 先端企

業であり， 急速に発展し成長を遂げた代表的な不動産シェアビジネスモデ
、
ノレ企業で、ある

Airbnb の P2P 型の個人間シェアのビジネスモデルをとりあげケーススタディを行った。
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このケ ーススタディの分析結果から， 不動産シェアビ
、
ジネスモデ

、
ノレの構造， 同社の継続的

な価値創造方法が抽出され，特に顧客聞が相互に信頼関係を構築するためには，SNSの信頼

性情報をマネジメントすることが重要で、あるという点が明らかになった。 また， 文献レビュ

ーで検討した中から，ケ ーススタディに当てはまることとして，以下の5点を明らかにした。

1）顧客同士が取引をする上で， 取引の相手方との情報の非対称性を解消するSNS情報

の信頼性を利用し取引の参考にする仕組みが実現できていること

2）取引をモニタリングし公正な競争を促す取引を実現するガバナンス ・ システムが埋め

込まれていること

3）顧客聞が積極的に関わり自発的にコミュニケ ーションできる仕組みが実現できてい

ること

4）取引ノレ｝ノレなどを地域の事情に合わせたロ ー カルノレールとして設定し， 自立的なガパ

ナンスが可能な仕組みを実現していること

5）法的なトラブノレを解消するための仕組みとともにトラブルが発生したときの保険を

準備するなど安全や安心を担保する仕組みを実現していること

以上の文献レビューとケ ーススタディに基づき， 第6章では本研究全体に関わる仮説とし

ての概念モデ
‘
ルを提示した。 そして， 第E部では実証分析として第6章で示した概念モデル

と仮説を検証した。

実証研究の結果では， シェアビジネスのプラットフォ ームにおける 「SNS の信頼性情報J

の利用と 「SNSを活用したプラットフォ ームに埋め込まれた仕組み」が利用に対して与える

影響について検討し， シェアビジネスの利用動機に対する計画的行動理論の適用が妥当であ

ること， 「SNSの信頼性情報J が知覚された行動制御への影響を明らかにしたこと， つまり，

シェアビジネスを利用するという行動にあたって， 実際に参考にする情報として，SNSの信

頼性情報を参考するということが明らかになった。そして，文献レビュ ーで明らかにした 「 問

題解決ができる仕組みj 「健全な競争を実現できる仕組みJ 「 自主的なルールを取り決め運用

ができる仕組み」 「合法性を担保する仕組み」がシェアビジネスの利用行動に影響を与えるこ

とも明らかになった。

さらに， 「優位性」 「価値観適合性j「安心安全性」 の動機因子の存在が利用行動に影響して

いることが明らかになったとともに これまでに検討した利用促進因子がすべてではないこ

とから， この3つの視点で、動機因子をさらに検討することが必要で、あることが明らかになっ

た。 以上が， 本研究における主要な発見事項である。
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2. 理論的インプリケ｝ション

本研究における理論的なインプリケ ーションは， 次の3点としてまとめることができる。

一つ目は， 本研究が日本のシェアビジネスマネジメント研究分野で， 特に SNS の信頼性

情報に着目し， 理論的なアプロ ー チで直接的に研究したという点である。 これまでソ ーシャ

ノレ ・ ネットワ ー クの普及を背景にシェアリング ・ エコノミ ーという新たなビジネスモデルが

登場したとして話題になり， その新たなビジネスモデノレの特徴を紹介している文献はさまざ

まなニュ ースソ ースなどで， さらに多様なコンテキストで取り上げられる機会も多くなって

いる。

しかし， 国外の杜会学研究 や消費行動研究分野ではここ数年， シェアリング ・ エコノミ ー

というキーワ ー ドのテーマによる研究として， 急速に論文などで研究が報告されはじめては

いるが， 国内では， 一般書としては何冊か出版されてはいるものの， 理論的な研究蓄積はま

だそれほど多くみられないのが現状である。 したがって， シェアビジネスについてを具体的

な個別ケ ースとして取り上げ，さらにSNSの信頼情報が利用促進要因の一つであるとして，

園内の消費者を対象にして実証研究した点は先行研究に新たな知見を付け加えることができ

たと考えている。

二つ目は， シェアビジネスのプラットフォ ー ムを設計するうえで3 構造決定的な側面で有

用となる利用促進要因を理論的な枠組みのなかで明らかにした点にある。 具体的には， 個人

間のシェア取引において， 相互の信頼性を担保し， 客観的で公正な評価を実現することで，

取引の相手方を信頼できる仕組みが重要で、あること， さらに健全な競争が実現できる仕組み

があること， そして， 地域の事情などのロ ー カルルールを考慮して， 自主的なルーノレを決め

ることができる仕組みが重要であることなどを先行研究で検討し明らかにしたこと，そして，

それらを実証する →貫性のある実証研究結果が得られたことにある。

三つ目の貢献としては， これまで、シェアリング ・ エコノミ ーとして， 国内では特に一括り

で議論されてきたものを従来のインタ ーネットビジネスとの違いについて， 経営学分野のみ

ならず最先端の消費行動研究での定義や古典的な社会科学全般の先行研究を踏まえたうえで

峻別し，理論的な側面での見解を付け加えたうえで明らかにした点である。 「すべてのビジネ

スはシェアになる」（Gansky, 2010,p2）と主張するとおりに，実際に そうなった場合に言葉と

しての定義そのものは必要なくなるのかもしれないが， 日本国内においても今後はさらに増

える可能性があるシェア型のビジネスを考察するうえで， 一定の枠組みで峻別したうえで，
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さまざまなコンテキストで研究するための一つの指標として本研究で検討した枠組みが活用

されればと考えている。

3. 実践的インプリケ｝ション

次に， 本研究の議論が新たな 、ンェアの原理を取り入れたビジネスのプラットフォ ー ムを設

計し， 適切にマネジメントすることに対して与えることができる実践的インプリケ ー ション

について述べる。

ここでも改めて引用するが， Prahalad(2004）が指摘するように企業が中心となって価値を

創造するという体系は， ここ数年でさらに大きく変化している。 本研究で検討を行ったシェ

アビジネスの台頭はこの大きな流れのなかの変化の一つで、あり さらに大きな変化の予兆で

もあると考えている。 シェアリング・エコノミーという言葉そのものがパズワ ー ド61として

取り扱われてしまう可能性も完全に否定はできないが， 言葉そのものの流行は別として， さ

まざまな新しい技術やサービスの台頭が本研究で検討した「SNSの信頼性情報」と先行研究

レビュ ーで示した議論とも関連し， 企業と顧客， 顧客間， 消費者間という， それらの関係性

が「SNSの信頼性情報Jとともに再編されていく時期に現代は移行していると考えている。

例えば，都会を中心に，隣人とは一度も会って話した事もないという人が多くなっている。

一方で， 実際に顔を合わせたことがない遠隔地の人同士が， 同じ趣味といった共通の価値観

を持つコミュニティをSNS のグループを介して交流し， 初めて顔を合わせた人の家に泊ま

らせてもらったり， 結婚したりといった関係に発展するケ ースも多くなっている。 他方で，

何十年も会っていなかった人とSNS を通じて久しぶりに交流したというケ ースも多く， 私

自身の経験や聞いた話としても， このような交流がここ数年は特に多くなっている。 しかし

ながら， SNSの関係で知り合ったもの同士が犯罪に発展するケ ースも同様に増えている。

本研究の実証研究においても，SNSの友人関係の意見を参考にすると回答した割合は，親

や知人の意見を参考にすると回答した場合とほぼ同じ割合（75 人：70 人）であり， 数値的に

はSNSの友人関係の意見の参考にする割合が7%程度多い結果どなっている。飲食店を探す

ときに食ベログの口コミの評価を参考にするように， このインタ ーネットのさらにソ ーシヤ

ノレ・ネットワ ー クのなかに埋め込まれた 「 評価（Reputation)Jという信頼感が貨幣や個人の

信用資産としての役割を果たしているとする研究62もここ最近は多く見られる。 最近のニユ

ースなどで話題のフィンテック革命63もSNS の信頼情報が果たす役割は大きく， 例えば，

SNSの信用情報を取引の参考にしたり，融資を受けるための信用情報に変えて参考にしたり
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することが展望されている。 以上のようにSNSの信頼性情報の利用は， 今後もさまざまな

分野のさまざまなコンテキストで検討がされ， 重要性も高まっていくと考えている。

4. 本研究の積み残しの課題と今後の展望

以上のとおり， 本急速に発展し成長している先端的なシェアビジネスのモデルが， ソ ーシ

ヤノレ ・ ネットワ ークの関係性， 特にSNSの信頼性情報をどのようにマネジメントしている

のかについて論じてきた。 しかしながら， 本研究には積み残してきた課題も多い。 実証研究

の理論的な課題については， 7章5項にも詳しく触れたが， ここでは全体を通しての課題に

ついて示す。

4.1. ネットワ ー ク ・ アプロー チと消費者の自発性マネジメントへの展開

本研究では簡単にしか検討することができなかった分野にマーケティング ・ ネットワ ーク

研究やネットワ ーク組織， ブランド ・ ネットワ ークに関する研究領域がある。ネットワ ーク・

アプローチによる戦略やガパナンスの視点では， Hakansson et al., (1995）などが考察してお

り， さらに， ネットワ ークによる価値創出モデルに関する研究（Webster, 1992）も存在してい

るが， 本研究ではほとんど言及することができなかった。 特に消費者をとりまくネットワ ー

クの構造とネットワ ークに自発的に参加することのインセンティプを企業側からどのように

マネジメントするのかといった視点での考察64など， 文献レビュ ーや実証研究としても取り

残された検討がいくつか残された。

4.2. サー ビス ・ ドミナント ・ ロジックへの展開

サ ー ビス ・ マーケティング分野で残された検討としては， 最終顧客を価値創造ネットワ ー

クの一員として価値創出活動に参加しているとする Vargo et al. (2006）が提唱したサー ビ

ス ・ ドミナント ・ ロジックに関する言及をすることができなかった。 特にシェアビジネスを

具体的な個別ケースとしてサ ービス・ドミナント ・ ロジック視点で研究しているものは， シ

ェアビジネスが普及している北欧での取り組み（Netsiporuk, 2016）はあるものの， 国内では

いまのところ見られないこともあり， 企業と顧客が価値共創パ ートナーとして， 価値をどの

ように創造するのかといった点からの言及など， 取り残された課題が残されている。
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4.3. 社会ネットワ ー ク分析に関する展開

本研究の文献レビュ ーでも， ネットワ ー クの埋め込みに関してのレビュ ーを実施したが，

社会ネットワ ー ク分析のアプロー チで検討することで， ネットワ ー ク構造の分析レベルによ

り， さまざまな考察をすることができる。 例えば， 本研究では， SNS の信頼性情報を SNS

のプロフィ ールや発言内容といったことを参照することと定義したが， 社会ネットワ ー ク分

析の視点で検討すると友人数や発言回数， 頻繁に「いいねJを押す人数などによる信頼度の

評価係数の相違など SNS の質的な側面での検討などには全く言及することができなかった。

実際に， Airbnb の事例研究でのインタビュ ー調査では，部屋を提供するプロパイダー の意見

として，Airbnb を初めて利用し過去の利用履歴と評価が示されていない利用者からの申請が

あった場合には必ず SNS の友人数を確認するというプロパイダーも存在していた。 このよ

うなネットワ ー クの性質を分析する手法には， ソ ーシヤルキャピタノレの関係性を測定するネ

ットワ ー ク分析のアプロー チによる検討も考えられる。

したがって， 具体的に個人間取引の顧客価値を高めるためにどのようなソ ーシヤノレ ・ ネッ

トワ ー クの性質を相互に確認しやすくするかなど
、

の個人間の結びつきを高めるマネジメント

を行うことで， 取引がより円滑にできるのではないかといった検討も取り残した課題のー っ

として， 今後は検討が必要だと考えている。

4.4. 今後の展望

本研究では， シェアビジネスの特に個人間で取引されるビジネスの特徴を理解し， どのよ

うに設計することがシェアビジネスの成長やマネジメントに有効なのかという一連の議論を

進めてきた。 これまでも述べてきたように， 本研究が実施した事例研究や実証研究は， シェ

アビジネスの数多く存在する課題を網羅的に説明できるわけで、はない。

シェアビジネスという研究対象からさらに幅広くシェアリング・エコノミ ー全般へと議論

の幅を広げてくこともできるが， 上記でも触れたように， まだ
、

ト 検討しなければならない個

別の研究課題も数多く残されている事から，今後は，さらに理論を研ぎ澄ませていきながら，

それぞれの領域をさらに深く探求して行く必要がある。

61 パスワ ー ド（BuzzWord）：日本語での意味では， もっともらしいけれど実際には定義や意味が
あいまいな用語のことでで使われている。

62 学術的な研究者のネットワ ー クのなかで評価を金銭的な価値として評価経済の研究している
ものに Fecher et al., (2015）の研究がある。企業における評価経済の役割や重要性を研究してい
るものに Smaiziene et al., (2009）がある。

63 フィンテック革命とは， スマー トフォンやビッグデータなど
、

の技術を使った便利な金融サー
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ピスが次々と生まれ、 個人の生活や会社の取引慣行などを大きく変えるとされている。（日経
新聞，2014)

64 本研究では， ネットワ＼ー クへの参加動機はBelk, (2013b）などの言及はあるが， 企業側からの
マネジメントの視点での考察などマ ー ケティング分野の研究が不足している。
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参考資料

資料1 インタ ー ネット調査アンケ ー ト依頼説明文（事前調査）

『シェアビジネスの SNS 情報の利用」に関するアンケ ー ト闇査

このたびはご多忙のなか「シェアビジネスのSNS情報の利用jに関するインターネットアン

ケ ート調査にご協力いただきありがとうございます。

この調査では， 国立大学法人小樽商科大学大学院現代商学専攻博士後期課程における研究を

目的に実施するもので， 近年， 世界的にも急速に発展し普及している 、ンェアリングエコノミ ー

（以下の参考サイト等をご参照ください。）と呼ばれるビジネスについての調査です。

このようなシェアリングエコノミ ーに関するビジネスを知っているかどうか， 利用したこと

があるかないか， または興味があるかに関わらずインターネット利用者を対象としアンケ ート

となっておりますので一般的な知識の範囲で率直にご回答ください。 なお， 回答終了までに必

要な時間は5分～ 10分程度です。

詳しいアンケ ートの趣旨や研究の概要については， 以下に示した調査概要をご参照ください。

また， このアンケ ート調査では個人を特定できる情報は収集いたしません。 また， 回答結果は

全て自動集計され， 得られたデータは全て統計的に処理しますので， プライパシーは必ず保護

され， 回答者の皆様にご迷惑をおかけするこどはありません。

本アンケ ートでは， 回答者に抽選で5名の方にAmazonギフトカ ー ド1000円分プレゼントい

たします。 どうぞご理解とご協力を賜りますよう、 よろしくお願い致します。

＜シェアリングエコノミ ー全般について＞

平成28年度版情報通信白書

Y{Y{笠ょ担立旦旦必ιillLiQ_b._Q主呈！！＿$＿！］凶位里i恒h��:r;_白金Lh-2filhtrn1担任旦12_::l旦品旦1

＜シェアリングエコノミ ー代表的サービスサイト＞
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Airbnb （民泊予約サイト） ： 加盟正立YLW..ーも旦註＿b1!ld.IU.
STAY JAPAN （民泊予約サイト） : hlli�助副a国立直坦1
Uber （カ ー シェアサイト） : http://www.uber.com/ 
ANYCA （カ ー シェアサイト） : httn://anvca.net/ 
CaFoRe（カ ー シェアサイト）: http://cafore.in/ 

「シェアビジネスのSNS情報の利用Jに関するアンケ ｝ ト調査の概要
この調査で対象とするシェアリングエコノミ ー のビジネス（以下，シニ乙アビジネスとい

う）とは，Airbnbなどの民泊ビジネスやUberやLyftなどのカ ー ライドシェアビジネスとい
った個人間（Peer to Peer=P2P）で取引が成立するようなサー ピスを提供するブマットフォ
｝ム（サー ビスを提供する仕組み）について指しています。

シェアビジネスはメディアなどでも数多く取り上げられており様々な意味や文脈で説明が
されています。例えばノレー ムシェアやレンタルショップ，オー クションなど以前からあるも
のもシェアビジネスとして紹介されているケースもあり，どのようなものが本質的なシェア 1

ビジネスであるのかという点で明確に区別されていないのが現状です。
このような定義があいまいであることに対して，明確な定義を検討することも研究の一つ

の側面でありますが，この調査では，個人間（P2P）で企業が直接関与せずに取引が成立する
仕組みを提供するもので，インタ ーネット土のオンラインのプラットフオ ｝ ムにより提供さ
れるタイプのビジネスをシェアビジネスと定義したうえで，そのサー ビスやプラットフォ ー

ムの利用動機などを明らかにすることを調査目的としています。
また，この調査ではこのような個人間の取引を要約L fP2PシェアJ （以下，PPS）という

表現を使っていますが，PPSとは，不特定多数の未知の相手と一時的にモノやサー ピスを共
有するような取引を指し，具体的な事例としてはAirbnbのような自宅を 一時的に他人に貸
し出す民泊サ ー ビスのものであり，従来のアパ ー トや部屋を紹介し賃貸借契約を締結した
り，車，商品を共同購入し利用したり，一時的に知人に商品を貸借するといった私的なレン
タルは含まれません。

さらに，レンタノレショップのような幅広いもの以外に専門的なレンタルのプラット7オ ー

ムとして，自転車レンタルや本やDVDレンタル，公共無線（Wi-Fi），アウトドア用品といっ
たレンタルビジネスもありますが，このような場合は企業と顧客という従来のビジネスと向
じ関係性の形態のものであるため，今回の研究対象によるPPSの調査対象には含めていませ
ん。
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資料2. 第1回目アンケ ｝ ト調査結果

2.1. 属性分析

表 25 男女別 P2P シェア利用状況

米回答

利用経験有

利用経験なし

不明

3 4 

4 14 

15 32 

6 2 

守I

nD

守I

nD

41

aa守

忠一一一……一一

総計 28 52 80 

表 26 P2P シェア利用別有効回答状況

未回答 7 7 

利用経験有 17 18 

利用経験なし 8 39 47 

不明 5 。
一一一一一……一，，一－，－－－ � －一一一一一一一一…－…一J一，，一一，，．山一，a一，＂＂一B…一一一一一……一ー一…一一….C�－·－一一n一·－－－·－－一m・一一一一一

総計 21 59 80 

※利用経験の回答を未記入， もしくは不明として他の回答を未記入の回答を探索的因子分

析での分析対象外回答とした。
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表27 記述統計量（全回答データ）

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 分散

追加収入ADD 80 。 5 2.49 1.807 3.266 

節約＿THR 80 。 5 2.99 1.845 3.405 

商品多様性＿VAR 80 。 5 2.91 1.924 3.701 

可搬性 UBI 80 。 5 2.42 1.659 2.754 

社会体験＿SEP 80 。 5 2.40 1.681 2.825 

リスク RSK 80 。 5 2.78 1.793 3.215 

R リスク RSK 80 。 5 2.23 1.793 3.215 

プライパシー PRV 80 。 5 2.46 1.800 3.239 

R プライパシー PRV 80 。 5 2.54 1.800 3.239 

問題解決＿SOL 80 。 5 1.79 1.384 1.916 

自主統治＿SGV 80 。 5 2.49 1.721 2.962 

娯楽性 ENJ 80 。 5 2.40 1.673 2.800 

エコ意識＿ECO 80 。 5 2.66 1.757 3.087 

ライフスタイノレーLIF 80 。 5 2.24 1.577 2.487 

合法性＿LEG 80 。 5 1.89 1.493 2.228 

期待成果＿EFF 80 。 5 2.50 1.728 2.987 

知識 KNO 80 。 4 1.54 1.262 1.594 

他社信頼＿TRU 80 。 4 1.97 1.336 1.784 

健全競争一CMP 80 。 5 2.46 1.814 3.290 

態度＿ATT 80 。 5 2.66 1.841 3.391 

SNS 信頼性＿SNSTRUST 80 。 5 2.63 1.653 2.731 

P2P シェア利用意識＿INT 80 。 5 2.63 1.281 1.642 

SNS 利用度＿SNSUSG 80 。 4 1.59 1.197 1.433 

知覚行動制御_FBC 80 。 4 2.04 1.409 1.986 

Facebook 80 。 5 3.31 2.298 5.281 

Google+ 80 。 5 1.50 1.691 2.861 

LINE 80 。 5 2.90 2.298 5.281 

Instagram 80 。 5 1.74 1.914 3.664 

Linkedln 80 。 4 .74 .951 .905 

Twitter 80 。 5 1.73 1.757 3.088 

Mixi 80 。 4 .81 .828 .686 
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表28 配述統計量（探索的因子分析対象データ）

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 分散

追加収入＿ADD 59 5 3. 37 1. 188 1. 410

節約一
THR 59 2 5 3. 92 . 896 . 803

商品多様性＿VAR 59 5 3. 95 . 936 . 877

可搬性＿UBI 59 5 3. 22 1. 084 1. 175

社会体験＿SEP 59 。 5 3. 15 1. 172 1. 373

リスク＿RSK 59 。 5 3. 63 1. 032 1. 065

Rリスク＿RSK 59 。 5 1. 37 1. 032 1. 065 

プライパシー＿PRV 59 。 5 3. 17 1. 302 1. 695 

Rプライパシー＿PRV 59 。 5 1. 83 1. 302 1. 695

問題解決＿SOL 59 。 5 2.42 1. 021 1. 041

自主統治＿SGV 59 。 5 3. 37 . 998 . 996

娯楽性＿ENJ 59 。 5 3. 12 1. 146 1.313

エコ意識＿ECO 59 。 5 3. 47 1. 072 1. 150

ライフスタイノレーLIF 59 。 5 2. 93 1. 112 1. 237 

合法性一LEG 59 。 5 2. 56 1. 134 1. 285 

期待成果＿EFF 59 。 5 3. 25 1. 168 1.365 

知識＿KNO 59 。 4 2. 05 1. 057 1. 118 

他社信頼＿TRU 59 。 4 2. 61 . 861 . 742 

健全競争一CMP 59 。 5 3.34 1. 226 1. 504

態度＿ATT 59 。 5 3. 61 1. 067 1. 139 

SNS信頼性＿SNSTRUST 59 5 3.45 . 860 . 739 

P2Pシェア利用意識＿INT 59 5 3. 03 . 954 . 911 

SNS利用度＿SNSUSG 59 。 4 2. 10 . 927 . 860 

知覚行動制御＿PBC 59 。 4 2. 73 . 906 . 822 

Facebook 59 。 5 4. 32 1. 570 2.463 

Google+ 59 。 5 2.00 1. 702 2.897 

LINE 59 。 5 3. 76 1. 879 3.529 

lnstagram 59 。 5 2. 32 1. 907 3. 636

Linkedln 59 。 4 . 97 . 999 . 999

Twitter 59 。 5 2. 31 1. 694 2.871

mixi 59 。 4 1. 07 . 807 . 650 
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2.2. 探索的因子分析一第1回目

すべての観測因子項目を対象に探索的因子分析を実施した結果である。

表29 共通性

追加収入＿ADD

節約一THR

商品多様性＿VAR

可搬性＿UBI

社会体験＿SEP

Rリスク＿RSK

Rプライパシー＿PRV

娯楽性＿ENJ

エコ意識＿ECO

ライフスタイノレ
ー

LIF

知識＿KNO

他社信頼＿TRU

期待成果＿EFF

問題解決＿SOL

自主統治＿SGV

合法性一LEG

健全競争一CMP

SNS信頼性一SNSTRUST

因子抽出法：最尤法

初期

. 735 

. 577 

. 608 

. 765 

. 732 

. 728 

. 611 

. 691 

. 694 

. 748 

. 620 

. 641 

. 683 

. 691 

. 765 

. 717 

. 757 

. 381 

因子抽出後

. 480 

. 252 

. 999 

. 999 

. 717 

. 706 

. 604 

. 507 

. 522 

. 596 

. 578 

. 429 

. 594 

. 599 

. 601 

. 787 

. 689 

. 221 

因子抽出後の共通性を見てみると，節約，

SNS信頼性，他者に対する信頼が0.5を下

回る低い数値となっており， 因子分析の因

子としては説明しきれない変数である可能

性が高い。
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表30 説明された分散の合計

回転後の負荷

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 量平方和
a

因子 合計 分散の唱 累積見 合計 分散の目 累積弘 iロk呈ロιI 

5. 721 31. 784 31. 784 2.253 12. 515 12.515 5. 154 

2 2.847 15.817 47. 601 1. 204 6. 688 19. 203 2. 395

3 1. 631 9.064 56. 665 4. 856 26. 980 46. 183 1. 714

4 1. 260 7.000 63. 665 1. 414 7. 855 54.038 1. 859

5 1. 088 6.044 69. 709 1. 153 6. 406 60.444 1. 770

6 . 928 5. 158 74. 867

. 839 4. 663 79.530 

8 . 754 4. 189 83. 719

9 . 564 3. 135 86. 855

10 . 499 2. 772 89. 626

11 . 462 2.567 92. 194 

12 . 430 2. 389 94.582 

13 . 275 1.525 96. 107 

14 . 200 1. 110 97.218 

15 . 182 1. 011 98. 229

16 . 137 . 762 98. 992

17 . 105 . 582 99.574 

18 . 077 . 426 100.000 

因子抽出法：最尤法

説明された分散の合計では，第5因子までが1.00を超えており， 5因子構造として分析す

るほうが望ましい。
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表31 パタ ー ン行列による

ハ
。

トン行列a

因子

2 3 4 5 

健全競争一CMP . 888 . 142 . 018 ー.073 ー.162 

社会体験＿SEP . 772 ー 018 ー. 102 ー.099 . 264 

自主統治＿SGV . 734 一.206 . 082 一.006 一.187

ライブスタイノレーLIF . 680 . 032 ー.089 ー.111 . 293

追加収入＿ADD . 664 . 003 . 231 ー. 181 . 041

問題解決＿SOL . 641 . 203 一.082 . 286 ー.006

エコ意識＿ECO . 578 -.075 へ103 . 169 . 192 

知識＿KNO . 559 . 111 . 140 . 376 ぺ 282

他社信頼＿TRU . 552 . 017 ー.159 . 205 . 044 

娯楽性＿ENJ . 551 ー.216 . 146 . 086 . 178 

Rプライパシー＿PRV . 169 . 829 一.024 一. 138 -.024 

R期待成果＿JFF . 012 . 783 . 000 ー.200 . 080 

ー.288 . 678 . 030 . 213 ー.106 

ー. 061 ー.097 . 049 . 107 

. 126 . 210 一.227 ー.062 

合法性一LEG . 031 ー.188 ー.058 . 885 . 112 

RJ搬性一UBI . 002 . 275 . 192 . 203 . 788 

SNS信頼性一SNSTRUST . 136 ー.221 ー.055 ー. 043 . 370 

因子抽出法：最尤法

回転法：Kaiserの正規化を伴う7
。

ロマックス法

a. 8回の反復で回転が収束しました。

第1因子は， 社会性に関する傾向がグノレー フ
。

化され， 第2因子は， リスクへの対応に関す

る利用を制限するようなものがグルー プ化されている。 第3因子は， 個人的欲求に関するも

ので，第4因子では，どこでも制限なくという制約性に関するものがグルー プ化されている。
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表32 因子間相関

因子相関行列

因子 2 3 4 5 

1. 000 一. 170 . 029 . 264 . 238 

2 一. 170 1. 000 . 332 . 231 . 115 

3 . 029 . 332 1. 000 . 109 . 229 

4 . 264 . 231 . 109 1. 000 . 109 

5 . 238 . 115 . 229 . 109 1. 000

因子抽出法：最尤法

回転法：Kaiserの正規化を伴う t ロマックス法

社会性傾向どリスク認識との聞に弱い相聞がある。
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2.3. 探索的因子分析ー第2回目

第1回目の探索的因子分析を実施した結果， 説明力が弱い因子である態度に該当する節約

と主観的規範に該当するSNS信頼性を他者に対する信頼を除外した上で， 再度， 探索的因

子分析を実施した。

表33 共通性

初期 因子抽出後

追加収入＿ADD . 528 . 447 

社会体験＿SEP . 644 . 646 

RリスクRSK . 555 . 445 

Rプライパシー＿PRV . 498 . 999 

娯楽性＿ENJ . 564 . 495 

エコ意識＿ECO . 612 . 675 

ライフスタイノレーLIF . 688 . 999 

他社信頼＿TRU . 414 . 475 

問題解決＿SOL . 564 . 492 

自主統治＿SGV . 633 . 999 

健全競争一CMP . 645 . 713 

因子抽出法：最尤法

若干， 5弱の弱い説明力の因子もあるが， おおむね十分な値を示している。
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表34 説明された分散の合計

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和a

因子 合計 分散の弘 累積弘 iロX圭
ロ1ユ 分散の弘 累積弘 合計

5. 061 46. 007 46.007 4. 063 36. 933 36. 933 4. 172

2 1. 614 14. 672 60. 679 1. 515 13. 773 50. 706 3. 802

3 . 914 8.307 68. 985 . 735 6.685 57.391 1. 554

4 . 804 7.309 76.294 1. 073 9. 752 67. 143 2. 745

5 . 638 5. 803 82.098 

6 . 562 5. 106 87.203 

7 . 425 3. 865 91.069 

8 . 392 3. 561 94.629 

9 . 216 1. 963 96.592 

10 . 203 1. 848 98.441 

11 . 172 1. 559 100.000

因子抽出法：最尤法

主観的規範に該当するカテゴリ ー を除外したことで， この結果からは残る大きくは2つの

因子構造としてのほうが適切で、 あるといえる。

表35 パターン行列（4因子構造）

因子

2 3 4 

健全競争一CMP . 869 ー.057 . 083 . 033 

他社信頼＿TRU . 752 ー.175 ー.065 . 065 

エコ意識＿ECO . 599 . 410 一.141 ー.330 

問題解決＿SOL . 496 . 081 . 166 . 216 

社会体験＿SEP . 407 . 392 . 015 . 113 

ライフスタイノレ
ー
LIF ー.204 1. 135 . 010 ー.004 

追加収入＿ADD . 038 . 522 . 116 . 215 

娯楽性＿ENJ . 276 . 281 ー.145 . 227 

Rプライパシ〕＿PRV . 131 . 033 1. 007 ー.007 

Rリスク＿RSK -. 160 ー.008 . 567 ー.154 

. 081 . 025 ー.105 

因子抽出法：最尤法 回転法：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法

175 



表36 パターン行列（3因子構造）

因子

2 3 

健全競争一CMP . 863 一. 018 . 089 

他社信頼＿TRU . 750 一. 129 一. 062

自主統治＿SGV . 661 . 049 ー. 156 

問題解決＿SOL . 615 . 109 . 160 

社会体験＿SEP . 479 . 405 . 015 

娯楽性＿ENJ . 409 . 300 ー. 153 

ライフスタイノレ
ム

LIF 一. 198 1. 126 . 017 
エコ意識＿ECO . 258 . 495 ー. 109 

追加収入＿ADD . 233 . 494 . 106 

Rプライパシ－＿PRV . 163 . 015 1. 010

Rリスク＿RSK ー. 272 ー. 006 . 577

因子抽出法：最尤法

回転法：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法

第1因子では， 主にプラットフォ ー ム側の外在する影響因子が高い負荷量を示している。

第2因子では，主に自己に内在意識に影響する因子に関するものが高い負荷量を示している。

第3因子では， リスク認識などの利用をコントロ ールするものが高い負荷量を示している。
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表37 パターン行列（2 因子構造）

因子

1 2 

社会体験＿SEP .821 .011 

健全競争一CMP .798 .107 

ライフスタイノレーLIF .734
ー .026

問題解決＿SOL .675 .169 

自主統治＿SGV .674 ·.144

エコ意識＿ECO .672
ー .122

娯楽性＿ENJ .649 
ー.156

追加収入＿ADD .644 .093 

他社信頼＿TRU .599 ·.042

Rプライパシー＿PRV .171 1.013 

凪リスクーRSK
司 .273 .572 

因子抽出法：最尤法 回転法： Kaiser の正規化を伴う 7
°

ロマックス法
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資料3. 第2回目アンケ｝ト調査結果

3.1. 属性分析

SEX性別

n 男性 女性

総数 223 111 112 

（%） 100.0% 49.8% 50.2% 

GEN年齢

15歳～19 20歳～29 30歳～39 40歳～49 50歳～59
n 15歳未満 歳 歳 歳 歳 歳 60歳以上

総数 223 。 。 33 78 57 55 。

（%） 100.0% 。冒O略 0.0% 14β弘 35.0覧 25.6百 24.7特 0.0九

A陣地域

n 北海道 東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中園地方

総数 223 6 10 96 35 42 10 

（%） 100.0九 2.7唱 4.5% 43.0百 15.7拍 18.8免 4.5% 

四国地方 九州地方

6 18 

2.7話 8.1% 

JOB職業

経営者・ 会社員 会社員 会社員（そ
n 公務員 役員 （事務系） （技術系） の｛也） 自営業

総数 223 6 10 41 32 38 12 

（%） 100.0九 2.7% 4.5覧 18.4出 14.3見 17.0% 5.4免

専業主婦 パート ・ ア

自由業 （主夫） jレf tイト 学生 その他

6 28 26 11 13 

2‘7% 12.6% 11.7% 4.9% 5.8% 
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3.2. 単純集計

Q1あたなはこれまでにAirbnbやUberといった個人間で取引する以下のようなシヱアビジネス（個人間シェア）を利用し
たことがありますか？
＜代表約サービス＞
Airbnb（民泊予約サービス） : https:/ /www .airbnbjp/ 
STAY JAPAN（民泊予約サービス） : https:/ / sta刈apan.com/ 
スペー スマーケット （空間シェアサーどス） :https:/ / spacemarket.com/
υber（カーシェアサーどス） : http:/ /www.ub町、com/ANYCA

利用した 利用した 利用した
ことがあ ことがな かわから

n る い ない

総数 223 88 123 12 

（%） 100.0% 39.5% 55.2% 5、4%

Q2利用したことがあるシェアビジネス （P 2Pシェア）サービスをすべて教えてください。

STAY メJレカリ フリル（物
Airbnb（民 hostelsw。 JAPAN （物品 品マー

治サーピ rid（民治 （民泊 マーケット ケットサー

n ス） サービス） サービス） サービス） ピス）

総数 88 18 12 7 68 23 

（%） 100.0% 20.5% 13.6目 8.0% 77.3弘 26.1% 

Uber（力一 AN YCA 
シェアライ （カーシェ
ドサービ アサービ
ス） ス）

16 4 

18.2弛 4.5胃

スペー ス TaskRabb 
マーケット it（空き時
｛空間シヱ 問シェア
アサイト） サービス）

5 4 

5.7也 4.5弘

CaFoRe 
（カーシェ
アサービ
ス） その他

5 4 

5.7也 4.5覧

Q3あなたがシェアビジネスを利用した経験について『提供』と『利用』それぞれについてその頻度をお答えください。

利用した 数年iこ1
ことがな 回程度幸I] 年lこ1函 年に数回 月に数回 週に数回 ほ（£毎日

n い 用 程度利用 程度利用 程度利用 程度利用 利用

シヱアビジネスで住宅
や物品 ． サービスを
「提供Jしたことがある。 223 152 17 8 17 19 6 4 

シェアビジネスで住宅
や物品ーサービスを
「利用Jしたことがある。 223 138 19 10 30 16 6 4 

利用した 数年に1
ことがな 沼程度利 年！こ1回 年に数回 月に数回 遡に数回 lまlま毎日

n い 用 程度利用 程度利用 程度利用 程度利用 利用

シヱアビジネスで｛主宅
や物品 ， サービスを
「提｛共jしたことがある。 223 68.2% 7‘ 6% 3.6百 7.6% 8.5弘 2.7% 1.8弘

シヱアビジネスで住宅
や物品 ， サービスを
「利用jしたことがある。 223 61.9% 8.5覧 4.5唱 13.5% 7.2% 2.7% 1.8弘
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04あなたがシヱアビジネスを利用するとした場合、以下の意見や考え方についてそれぞれあてはまるもの
をお選びください。

ほとんど あまりあ
わからな あてはま てはまら どちらでも すこしあ よくあて

n い らない ない ない てはまる はまる

私iまシェアピジネスを介
して他の利用者と私の遊
休資産などを共有し交流
することは楽しいことだと
思います。 223 50 25 28 59 48 13 

シェアビジネスは持続可
能なエコライフな消費スタ
イJレだと思います。 223 37 19 29 55 54 29 

私にとってシェアビジネス
は最新のライフスタイル
を表現しているものだと
考えています。 223 42 37 23 67 42 12 

シェアビ
‘

ジネスは法的に
も問題なく政府も利用を
推奨していると思う。 223 60 15 25 87 26 10 

シェアビジネスの取引や
活動に参加して他の誰か
と交流するのは正直なと
ころ廼倒です。 223 33 15 27 62 55 31 

私iまシェアビジネスの仕
絡みや取引 ， 利用方法な
どの内容に精通していま
す。 223 35 51 41 63 24 9 

シェアピジネスの他ユー

ザーは約束や期限を守つ
てもらえると考えていま
す。 223 49 26 33 65 36 14 

シェアどジネスはユー

ザーを評価することがで
き健全に競争することが
できる仕組みだと思いま
す。 223 56 14 27 69 46 11 

私はシェアビジネスで見
知らぬ人と取引をする際
に相手のSNSのプロ
フィールを参照します。 223 37 23 18 55 59 31 
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Q4あなたがシェアビジネスを利用するとした場合、以下の意見や考え方についてそれぞれあてはまるものをお

選びください。

ほとんど あまりあ
わからな あてはま てはまら どちらでも すこしあ よくあて

n い らない ない ない てはまる はまる

私はSNSの友人が少ない人と

はあまりシェアビジネスの取
引をしたいとは思いません。 223 43 37 39 73 22 9 

私lまSNSに登録してある写真

の印象が悪い人とはシェアピ
、

ジネスの取引をしたくありませ

ん。 223 37 12 22 60 53 39 

私はシェアピ
‘

ジネスの利用に

あたりSNSIこ登録した友人の

意見や投稿を参考にします。 223 40 29 21 58 60 15 

私iまシェアピジネスの利用に

あたり親や親しい友人知人

の意見を直接聞いて参考にし
ます。 223 40 30 24 59 50 20 

シェアビジネスを利用するの
は楽しく良いアイディアだと

思っています。 223 29 21 16 67 64 26 

私にとって大切な人（家族・恋
人・友人など）はシェアピジネ

スの利用に好意的だ。 223 55 30 24 75 28 11 

私のSNSの友人はシェアピジ

ネスの利用に好意的だ。 223 61 26 17 86 22 11 

私はシヱアビジネスの利用が

難しし、ものだと思っていませ

ん。 223 34 31 28 69 38 23 

私lまシェアビジネスは気軽に
できるものだと思っています。 223 34 25 32 51 58 23 

私はシェアビジネスを利用す

るのに；底抗はありません。 223 29 27 32 70 43 22 

私は今後はシェアどジネスを
利用し続けていく予定です。 223 50 31 20 52 44 26 

私iま日常的にシェアどジネス

を利用するようになると思い

ます。 223 38 36 28 63 43 15 

私！まシヱアビジネスを頻繁に

利用する予定です。 223 44 45 34 60 25 15 
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QS以下のSNSについてあなたの利用頻度をお答えください。

利用して ほとんど 数年lこ1 年に数回 月に数回 遇に数回
いない／ 利用しな 図程度和l 程度利用 程度利 程度利 iまiま毎日

n 知らない い。 用 。 。 用。 用。 利用。

Facebook 223 61 28 6 10 24 37 57 

lnstagram 223 93 29 8 7 17 28 41 

Line 223 28 10 2 5 5 35 138 

Twitter 223 63 28 4 10 21 35 62 

Google+ 223 91 47 8 15 20 22 20 

Linkedln 223 172 22 6 5 6 8 4 

円llXI 223 129 48 7 9 13 7 10 
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3.3 項目分析

3.3.1 基礎統計量

�ai準緩鈴懸

JJJ: 者室1]\j被 ff.）－；償 :rp.tき，Ji笈 線不普通m

ADD 223 1 6 3.78 1.663 

THR 223 l ち 3.74 1.653 

VAR 223 1 6 3.59 1.671 

υBl 223 1 も 3.64 1‘654 

SEP 223 1 ち 3.24 1.560 

RSK 223 1 ら 3.68 1.642 

PRV 223 1 6 3.34 1必13

SOL 223 1 6 3.25 1誕522

SVG 223 6 3.78 1.680 

ENJ 223 l ち 3.31 1.605 

ECO 223 1 も 3.70 1.628 

LIF 223 1 6 3‘30 1.543 

LEG 223 1 6 3.15 l 調 S4畠

EFF 223 l 6 3.83 l.S83

KNO 223 1 6 3‘08 1.391 

TRU 223 l 6 3 司25 l.565

CMP 223 1 6 3.30 1.601 

SNSPRF 223 1 ち 3.76 Lらも2

SNSFRD 223 1 6 3‘09 1.422 

SNSPCT 223 1 も 3‘88 1もらちら

SNSNS 223 l ち 3.S l 3 負 S94

SNFRD 223 1 6 3.49 1‘610 

ATIENJ 223 1 も l.538 

八τTFRD 223 l 6 3.ll 1.550

AτTSNS 223 l 島 3.07 l.562

PBCDIF 223 1 も 3.52 1.553

PBCESY 223 l ι 3.64 1.587 

PBCRES 223 1 6 l左ヰ99

INTCNτ 223 l も 3.39 1,723

INτDAY 223 1 6 3.37 1.542

INτFRQ 223 1 6 3.10 LS21 

USGFABO 223 1 7 4.11 2.465 

USGINST 223 1 7 3.33 2.475

USGLINE 223 1 7 5.72 
i 

2.147

USGτWIT 223 1 7 4.13 2.510

USGGOO 223 1 7 E忍7 2.144

USGLINK 223 1 7 l.61 1.419

υSGMIX 223 1 7 2.06 1.711 

有効なうースの数(1).7.1九 J守と｝ 223 
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3.3.2得点分布（ヒストグラム）
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資料4アンケ｝ト票

2017/1/26 シェアビジネス利用意識に関するアンケ ー ト

E実擦の画面連帯をデモで確認→ PC表示 1モバイル表示

モニタ専用アンケー ト回答パー ラ

シヱアピシ；ネス草ljf諸積織に関するアンケート
'101冨Fl -- 71＼インi --

モ二日。ノ ＼！；cc'詮ノo;.,rc，、民い

×アンケ fの回答にはあぜらす、正確に記入してくF己主い．問遣いや虚偽の田Zきが＂つ伝情台は
E買はデータとじて眼用できず 団U含れたポイントち同効IC似て？てしまう濁合がおりますザ

Vモニタ観的Iこてど司怠いたY三いてい否とおり、当アシケートで知り膚た1向日についCは‘出して軍
三者に口外L,t.よいようと＂＇カお闘いしますU掲示後やホームページへの箇さ，.，，を含む｝

y当アンゲートにより爵槽した田詩話果にコZきましては 侵入が精玄されない即でを奇計約に処理され
たデ タとして別用いたしますa

Vアンケートによっては凶砂情輯を活向いする股聞が定まれる3混合があります，回答向容は 四人が
特定され鉱い形て崎計的に処理されたデ タとUてIllわれますが 回答じた、えよい，.合lまアンケ
トに喜多加しなくても間短志りまぜんMまた 述中て回答を止めてち問自ありま匂ん

，アシケートICW拍含れ泣い喝合は ブラウザ閉じあボタンを拝して持了してください噌

回答をやめる

ぷ＝ニ之主旦呈止

一一一一ー ーー 一一一一一一一ー ーー 〈改ページ〉ーー ー 一 一一一ー 一 一ー ー

近年， 世界的にも急速に発展し普及しているシェアリングエコノミ ー と呼ばれるビジ
ネスとソ ーシャルネットワ ー クサー ビス（以下， SNS）の利用状況についての調査で
すa このようなシェアリシグエコノミーに関するピヲネス （以下， シェアビジネスと
いう）を知っている、 ちしくは関いたととがあるという方を対象に， 実際の利用や興
味の有無I亡関係なく利用意向をアンケー トで回答する内容となっています．
一般的な知識の範囲なかで率直にご回答ください，
※SNSとは， Facebook,Line,TwitterなどのWebサービス全般を示していますs
くシェアリングエコノミ ーについて〉
平成28年度版情報通信白書
WWW‘soumu.日0 ・j p /j oh otsusi n tokei /wh i tepa per /j a /h 28/h tm I /n c 13123 0. h tm I 

Ql.あたなはこれまでにAlrbnbやUberといった豊富人間で取引する以下のよ
うなシェアビジネス（個人間シェア）を利用したことがありますか7
〈代表的サービス〉

Alrbnb （民泊予約サービス】： https://www.alrbnb.jp/ 
STAY JAPAN （民泊予約廿ーピス） : https:/ /stayjapan」om/
ス円ー スマーケVト（設問ヨシェア廿ーピ
ス） :https://spacemarket.com/ 
Uber fカーシ工アザーピス） : http://www.uber.com/ 
ANYCA （カーシェアサーピス） : http://anyca.net/ 
メルカリ｛物品マーケvト廿ービス〉：
https://www.mercarl .com/jp/ 
フリル（物局マーケ>)Iトサービス） : https://frll.jp/ 

［答えは1つです］

1. 利用したことがある

2. 利用したことがない

3. 利用したかわからない

一一一一一ー 一一一一一一一一回 く政へ一司〉一 一 一一一一一一一 一－
(f；丹1 Qiて，Lf':flll.， ，，ιプ！＂ b' fρ ら いす4 liJ＇夜出択した

これまでにAirbnbやUberといコた個人間で取引するシ工アビジネス（P2Pシェア）を
刊回＇ ·－ づ白山←守＋←同＇ 十

bltps //survey.fast-ask com/previcw/asp/previewPagcAll.phpワ
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Q2.利用した乙とがあるシェアピヲネス（P2Pシェア）サービスをすべて教
えてください。

［答えはいくつでち］

1. Airbnb（民泊tfー ピス）

2. hostelsworld （民泊サー ビス）

3. STAY JAPAN （民泊サー ビス）

4. メルカリ（物品マー ケットサ ピス）

5. フリル（物品マーケットサー ビス）

5. スペースマ ー ケロノト（空間シェアサイト）

7. TaskRabbit （空き時間シェアサー ビス）

8. Uber （力 ーシェアライドサー ピス）

9. ANYCA （カーシェアサー ピス）

10. CaFoRe （力 ーシ工アサー ピス）

11. その他

一一一一一一一一一一一一一一一一一く改ページ〉ー一 一一一一一一回一一一一一 一一一

Q3.あなたがシェアビラネスを草lj隠した経験について『提供jと『利用』そ
れぞれについてその頻度をお答えください。

［答えはそれぞれ1つです］

ほ
ぽ
毎
日
利
用

遇
に
数
回
程
度
利
用

月
に
数
回
程
度
利
用

年
に
数
回
程
度
利
用

年
に
1
回
程
度
利
用

数
年
に
1
回
程
度
利
用

利
用
し
た
こ
と
が
な
い

一今シェアピラネスで住宅や物品， ザー ビスを「提供Jしたととがある＝

シェアビジネスで住宅や物品 ， サー ビスを「利用jしたことがある．

一一一一一一一一一一一一一一一一一一〈改ページ〉 一一一一一一一一一－－－－－－－－－－

シ工アピヲネスを今のところ利用する予定がない方も感じたままをお答えください。

Q4.あなたがシェアピヲネスを利用するとした場合、 以下の恵見や考え方に
ついてそれぞれあてはまるものをお選びください。

［答えはそれぞれ 1 つです］

6
よ
く
あ
て
は
ま
る

5
す
こ
し
あ
て
は
ま
る

4
ど
ち
ら
で
も
な
い

－
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

L
ほ
と
ん
ど
あ
て
は
ま
ら
な
い

1
わ
か
ら
な
い

1私lまシェアピジネスの利用にあたり穏や親しい友人， 知ム由意見在直接悶いて参考lこしますa

L私はシヱアビヲネスの仕組みゃ取引， 利用方法などの内容に精通していますc

3昌弘｛正予エアピラネス在鎮緊に利用する予定です＠

4.！シェアピシネスでは自主的な取引ルールを決めて取引をしたい。

5.私にとっと大切な人（家族 窓人 友人など）はシェアピラネスの刊胞に好意的だ 3

ι

よ
く
あ

L
す
こ
L

Ah
ど
たご
り

1
あ
ま
り

L
ほ
と
ん

L
わ
か
ら

←う

2プ4
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て

は
ま
る

あ
て

は
ま
る

で

も
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
あ
て
は
ま
ら
な
い

な
い

〆 Jーノ 」J 介、 ／、’lリf <J，τ工＂帆 W」ロミl y ’dノ J ノ

一今

一今

---> 

6.私はさン工アピヲネスlま気軽にできるものだと思つEいます．

7.私は；：.，エアピシネスの利用にあたりSNSに亘•fl.した友人の意見や投稿を参考にします。

8、私はSNSの友人が少ない人とはあまりシヱアビシネスの取引をしたいとは患いません園

9.シ工アビジネスを利用する誰もが自分のプロフィ ール情報を参照することができるのは不愉快です。

1日私はさノヱアビラネスで見知らぬ他人と交，置しコミュニティの一員として浅い関係を築くことが可能たと患いますe

ι

よ

く
あ
て

は
ま
る

ー

す
こ

し
あ
て

は
ま
る

札

ど

ち
ら
で

も
な
い

－

あ
ま
り
あ
て

は
ま
ら
な
い

L

ほ
と
ん
ど

あ
て
は
ま
ら
な
い

し

わ
か
ら
な
い

. 
》

ラ

11 ，ラエアヒヲネスの取引や活動iζ参加して他の誰かと交流するのは正直なところ面倒です。

12.シェアビジネスで， これまで利用できなかったような様々なザ ーピスが利用で昔るようになります．

13.シェアビジネスに関わることは、 私にとって経済的または法的なリスクが発生すると思います。

14.シェアビジネスを利用するごとで副収入などのお金在手にすることがで苦ると思います．

15.私はシェアビラネスの利用が難しいものだと患っていま甘ん＠ �予
’ e

ι

よ

く
あ
て

は
ま
る

に山

す
こ
し

あ
て
は
ま
る

止

ど
ち
ら
で
も
な
い

－

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

L

ほ
と
ん

ど
あ
て

は
ま
ら
な
い

1

わ
か
ら
な
い

16目シ工アピヲネスはユ ザー在評価することができ健全に策争することができる仕組みだと思います。

17町私は今後はシ工アピヲネス在利用し続けてい〈予定です．

1日．私にとってうシヱアピラネスは霞新のライフスヲイルを表現しているものだと考えていますー

19.私はSNSに登録してある写真の印象が悪い人とはシェアピヲネス由取引をしたくありません e

zロシェアビラネスなら， どの場所にいても製品やザーピスにアクセスできて便利ですe

. 

ー参

ι

よ

く
あ
て
は
ま
る

5

す
こ

し

あ
て
は
ま
る

札

ど

ち
ら
で
も
な
い

ー

あ
ま
り
あ
て

は
ま
ら
な
い

乙

ほ
と
ん
ど

あ
て
は
ま
ら
な
い

し

わ
か
ら
な
い

一今

21.シェアビジネスを利用するのは楽しく良いアイディアだと怒っています。

22シ工アピヲネスではトラフ）（を未然l亡防いだり迅速に解決することが可能だと思うS

23.シェアビジネスは持続可能なエコライフな消費スタイルだと思います，

24.シェアビヲネスの他ユーザー ！;Jc約束や期限在守ってちらえると考えていますわ

25.私はシ工アビシネスで見知らぬ人と取引をする際に相手のSNSのプロフィールを参照します．

---> 

ーーも

ι

よ

く
あ
て

は
ま
る

FL

す
こ
し

あ
て

は
ま
る

札

ど
ち
ら
で

も
な
い

ー

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

乙

ほ
と
ん
ど

あ
て
は
ま
ら
な
い

し

わ
か
ら
な
い

一今

←今
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26向私は日常的にうシ工アヒジネスを利用するようになると思います E

27,lbはシェアビシネスを利用するのに抵抗はありません弓



--> 

Lt ふ シ工j’ ヒ：：，－－（，.，＜，（；＜出向l」壱同組目久間肘百刷用恒1性提レ仁い会と忠フ，

29.私はシェアビジネス在介して他0） 利用者と私の遊休資産などを共有し交流する乙とは楽しいごとだと思います。

30.：シェアビシネスを利用することでお金を節約することができます。

31.私のSNS田友人i;J:シェアピラネスの利用に好意的だ。

一今

ー多
’ 

ι

よ
く

あ
て

は
ま
る

に山

す
こ

し

あ
て

は
ま
る

札

ど
ち

ら
で

も

な
い

ー

あ
ま

り

あ
て

は
ま

ら
な
い

L

ほ
と

ん
ど

あ
て

は
ま

ら
な

い

L

わ
か

ら
な
い

一一一一一一一 一一一一一一一一一一司〈改ページ〉 一一一一一一一一一一一一一一一一一 E

QS. 以下のSNSについてあなたの利用頻度をお答えください。

［答叉はそれぞれ1つです］

ほ

ぽ
毎
日

利
用

過
に

数
回
程
度
利
用

月
に

数
回
程
度
利
用

年
に

数
回
程
度
利
用

数
年
に
1

回
程
度
利
用

ほ
と

ん

ど

利
用
し

な
い

利
用
し

て
い

な
い

／
知
ら
な
い

一今Face book 

lnstagram 

Line 

---> 

一令

T、Nitter

Google+ 

Lmkedln 

ー今

ーう

一今mixi 

以上でこのアンケー トは終了です。

ご協力ありがとうございました。

ポイントを加算さt立ていただきましたので

マイペー ジでご篠認ください。
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きのご指導を受けることとなり， 研究経験の少ない私に対して， 研究に対する心構えや問題

意識の持ち方， 学会活動や学会発表の支援まで， さまざまな面で親身なご助言と力強い励ま

しをいただきましたことを， 心より感謝を申し上げます。

そして， 指導教官ともいえるほど指導・支援してくださった副指導教官である伊藤一先生

に深く感謝申し上げます。 最期の仕上げの時期になりながらも， ほとんどまとめきれておら

ず， 当初より研究分野の幅が広がり収拾がつかなくなりかけていたなかで， 関連知識の乏し

い私に対して， 辛抱強く具体的な研究内容についてのご指導と多くの議論におつきあいいた

だきました。

また，副指導教官である奥田和重先生には， そもそも博士課程へと進学し， 経営学研究へ

の志を抱き研究活動へと行動するきっかけを作っていただいたことに深く感謝いたします。

奥田和重先生に進学の相談をしていなければ， 研究のフロンティアを探求するという喜び，

そして，やりがいと苦難との背中合わせという人生にとって貴重な経験をすることはできな

かったと思っています。

小樽商科大学大学院博士後期課程コ ースが， ビジネススクール出身で、実務経験しかなく，

アカデミックトレ ー ニング経験の少ない私のような学生でも研究活動が進められるように配

慮、した授業設計になっていることが， ここまで博士論文をまとめられた大きな要因でもあり

ますが，受講した博士後期課程の履修科目を担当された先生方， 全員のおかげだとも思って
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おります。

博士後期課程で現代マ ー ケティング特論を担当された高宮城朝則先生， ビジネススクール

で、大変お世話になった近藤公彦先生には，既に8年前になりますが i·vacs プロジェクトの産

学連携活動や履修科目の授業のなかでの議論のなかで， さまざまなアイディアと助言をいた

だきました。 8 年前の懇親会の席で高宮城朝則先生から初めて博士後期課程への進学を勧め

ていただいたことが心に残り， 3年を経て進学を決意し， ここまで研究を進めることとなり

ました。 また， 今回の博士論文のなかで取り上げた重要な部分は， 近藤公彦先生， 高宮城朝

則先生との産学連携プロジェクトやそれぞれの授業のなかで取り上げたいただいた先行研究

やディスカッションから得られたアイディアから発想を得たものが多く含まれます。 大変深

く感謝いたします。

博士後期課程では小田福男先生， 乙政佐吉先生， 多木誠一郎先生， ピジネススクーノレでは

瀬戸篤先生， 山本充先生には， 履修科目において本来， 修士課程で終えているべき先行研究

レビュ ーや方法論， 実証研究方法， クリテイカルシンキング3 そして， アカデミックライテ

イングなどのトレー ニングを兼ねた授業での指導をしていただき， 研究の遂行に非常に役立

たせることができました。 私にとって， それぞれの先生の科目履修と厳しい指導， 叱時激励

がなければ博士論文を完成させることは不可能であったと考えております。 これまで修士課

程， 博士後期課程でご指導， 助言いただいたすべての先生方に深く感謝しております。

また， 日本経営学会においてさまざまな先生方に助言と叱時激励をいただいたこどは， 本

研究に大きく影響しています。 ここですべての方のお名前を挙げることはできませんが， 北

海道部会発表や学会活動の中で、特にお世話になった方として 大平義隆先生（北海学園大学），

天笠道裕先生（北海学園大学）からは， 貴重な意見や助言をいただきました。

最期に， これまで仕事と教育と研究という三足のわらじを履くことで， 家庭に割く時聞が

ほとんどなかったにも関わらず暖かく応援していただいた家族に深い感謝の意を表して謝辞

といたします。
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